


 
 
 
 
 
 
 

第 48回 （令和 3年度）地域安全学会研究発表会（春季） 

 

プ ロ グ ラ ム 



 

一般論文発表 

5月 21日（金） 

 Aセッション Bセッション Cセッション 

開始 

時間 

司会：佐藤翔輔 

（東北大学） 

司会：寅屋敷哲也 

（人と防災未来センター） 

司会：大原美保 

（土木研究所） 

13:00 A-1 B-1 C-1 

13:10 A-2 B-2 C-2 

13:20 A-3 B-3 C-3 

13:30 A-4 B-4 C-4 

13:40 A-5 B-5 C-5 

13:50 A-6 B-6 C-6 

休憩 

開始 

時間 

司会：生田英輔  

（大阪市立大学） 

司会：倉田和己 

（名古屋大学） 

司会：新井伸夫 

（名古屋大学） 

14:10 A-7 B-7 C-7 

14:20 A-8 B-8 C-8 

14:30 A-9 B-9 C-9 

14:40 A-10 B-10 C-10 

14:50 A-11 B-11 C-11 

15:00 A-12 B-12 C-12 

15:10 A-13 B-13 C-13 

休憩 

開始 

時間 

司会：定池祐季  

（東北大学） 

司会：紅谷昇平 

（兵庫県立大学） 

司会：千葉啓広 

（名古屋大学） 

15:30 A-14 B-14 C-14 

15:40 A-15 B-15 C-15 

15:50 A-16 B-16 C-16 

16:00 A-17 B-17 C-17 

16:10 A-18 B-18 C-18 

16:20 A-19 B-19 C-19 

16:30 A-20 B-20  

 

時間厳守，時間配分の目安：発表 5分，質疑応答 5分 



 

A セッション  

 

A-1 南海トラフ地震に対する個人のリスク認知の時系列分析 生田 英輔 

A-2 被災後のタイムフェーズ別主観的生活満足度に影響を及ぼす要因分析 小山 真紀 

A-3 合成コントロール法を用いた仙台市の災害ケースマネジメントの効果分析 川見 文紀 

A-4 災害時における市町村議会議員の活動実態と役割意識に関する考察 

－大阪北部地震被災自治体の議員へのアンケート調査から－ 

杉山 和則 

A-5 阪神・淡路大震災以降の防災教育の体系的整理に関する研究 

－防災関連 5 学会の防災教育研究を対象とした書誌学的アプローチ－ 

鈴木 光 

A-6 災害ボランティアの参加人数に影響を与える要因の検討 

－1995 年から 2019 年に発生した災害を対象として－ 

飯塚 明子 

 休 憩  

A-7 北海道胆振東部地震における災害ボランティア 定池 祐季 

A-8 震災伝承の「担い手」育成と連携を目指した研修の試み 

：宮城県震災伝承活動推進研修の事例 

佐藤 翔輔 

A-9 発災から 25 年経過した災害対応の経験・教訓の継承に関する実態分析 

－阪神・淡路大震災の被災自治体を対象にして－ 

秋元 康男 

A-10 日本国内における世界遺産を取り巻く地域防災計画の特徴に関する研究 永富 早奈恵 

A-11 伊能図に見られる津波災害地名の伝承性と被災リスクについての検証 宇野 宏司 

A-12 東日本大震災の震災伝承施設への支払意思額と施設での学習・体験内

容の関連分析 

渡邉 勇 

A-13 2017 年 7 月九州北部豪雨と分野横断的な知見の必要性 佐藤 孝治 

 休 憩  

A-14 事前復興計画案策定における時限的土地利用検討の成果と課題 金 玟淑 

A-15 借上げ仮設住宅の研究に向けた論点整理 曽我部 哲人 

A-16 記憶と歴史のあいだ：震災前をつなぐ「石巻アーカイブ」の模索 高原 耕平 

A-17 宇都宮市に関わる在留外国人を対象とした災害に対する行動意識に関す

るアンケート調査 

近藤 伸也 

A-18 中学生による津波避難行動に焦点を当てた探求学習のアウトプットの分

析 

：気仙沼市立鹿折中学校の事例 

新家 杏奈 

A-19 中古住宅購入がもたらす地震災害による資産及び死傷リスクに関するラ

イフタイム評価 

河上 裕亮 

A-20 災害による停電が窃盗犯罪に与える影響 松川 杏寧 

   



 

B セッション  

 

B-1 「୍日前プロジェクト」体験ㄯのㄞ஢による防災意識のኚ容に関する୍考

察 

北川 ኟᶞ 

B-2 災害関連᝟ሗの分㢮のあり᪉に関する考察 

：COVID-19 ୗでの災害時避難に関する Web コンテン䝒を事例として 

༓ⴥ ὒ平 

B-3 リスク・コ䝭䝳䝙ケーション・䝽ークショップへの参加関連要因のᇶ♏的分析 藤本 ៅ也 

B-4 実ົ⪅の参画による生活෌ᘓ支᥼ᴗົを支᥼するクラウ䝗 GIS ᆺアプリケ

ーションの㛤発 

折ᶫ 祐ᕼ 

B-5 災害対策本部でのマネジメントᴗົを対象とした担当意識に関する分析 藤原 宏அ 

B-6 中᰾市自治体における住Ẹの避難意向に関する調査 

䛭の 2䡚南海トラフ⮫時᝟ሗについて 

಴田 和ᕫ 

 休 憩  

B-7 中小௻ᴗの BCP 策定ಁ進にಀる課題の考察 

䡚策定⋡のኚ໬と䛭の理⏤から䡚 

ஂಖ ಇ୍㑻 

B-8 中小௻ᴗ向け事ᴗ継⥆ຊ⡆᫆チェック⾲のస成 ୸㇂ ᾈ明 

B-9 ス䝰ール䝡ジネス向け⡆᫆ BCP 行動計画シートに関する研究 

－東ி都Ⲩ川༊〇㐀事ᴗᡤを対象としたアクションリ䝃ーチሗ࿌－ 

市古 ኴ㑻 

B-10 事ᴗ⪅のỈ害対策の効果に対する認識の⌧≧と課題 

䡚Ỉ害の事前対策のಁ進に向けて䡚 

ΎỈ ᬛ 

B-11 近␥ᅪの上ሙ௻ᴗにおける南海トラフ地震にഛえたᡓ␎的な事前対策の

実態 

ᐥᒇᩜ 哲也 

B-12 新ᆺコロ䝘ウイルスឤᰁ⑕ὶ行に対する近␥ᅪの大௻ᴗの対応実態 ⣚㇂ ᪼平 

B-13 COVID-19 ึ動ᮇの都道ᗓ県の対策本部設⨨≧ἣの特徴 ㉺山 ೺治 

 休 憩  

B-14 コロ䝘⚝における㟼ᒸ県䜅䛨のくに防災ኈ㣴成ㅮᗙの䜸ンライン実施 ᫛裕 ℩‮ 

B-15 中᰾市自治体における住Ẹの避難意向に関する調査 

䛭の䠍䡚河川ỏ℃における避難について 

✰஭ 英அ 

B-16 ᾘ防ᅋのᣢ⥆ྍ能性の向上に関する研究 

－ᾘ防ᅋ員へのアンケート調査を㏻䛨て－ 

松ୗ  平 

B-17 日本における避難ᡤ⟶理課題と避難ᡤ✵㛫㓄⨨ၥ題に関する研究 ᭷ྜྷ ᜤ子 

B-18 ୕㔜県南部における㐟⁺⯪ᴗ⪅の事ᴗ継⥆に向けた意識調査 小池 則満 

B-19 インクルージョン・マネージ䝱ーに特徴的なコン䝢テンシーの考察 

䡚㉺ቃ・連⤖・参画・ᜉാのど点からの整理 

㎷ᒸ ⥤ 

B-20 当事⪅参加のཷけ㌟でない個別避難計画に向けたᇶ♏的考察 ᮎᘅ 㤶⃈ 



 

C セッション  

 

C-1 道路インフラ復旧優先順位判断支援の定性的評価手法の一提案 山崎 暢 

C-2 市町村境界を越えた 3次緊急輸送道路の接続に向けた取組み 千葉 啓広 

C-3 道路啓開を担う地場の建設会社の災害対応能力の検討 新井 伸夫 

C-4 2021年 2月の福島県沖の地震の強震動分析 鈴木 崇伸 

C-5 ALOS-2画像を用いた 2021年 2月福島県沖地震の被害抽出と現地確認 山崎 文雄 

C-6 地震動分布のモード分解とランダムフォレストに基づく予測モデル 高橋 幸宏 

 休 憩  

C-7 「住まい」をテーマとした構成要素の構造化と災害による変化を表現する試み 荒木 裕子 

C-8 2016年熊本地震における益城町の罹災証明データに基づく全壊建物に占め

る層破壊建物の割合についての考察 

河辺 賢 

C-9 夜間発生地震に対する人体損傷度関数の適合性並びに応用拡張性の検討 小林 純平 

C-10 地震火災時におけるリアルタイム避難誘導情報伝達のためのプロトタイプシ

ステムの開発 

鈴木 雄太 

C-11 津市消防本部救急活動記録を用いた救急搬送実態評価 

2020年 4月新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言前後に注目して 

志垣 智子 

C-12 GISを用いたコンテキストを含む津波避難行動のデータベース化 

－岩手県大船渡市綾里地区・陸前高田市小友地区での事例－ 

池田 浩敬 

C-13 地方自治体の建設関連部局での水害対応ヒヤリ・ハット事例の分析 大原 美保 

 休 憩  

C-14 常時微動による吾妻小富士火口縁の振動特性の分析 山田 雅行 

C-15 2011年紀伊半島大水害の経験を踏まえた公共土木施設災害復旧における現

場対応の課題について 

－建設部長経験者へのアンケート調査－ 

太田 和良 

C-16 群衆シミュレーションを適用したペデストリアンデッキ上の避難誘導方策の評

価 

糀谷 幸嗣 

C-17 横浜市の地域防災拠点を対象としたマルチハザード評価 

－避難者数に着目した基礎的研究－ 

落合 努 

C-18 マルチハザードを想定した農作物被害のリアルタイム推計について 崔 青林 

C-19 火山の噴火事象系統図・状態遷移図に期待すること 南沢 修 
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   The purpose of this paper is to clarify the time-series changes in individuals' risk perception of the Nankai Trough 
earthquake. We conducted a web-based survey of 1,000 residents in the coastal areas of Osaka and Wakayama 
prefectures that are expected to be affected by the Nankai Trough earthquake. The results showed that the average 
probability of a Nankai Trough earthquake occurring within the next 21 to 30 years was 42.5%, and the average 
probability of damage was 35.9%. In terms of disaster preparedness, there was a high willingness to implement food 
stockpiling, even if it takes time. 

Keywords : Nankai Trough earthquake, time-series changes, risk perception, disaster preparedness 

１．はじめに
災害対策基本法においても自助に関する規定が追加さ

れ，行政機関の公助や地域の共助に加え，個人の災害対

策の促進が課題となっている．しかしながら，法に規定

されたとはいえ，個人の災害対策の実施には個人差が大

きく，対策実施の動機となる災害に対する意識も個人差

が大きいと考えられる． 

個人の災害に対する意識の基盤はリスク認知であり，

自然災害を含む多様なハザードの生起確率や自身の被害

確率を想定することが必要である．また，災害対策行動

も多岐に渡り，実施済みの行動から，実施予定の行動，

実施予定のない行動（必要でないとみなされる行動）も

ある．これらは防護動機理論でいうところの脅威評価や

対処評価であり，災害への評価から防護動機が形成され，

防護行動・対策行動につながる． 

一方，南海トラフ地震のような周期的な地震は確率論

的に時間表現を伴う発生確率が公表されている．すなわ

ち，時間経過とともに発生リスクが漸増する災害である．

しかしながら，対策行動と発生リスクが漸増する災害と

の関係，自然レベルと個人レベルの時間感覚の相違から，

必ずしも確率論的な災害リスクの表現が個人の意識向上

と対策実施につながるとはいえない． 

災害対策行動に限らず，人間の行動は時間に影響を受

けており，遅延割引という概念では，時間の経過ととも

に事象への主観的価値が低下する，遅延割引が発生する

ことが知られている．防災行動と遅延割引に関する質問

紙を使った研究 1）では，報酬損失場面では備蓄品準備の

有無と遅延割引程度の関係が明らかにされている．備蓄

品を準備していない人の割引程度が大きく，「災害対策

といった“嫌なこと”を先延ばしにする」傾向にあると

解釈されている． 

以上の背景から，本研究では南海トラフ地震の被災が

想定される大阪府および和歌山県の沿岸地域の住民に対

して，南海トラフ地震の発生確率が発表されている 30 年

間を時系列で想定した調査を実施し，リスク漸増型災害

に対する個人の意識と対策の関係を明らかにすることを

目的とする． 

２．研究方法
南海トラフ地震の被災が想定される地域に居住する個

人の南海トラフ地震や他の災害への意識，対策の実施状

況を把握するために，2020 年 12 月 16～17 日にアンケー

ト調査を実施した．調査方法はWEB調査として，株式会

社クロス・マーケティングに委託した．対象地域は南海

トラフ地震の津波被害が想定される大阪府の沿岸地域

（17 区市町）および和歌山県の沿岸地域（18 市町）の住

民である．目標回答件数は1,000件であり，当該地域の人

口比にしたがって，和歌山県が333件（33.3％），大阪府

が 667 件（66.7％）に設定した．

調査内容は個人属性，災害への不安や経験，災害対策

（14 種），災害の生起想定（南海トラフ地震，内陸直下

型地震，特別警報級台風の 3 種），災害により被害を受

ける想定（南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報

級台風，交通事故の 4 種），南海トラフ地震発生時の津

波の想定や避難判断，分散避難への意識で，計 99 問であ

る．これらの質問のうち，時間を含む質問は，災害対策，

災害生起想定，災害被害想定である．災害対策では「す

でに実施している」「今後 30 分以内に実施する」「今後
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1 ヶ月以内に実施する」「今後 6 ヶ月以内に実施する」

「今後1年以内に実施する」「今後3年以内に実施する」

「今後 5 年以内に実施する」「今後 10 年以内に実施する」

「今後 20 年以内に実施する」「今後 30 年以内に実施す

る」「実施する予定はない」の 9 区分で，それぞれ 0～
100％を 10％刻みで選択してもらった．災害生起想定，

災害被害想定では「今すぐ～今後 30 分以内」「今後 31
分～1ヶ月以内」「今後 2～6 ヶ月以内」「今後 7ヶ月～1
年以内」「今後 2～3 年以内」「今後 4～5 年以内」「今

後 6～10年以内」「今後 11～20年以内」「今後 21～30年
以内」の 9 区分でそれぞれ 0～100％を 10％間隔で選択し

てもらった．

３．結果
(1) 属性

回答者の性別は男性が 61.6％，女性が 38.1％，回答者

の平均年齢は 52.2 歳であった．自宅は一戸建てが 59.9％，

マンションが 30.7％，自宅建設時期は 2000 年以降が

34.2％，現在地の平均居住期間は 19.4 年であった．

(2) 不安な災害種

不安な災害種を尋ねた結果を表 1 に示す．台風の暴風

が最も多く 58.6％，つぎに内陸直下型地震が 57.3％，海

溝型地震が 47.4％となった．台風の豪雨は暴風よりは低

く 37.6％，自然災害ではないが火災が 38.5％であった．

対象地域は 2018 年の台風 21 号襲来時に暴風被害が発生

した地域が含まれており，台風の暴風への不安が高いと

考えられる．地震に関しては南海トラフ地震は対象地域

では広く甚大な被災が想定される災害ではあるものの，

内陸直下型地震の方が不安に感じる人は多く，大阪府で

は隣県の阪神・淡路大震災，2018 年の大阪北部地震，上

町断層帯の存在が理由として考えられる．和歌山県では

中央構造線を震源とする地震が一定の間隔で発生してお

り，その影響も考えられる．

表 1 不安に感じる災害（複数回答） 

度数 比率

不安に感じる災害はない 92  9.2% 

内陸直下型地震

（断層を原因とするもの）
573  57.3% 

海溝型地震

（プレート境界地震）
474  47.4% 

津波 242  24.2%
台風の暴風 586  58.6% 
台風の豪雨 376  37.6%
台風以外の豪雨 214  21.4% 
河川氾濫 231  23.1%
火災 385  38.5%
土砂災害 105  10.5%
液状化 95  9.5%
高潮 50  5.0%
その他 38  3.8%

(3) 防災対策を考える際に想定する被害

家庭での防災対策を考える際に，想定する被害を尋ね

た．被害は「自分や家族が死傷する」「自宅に住み続け

ることが出来ない程度の被害がある」「家具の転倒や家

財に被害が生じる」「住んでいる地域で停電・断水が 3

日以上続く」「住んでいる地域で停電・断水が 7 日以上

続く」「食べ物・飲み物が 3 日以上入手できない」「食

べ物・飲み物が 7 日以上入手できない」の七種であり，

それぞれの被害が発生する確率想定を 10％間隔で尋ねた．

結果を図 1 に示す．この図から，物的被害やインフラ停

止を全く想定していない人が 15％程度いることがわかり，

さらに人的被害に関しては 25％は自分や家族には発生し

ないと想定している．被害発生を想定している人では，

発生確率を 1～10％程度としている人が 35％程度であっ

た．

図 1 防災対策を考える際に想定する被害の発生確率

(4) 想定地震・台風生起確率

南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報級の台風

の想定生起確率の平均推移を図 2～図 4に示す．想定時間

は「今すぐ～今後30分以内」から「今後21～30年以内」

の 9 区分であり，回答者には全ての時間範囲における生

起確率を 10％間隔で回答してもらった．集計にあたって

は，0％，100％以外は 10％間隔の中央の値を代表値とし

て計算した．

南海トラフ地震では「今すぐ」と考える人が 1 割程度

おり，内陸直下型地震でも同様であった．時間とともに

確率は漸増していき，1 年と 2～3 年でやや傾きが変わり，

その後 30 年に向けて増加傾向にあった．政府発表の「今

後 30年以内に 80％の発生」と単純に比較することはでき

ないが，個人レベルでは今後 21～30 年の期間において南

海トラフ地震が発生するという認識は 4 割程度の人しか

持っていない．

内陸直下型地震も南海トラフ地震と同じ傾向であるが，

現在から近い時間での生起確率は南海トラフ地震より高

い傾向にあった．

特別警報級台風では 6ヶ月と 7カ月～1年の間で確率が

急増しており，これは調査時期と台風シーズンとの期間

を反映していると考えられる．

図 2 南海トラフ地震想定生起確率の平均推移
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図 3 内陸直下型地震の生起確率の平均推移

図 4 特別警報級台風生起確率の平均推移

(5) 被害発生確率

南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報級の台風，

交通事故による自身の想定被害発生確率の平均推移を図

5，6 に示す．南海トラフ地震，内陸直下型地震とも漸増

傾向は同様であり，21～30 年後にはおよそ 30％の確率で

自身が被害に遭うことが想定されていた．

図 5 南海トラフ地震想定被害発生確率の平均推移

図 6 内陸直下型地震被害発生確率の平均推移 

特別警報級の台風，交通事故による自身の想定被害発

生確率の平均推移を図 7，8 に示す．台風は生起確率と同

様で，交通事故は漸増傾向はやや緩やかであった．

図 7 特別警報級台風被害発生確率の平均推移

図 8 交通事故被害発生確率の平均推移 

(6) 生起確率と被害発生確率の関係

南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報級の台風

に関して，地震・台風の想定生起確率の平均値から自身

の想定被害確率の平均値を引いた値の時系列推移を図 9，
10，11 に示す． 

これらの図から，南海トラフ地震は時間が経つにつれ

て，地震の発生と被害の想定の間の差が大きくなる．一

方，内陸直下型地震では大きな差は見られなかった．台

風に関しては，6 ヶ月と 7 カ月～1 年を境に差が大きくな

り，時間が経ってもその差は大きく変化しない．

図 9 南海トラフ地震想定生起確率と 

被害生起確率の関係 

図 10 内陸直下型地震想定生起確率と 

被害生起確率の関係 
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図 11 特別警報級の台風想定生起確率と 

被害生起確率の関係

(7) 防災対策実施時期の時系列変化

14 の防災対策に関して，「すでに実施している」「実

施する予定はない」と時系列で 9 区分にわけ，実施状況

を尋ねた．結果を図 12 に示す．この図から，すでに実施

しているで多い順に「一時避難場所・避難ビルの位置の

確認」が 50.2％，同じく「経路の確認」が 47.5％，「3日
分の食料等の備蓄」が 46.5％であった．一方，少ないの

は「災害リスクの低い地域への引っ越し」「住宅の耐震

改修・建替」であった．また，食料備蓄でも「7 日間」

となると実施率は 20.1％と低かった． 
今後の災害対策の実施予定に関しては，「食料備蓄」

は時間をかけてでも実施する意向が高く，3 日分では実

施済みを入れるとおよそ 7割が，7日分ではおよそ 5割が

必要性を認識していた．

４．まとめ
本研究では，南海トラフ地震という漸増型リスクを有

する災害を個人がどのように捉えているかを把握し，自

助による南海トラフ地震対策の，効果的かつ戦略的な計

画策定のための検討を行った．南海トラフ地震以外の対

照災害として内陸直下型地震，台風，交通事故も含めて，

生起確率と自身の被害発生の関係を分析した．その結果，

生起確率は漸増性を有するが，地震と台風で異なること，

生起確率と被害発生との割引は南海トラフ地震で大きい

ことが明らかになった．また，災害対策ごとの実施意向

を時系列に明らかにした．

専門家による確率論的な災害リスクと個人レベルでの

災害リスクの認知の間には差異があり，同じ時間間隔な

ら，確率論的には単位時間当たりのリスクは低くなるに

も関わらず，個人レベルでは間隔内の一時のリスク認知

を回答する傾向にあると考えられた．したがって，時系

列での確率表現の工夫の必要性が明らかになった．また，

海溝型地震と内陸直下型地震のメカニズムや発生確率の

違いも，個人レベルでは深く認識されていないことも示

唆された．さらに，災害種によってリスク認知の割引率

が上がることから，災害対策への有効性期待が災害種に

よって異なる可能性もある．今後は，集団単位の分析か

ら個人単位の分析を進め，より詳細な傾向を明らかにす

る．
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被災後のタイムフェーズ別主観的生活満足度に影響を及ぼす 
要因分析 

Factor Analysis of Subjective Life Satisfaction by Time Phase after Disaster 
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   In order to reduce the risk of disaster-related deaths after a disaster, it is important to identify factors affecting the 
living environment and to take measures to mitigate them. In this study, factors are analyzed based on indicators of 
depressive tendencies and emotional ups and downs from an interview survey in Seki City, Gifu Prefecture, which was 
affected by the July 2018 heavy rain disaster. As a result, it was found that the factors of more depressed tendency  are 
greater the damage, incomplete the housing repairs, and people who needed support during the disaster. 
 
Keywords : lifeline chart, the July 2018 heavy rain disaster, Seki city, interview, subjective life satisfaction 
 

 
１．はじめに 
 わが国では豪雨災害が毎年のように発生しており，土

砂災害や浸水害によって各地に甚大な被害をもたらして

いる．平成 30年（2018 年）7 月豪雨（以下，7月豪雨と
呼称）では西日本を中心に各地で河川の氾濫，浸水害，

土砂災害等を引き起こし，岐阜県でも大きな被害が発生

した．特に，関市上之保，武儀，富野地区の被害が大き

く，全壊 11棟，半壊 229棟，床上浸水 16棟 1) の被害が
報告されている．こうした中，被災後の生活環境の悪化

による災害関連死が数多く報告されている．災害関連死

の要因のうち，最も割合の大きなものの一つは生活環境

の悪化によるものであり，災害関連死者数の軽減のため

には，被災後の生活環境改善が大きなポイントとなる． 
 以上の背景を踏まえ，本研究では，7 月豪雨で床上浸
水以上の被害を受けた住民を対象に関市が実施した戸別

訪問調査データに基づいて，生活環境の悪化につながる

要因の抽出を目的とする． 
 
２．手法 
 関市が実施した訪問調査データに基づいて，生活環境

の悪化や改善につながる要因の抽出を行う．ただし，関

市では，長期の避難生活が必要な状況はあまり生じてい

ないことから，うつ傾向や気持ちの浮き沈みに着目した

分析を行った．うつ傾向については，Kessler ら 2)によっ

て開発されたK6という指標を用いる．これは，うつ病・
不安障害などの精神疾患をスクリーニングする目的 で開
発され，一般市民を対象とした調査で心理的ストレを含

む何らかの精神な問題の程度を表す指標として広く利用

されている指標である． 
 ここでは，数量化Ⅱ類を用いて回答者の属性がうつ傾

向（K6）にどの程度影響を与えているのかを分析する．
あわせて，被災者の心の浮き沈みを時系列で表すライフ

ラインチャートを用いて，属性別，時間フェーズごとの

特徴や気分の変動の要因を分析する． 
 
３．調査概要 

 訪問調査は関市役所によって実施された．調査手法は

訪問による聞き取り調査であり，調査票に調査者が聞き

取った内容を記入する形式で行われた．調査概要を表 1
に示す．調査項目は，「健康状況」「生活状況」「被災

前後の状況」「災害時要支援者の状況」「ライフライン

チャート」から構成されている． 
 

表 1 調査概要 

 
 
４．結果 
(1) 数量化Ⅱ類を用いた分析 
 数量化Ⅱ類とは，各説明変数がどれだけ目的変数に影

響を与えているのかを定量的に把握できる分析手法であ

る．分析に耐えるだけの母数を確保するために，目的変

数のK6は「陰性」「陽性」の二区分とし，説明変数を性
別「男」「女」，世帯種別「単身者」「単身者以外」，

就労状態「有職」「無職」，被害程度「全壊・大規模半

壊」「半壊・床上浸水」，住居形態「持ち家」「借家・

アパート」，相談相手「いる」「いない」，要支援者

「要支援者」「要支援者以外」，住宅修繕「完了」「未

完了」とした．分析によって得られたカテゴリースコア

を図 1 に示す．カテゴリースコアとは，各説明変数が目
的変数にどれほど貢献するのかを表す数値である．また，

カテゴリースコアの値幅が大きいほど，その説明変数が

目的変数に及ぼす影響が大きい．カテゴリースコアの値

が正の値に大きいほどK6の値が陽性（うつ傾向が軽度か
ら重度）と判定される傾向が強いことを示し，値が負の

値に大きいほどK6が「陰性」と判定される傾向が強いこ
とを示している．住居形態や被害程度，要支援者や住宅

対象地域 関市（富野・武儀・上之保）

アンケート実施主体 関市役所

アンケート対象

床上浸水，半壊，大規模半壊，

全壊の被害を受けた方

アンケート期間

令和元年（2019年）8月21日，
9月7日

回答世帯・人数 201世帯（294人）
回答率 世帯89.7%（人51.3%）
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修繕完了の有無といった属性のレンジ幅が精神の健康状

態に大きな影響を与えていることがわかる．住居形態で

は，「借家・アパート」の人は「陰性」傾向が強い一方

で，被害程度の「全壊・大規模半壊」や住宅修繕の「未

完了」，「要支援者」が「陽性」の傾向が強いことが分

かった．以上より，生活再建期には，要支援者，住宅の

被害が大きい人，及び住宅の修繕が未完了の人ほどうつ

傾向の可能性が高いため，注意が必要であることが明ら

かになった． 
 

 
図 1 カテゴリースコア値 

 
(2) クラスター分析 
 被災者のライフラインチャートの一例を図 2 に示す．
ライフラインチャートは縦軸を心の浮き沈み，横軸を被

災から調査時点までの時間軸として，良かったことや困

難だったことなど出来事を記入し，そのときの気分の浮

き沈みを主観的に評価して記入するものである 3)． 
 

 
図 2 ライフラインチャートの例 

 
 ライフラインチャートの時間フェーズごとの心の浮き

沈みの値を説明変数として，クラスター分析を行った．

ここでは，a, bの 2区分に分類した結果について示す．図
3 にそれぞれのグループについて，ライフラインチャー
トのタイムフェーズ別の値の平均を示したものを示す．a
グループは b グループに比べると気分の落ち込みが大き
く，時間が経過しても気分の回復が鈍く時間を要してい

る．ここで，(1)で整理された属性について各グループの
特性を調べたところ，a グループには被害程度が大きい
人や住宅の修繕が未完了の人が多く含まれていた． 
 また，調査では，ライフラインチャートの記入の補足

として，気持ちが特に沈んだ場面や上昇した場面の状況

について聞き取っており，こちらの回答から，a グルー
プと b グループの気分の上昇に繋がった出来事数の差や
具体的な出来事について整理した．表 2 に，ボランティ
アの利用や相談会への参加といった「人とのつながりに

関する出来事」と家の修繕の完了や義援金の配布といっ

た「それ以外の出来事」に分類し集計を行ったものを示

す．気分の上昇した出来事の記述数は，aグループは 1.72
個（平均），b グループは 2.36 個（平均）と，気分の浮
き沈みに関係した出来事数に差があった．また，出来事

の種類の「人とのつながりに関する出来事」は，a グル
ープは 52%，b グループは 64%であった．被害程度と生
活状況に関する回答結果から，aグループは bグループと
比較して，被害程度が大きい人，地域イベントに参加し

ていない人が多く存在した．この結果から，人とのつな

がりが気分の上昇につながることが示唆された．b グル
ープの回答では，ボランティアに手伝ってもらったこと

やふれあいサロンといった地域イベントに参加し，楽し

かったという記述も見られた．積極的にイベントに参加

することが被災後の気分の落ち込みを減少させることに

繋がる一つの手段であると考えられ，効果的な支援の 1
つと考えられる． 
 

 
 

図 3 2グループのライフラインチャート平均 

 

表 2 各グループの出来事の違い 

 
 
５．まとめ 
 本研究から，住家被害の程度が大きいこと，住宅修繕

が未完了であること，災害時要支援者に該当する人ほど

うつ傾向が高くなることが明らかになった．また，ライ

フラインチャートの分析から，人とのつながりが気持ち

の上昇につながることが示された． 
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   This paper aimed to analyze the disaster case management effect in Sendai City on housing recovery using the 
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management, and the synthetic Sendai City was compared to the actual Sendai City in terms of the housing recovery 
rate. The result showed that disaster case management promoted housing recovery. 
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１．研究の背景 
 
 東日本大震災以降，被災者支援における世帯の個別事

情に合わせた伴走型支援を行う災害ケースマネジメント

の有効性が指摘されている(菅野 2015, 立木 2017, 津久井 
2020) 1) 2) 3) ．実際に災害現場においても東日本大震災以

降，熊本県・鳥取県などで，さまざまな形で災害ケース

マネジメントが実施され，広がりを見せている．しかし

ながら，支援現場での有効性の指摘にかかわらず，鳥取

県の条例を除けば，現在，災害ケースマネジメントは制

度化には至っていない．この背景として，災害ケースマ

ネジメント効果の計量的な評価が難しいことも制度化が

進まない一因となっていると考えられる．  
 災害ケースマネジメントの効果検証が難しい理由は以

下の3点が考えられる．①一部の自治体でのみ実施されて

いるため，平均的な効果を比較できない．②生活再建上

の課題がある世帯を対象とするため，仮に効果があって

も，セレクションバイアスによって，単純な比較ではそ

の効果が見えにくい．③個人・世帯レベルでの災害ケー

スマネジメントの対象・非対象についての情報は入手が

難しいことである． 
 そこで本研究では，マクロレベルでの単一の介入群の

効果を分析することが可能である合成コントロール法

(Synthetic Control Method)(Abadie et al. 2010, 2015) 4) 5)を用

いて，災害ケースマネジメントが被災者の生活再建に与

えた影響の計量的な評価を試みる．具体的には，東日本

大震災後の仙台市が 2014 年 3 月から実施した災害ケース

マネジメントを事例に，「災害ケースマネジメントが仙

台市の仮設住宅利用率にどのように影響したか」を明ら

かにする．これまで分析上の限界から，質的な評価のみ

にとどまっていた災害ケースマネジメントの計量的な評

価を行うことで，エビデンスに基づく災害復興政策の意

思決定の一助となる． 
 

２．潜在アウトカムと合成コントロール法 
  
 政策の効果を評価するためには，政策が実施された場

合のアウトカムと，「もしその政策が実施されなかった

ら」という反実仮想のアウトカムを比較する必要がある．

この実際には得られない反実仮想のアウトカムは，潜在

的アウトカムとよばれており，因果効果を明らかにしよ

うとするには，いかに，潜在アウトカムを推定するかが

重要になる． 
 潜在アウトカムを推定するためのもっとも強力な方法

はランダム化比較試験 (Randomized Control Trial :RCT)で
ある．しかし倫理的・資源的な問題から，RCT の実施が

難しい分野も多い．災害復興研究もその一分野だと言え

る．例えば，災害ケースマネジメントにおいて，ある人

は生活再建支援を行うが，ある人は支援しないといった

ようなランダム化割り当ては倫理的に実施不可能である． 
 こうした問題に対応するために，疑似実験法とよばれ

る一連の研究手法が発展してきた．疑似実験法とは，観

察データを用いて，分析デザインの工夫や共変量の統計

的な調整によって，RCT に似た状況を作り出し，可能な

限り因果関係に接近し，政策を評価しようとする手法で

ある．代表的な手法としては，傾向スコア分析，回帰分

断デザイン，操作変数法や差の差分析などがある．本稿

で用いる合成コントロール法は差の差分析の発展形であ

るとも考えられる． 
 合成コントロール法の基本的な考え方は，介入(本研究

では災害ケースマネジメントの実施)の因果効果を分析す

るための反実仮想の統制群(合成コントロール)を，介入

が行われなかったサンプルの加重平均から作り出すとい

うものである．具体的な方法は後述するが，まず本稿で

は，仙台市以外の市町村サンプルから，災害ケースマネ

ジメントを行っていなかった場合の合成仙台市を作り出

す．その後，実際の仙台市と合成仙台市のアウトカムを

比較することで，災害ケースマネジメントの効果を分析

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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する． 合成コントロール法の実装例としては，Abadie et al. 

(2010, 2015) 4) 5)や日本語での論文では，前田・鎌田(2019)6)

などが挙げられる． 
 
 
３．方法 
 
(1)分析に用いるデータ 

 本研究で用いるデータは 2つの区分がある．1つ目は，

借り上げ仮設住宅利用データ(以下では仮設利用データと

する)である．このデータには，宮城県が公開している市

町村別の借り上げ仮設住宅利用世帯数の推移が変数とし

て含まれている．もう一つのデータは，国勢調査や宮城

県が公開している公刊データを市町村ごとに統合したデ

ータである． 
 仮設利用データは，以下のような手順で構築した．宮

城県ホームページの「応急仮設住宅の入居状況」(宮城県

 https://www.pref.miyagi.jp/site/ej-earthquake/nyukyo-jokyo.ht
ml)から，2012 年 8 月~2020 年 12 月(101 時点)の仮設住宅

利用世帯数，利用人数を取得した．そのデータを 36 市町

村×101 時点のロングデータ形式に整形を行った．その後，

もっとも仮設住宅利用世帯が多いと考えられる 2012 年 8
月時点の仮設住宅利用世帯数を分母として，各時点の仮

設住宅利用率を計算した． 
 以下の分析では，この仮設住宅利用率をアウトカム変

数として分析を行う．仮設住宅の利用世帯数が少ない市

町村は，仙台市の比較対象として適さないと考えられる

ため，仮設住宅利用世帯が 100 世帯より少ないの市町村

を分析から除外し，残りの 18 市町村をドナープールとし

た． 
 図 1 には，仙台市と 18 市町村平均の仮設住宅利用率の

推移を示している．仮設住宅利用率の推移は，2014 年 3
月の災害ケースマネジメント実施前から，異なったトレ

ンドを示しており，単純な比較では災害ケースマネジメ

ントの効果を適切に検証できない可能性が高いことが示

されている． 
 

 
図 1 仙台市と 18 市平均の借り上げ仮設利用率の推移 

 
(2)合成コントロール法 
 本節では合成コントロール法を概説する．まず J + 1 の

サンプルサイズ考えたとき，J = 1 を介入のあったサンプ

ル，J = 2 ~ J+1 は介入のなかったサンプルとし，この J = 
2 ~ J+1 のサンプルを潜在的な比較対象であるドナープー

ルと呼ぶ．その上で，すべてのサンプルが，t=1,…..T 時

点で観測されたパネルデータと仮定する．また介入前の

期間を T0，介入後の期間を T1としたとき，T0 + T1 = T が

成り立つ．これを本研究の枠組みに敷衍して考えると，

J=1 が仙台市であり，J=2~18 までがドナープールとなる．

仮設利用データが公開されている 2012 年 8 月から仙台市

で災害ケースマネジメント(生活再建推進プログラム)が
始まった 2014 年 3 月の期間 t =1~19 が T0, その後の t = 
20~101 が T1 となる． 
 合成コントロール法では，介入の効果を検討できるよ

うな，仮想の対照群(合成コントロール)をドナープール

のサンプルの加重平均から作り出すことが重要な部分と

なる．この加重平均のためのウェイトを，J × 1 のベクト

ルのウェイト W(w2, …., wj + 1)として定義する．ただし 0 
≦Wj ≦ 1, かつ w2 + ….wj+1= 1．このウェイト W を介入群

の介入前期間の特徴に近づくように決定する． 
 X1 を介入前の特徴を示したベクトル(k × 1)とすると，

ドナープールの同じ変数の値の行列を X0(k × j)とする．X0

には，介入前の期間のアウトカムの値も含まれる．介入

群と合成コントロールの介入前期間の特徴の差は X1 -X0W 
で示される．特徴を示す変数が m 個(m=1,….., k)あるとき，

以下の最小化するの W*を選ぶ． 
  

� 𝑣𝑣𝑚𝑚

𝑘𝑘

𝑚𝑚=1

(𝑋𝑋1𝑚𝑚 −  𝑋𝑋0𝑚𝑚𝑊𝑊)2 

  
 このとき vm は X1 と X0W の差を評価する際の変数の相

対的な重要性を示している．本研究で分析に用いた R の

Synth パッケージでは，ウェイト vm は，介入前期間の

Mean Squared Prediction Error(MSPE)を最小化するように

計算される．分析には R の Synth パッケージおよび，

SCtool パッケージを用いた. 

 
４．結果 
 表1には，合成仙台市のための各市町村のウェイトWと

各変数のウェイトVを示している．ウェイトが.001以上の

市町村を確認すると，それぞれ石巻市が .666，塩竃市

が.333，多賀城市が.001であった．このウェイトを用いて

合成仙台市を作成した． 
 

表1 合成仙台市作成のためのウェイト(W) 

 
  
 表2には，実際の仙台市と合成仙台市の共変量の分布を

示している．変数は最右列の変数ウェイトVの降順で表

示している．ウェイトVは合成コントロールを構築する

上での変数の相対的な重要性を示しているため，ウェイ

トが大きい変数で共変量の値が近づいていれば合成コン

トロールが適切であるといえる．表2を確認すると，.001
以上のウェイトの共変量はすべて，18市平均に比べて，

合成仙台市の値の方が，実施の仙台市の値に近づいてい

ることがわかる． 

市町村名 ウェイト(W ) 市町村名 ウェイト(W )
石巻市 0.666 東松島市 0
塩竃市 0.333 大 崎市 0

気仙沼市 0 大河原町 0
白石市 0 柴田町 0
名取市 0 亘理町 0
角田市 0 松島町 0

多賀城市 0.001 利府町 0
岩沼市 0 富谷町 0
登米市 0 美里町 0

(1) 
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 このウェイトWをもとにした合成仙台市と実際の仙台

市との仮設住宅入居率の差を分析した．図2は横軸に時間

を示し，縦軸に仮設住宅利用率を示している．実際の仙

台市を実線で示し，合成仙台市は点線で示している．そ

して2014年3月の災害ケースマネジメント(生活再建推進

プログラム)が開始した時点に基準線を引いている．介入

前から介入後1年にかけては，仙台市と合成仙台市の仮設

住宅利用率は似たような推移を見せている．しかし2015
年3月あたりから，合成仙台市に比べて，実際の仙台市で

仮設住宅利用率が大幅に下がっていることが読み取れる．

この差分が，仮設住宅利用率に対する災害ケースマネジ

メントの効果である． 
 図3は，合成コントロールのプラシーボテストの結果を

示している．プラシーボテストでは，合成仙台市を構成

したのと同じ手順で，18市すべてに対して合成コントロ

ールを作成し，その合成コントロールと実際の18市ごと

のプラシーボ(偽の)効果を示している．黒線は仙台市と

合成仙台市の差分を示し，灰色の線は18市ごとの合成コ

ントロールと実際の推移の差分を示している．災害ケー

スマネジメントが行われていない18市のプラシーボ効果

の分布と，仙台市のケースマネジメントの効果を比べて，

仙台市の方が効果が大きければ，その効果は偶発的なも

のではないと考えられる．図3に示されているように，プ

レシーボの分布と比べて，仙台市の効果は明らかに大き

いことが確認できる．これによって図2で示された災害ケ

ースマネジメントがすまいの再建への影響は、時間的な

図2 合成コントロールと仙台市の仮設住宅利用率の推移 

 

変数 仙台市 合成仙台市 18市平均 ウェイトV
仮設利用率(2013年3月1日) .934 .922 .884 .401
人口密度 1334.9 1248.851 772.672 .269
仮設利用率(2013年2月28日) .786 .750 .668 .200
世帯平均人数 2.296 2.6 2.801 .111
単身世帯率 .406 .241 .208 .018
女親と子供世帯割合(シングルマザー率) .071 .094 .083 0
持ち家率 .489 .710 .736 0
直接死(2013.3.31時点)/被災前人口 .001 .014 .005 0
全壊(2013.3.31時点)/被災前世帯数 .066 .254 .089 0
65歳以上人口割合 18.579 27.343 23.943 0
75歳以上人口割合 8.727 13.777 12.304 0
単身高齢率 .066 .095 .070 0
高齢夫婦率 .077 .112 .095 0
*時期の表記がないものはすべて2010年国勢調査が出典

表 2 共変量の比較と変数ウェイト(V) 
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トレンドや偶然によるものではないことが確認できた． 
 

 
図3 プラセボテストの結果 

 
５．考察 
 本稿では，仙台市の災害ケースマネジメントが，すま

いの再建に与えた影響を分析した．分析の結果，ケース

マネジメント実施から，1年後から仮設住宅利用率が低く

なり，すまいの再建が進んでいくことが確認された．で

はなぜこの1年のラグがあったのだろうか．この結果には

2つの解釈が可能である．1つ目の解釈は，そもそも災害

ケースマネジメントには，その効果が確認できるまでに1
年程度のラグが存在する可能性である．特に今回アウト

カム変数として設定したすまいの再建は，たとえ方針が

決まってもすぐには実施できず，転居のための準備期間

が必要となる．そのためプログラム開始から，実際の効

果が表れるまで1年後程度の時間を要するという解釈であ

る． 
 もう1つの有力な解釈は，仙台市の災害ケースマネジメ

ントが2段階あることに起因するとの解釈である．仙台市

は2014年3月に，被災世帯の4類型のアセスメントに基づ

く生活再建推進プログラムを策定し，2015年3月からは生

活再建加㏿プログラムとして災害ケースマネジメントを

進めてきた(仙台市 2017) 7)．紙面の都合上内容は詳述で

きないが，生活再建推進プログラムの支援内容に加えて

様々な被災者・世帯支援を追加で行っている．この生活

再建加㏿プログラムによって，すまいの再建が大きく進

んだ可能性も考えられる． 
 最後に本研究の課題としては 2つの点を挙げる．1つ目

は，多賀城市がコントロールとして，適切ではない可能

性である．多賀城市では，仙台市でケースマネジメント

を実施していたパーソナルサポートセンター(PSC)が，特

に支援を必要としている仮設住宅入居世帯に対して生活

困窮者自立支援事業として生活再建支援を行っていた．

ウェイトは大きくないものの，厳密には統制群としては

適切とは言えない可能性がある．ただし，このことによ

る推定結果のバイアスは，災害ケースマネジメントの効

果が過小に推定している可能性を示すものであり，本稿

の結論への影響は少ないと考えられる．2 つ目は，復興

公営住宅の完成タイミングを考慮していない点である．

復興公営住宅への入居が可能になる時期は，災害ごと，

自治体ごとに大きくことなることから(Murao 2020)8)，復

興公営住宅の入居開始タイミングが，合成コントロール

に含まれる市町村で，仙台市と大きく異なっていないか

を確認することが必要だと考えられる． 
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災害時における市町村議会議員の活動実態と役割意識に関する考察 
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   This paper reports the results of a questionnaire survey conducted on local councilors of the affected local 
governments during the Northern Osaka Earthquake in order to clarify the actual activities and role consciousness of 
the members of the municipal assembly during a disaster. From the results of the questionnaire, there were doubts about 
1) many members who shared information, supported residents, and asked general questions during the Northern Osaka 
Earthquake, and 2) how to deal with problematic citizens and give consideration to the administration. It was clarified 
that 3) awareness of the role in the event of a disaster has the highest role of reflecting the issues in the event of a 
disaster in the policy. 
 

Keywords : municipal council menbers，role awarenessin the event of a disaster，actual activity during a disaster ,BCP 
 
１．はじめに 
(1) 研究の背景と目的 
東日本大震災では，市町村議会議員（以下，「議員」

という．）自身も被災し，議会機能自体を果たすことが

難しかった事例がみられる．たとえば，東松島市議会は，

震災当時に災害対応マニュアルがなく，各議員の安否確

認ができなかったことを震災後に問題視している1)．ま

た，仙台市議会では，停電により連絡のとれない議員の

家を訪問し，震災後の活動予定を伝えて回ったことが記

録されている2)．これらの事例のように，大規模な災害

になるほど，補正予算などで市町村議会（以下，「議会」

という．）の議決が必要となることが多いとされる3)な

かで，議会活動の前提となる安否・所在確認に時間がか

かった議会が特に多かったと考えられる． 
近年では，災害時における議会機能の維持を目的とし

たBCP（以下,「議会BCP」という．）を作成する議会が
増えつつある．2014年に，初めて議会BCPを策定した大
津市議会は，議員の安否確認方法や議会事務局の体制な

ど議会内部の危機管理だけでなく，市との協力体制や災

害情報の収集・共有・発信方法といった内容を規定して

おり4)，地域社会に対する議会・議員の役割という側面

も有しているものと考えられる(1)．また，地区組織を置

くなど議員の行動についてルール化した議会も見受けら

れる6),7)． 
過去の災害では，阪神淡路大震災時に，避難所を回っ

た議員や物資の配分・応急トイレなどの建設に従事した

議員がおり，住民アンケートでも「食料や衣類，薬を持

ってきてくれた」「いろいろな情報を提供してくれた」

という声があったことが報道されている8)．また，東日

本大震災でも避難所を回ったり，相談の電話対応を続け

たりした議員がいたことが報じられている9)． 
しかし，議会BCPの策定が普及しつつあるなかで，上

述したような過去の災害における議員の活動実態や果た

した役割，課題は十分に共有されていないと考える． 
たとえば，先述の仙台市議会や郡山市議会などは，東

日本大震災における議会の活動を独自に記録しているが，

これらの報告書は，議会単位の活動が記録されているに

とどまっており，災害時に各議員がとった活動，直面し

た課題など議員個人の記録はなされていない2),10)． 
以上のことから，災害時における議会・議員の役割が

検討され始めているなか，災害時においてそれぞれの議

員がどのように活動したのかを把握し，災害時における

議員の役割や課題を明確化しておく必要がある．加えて

議員は，平時から議会の構成員・一議員・一市民あるい

は地域の一員としての立場を使い分け，過ごしていると

考えられる(2)．災害時においても，議員は複数の立場が

重なっているなかで，それぞれの判断による活動をおこ

なう部分が大きいと推察する．そのため，災害時におけ

る議員の役割を考察していくうえで，議員がどのような

役割意識をもつのか把握しておくことは，今後の災害に

議会・議員がどう対応するべきか検討するうえで意義が

あると考える．本研究は，上記のような問題意識から，

災害時における議員の活動実態および役割意識を明らか

にすることを目的とする． 
(2) 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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鍵屋（2016）は，防災がテーマの議員研修における集
合知をもとに，議員の役割として，①事前にルールを取

り決める，②議員も情報収集・共有・発信を担うこと，

③被災地・被災者支援，の 3 点が中心となると指摘して
いる．また，林（2020）も，東日本大震災とその後の台
風における岩手県久慈市議会の報告書を事例として，東

日本大震災時に行動指針がなく，議員の安否確認ができ

なかった問題に触れ，議会および議員の行動指針を策定

する必要性を指摘している．議会および議員のルールに

ついて，紅谷（2020）は，アドバイザーとして関わった
芦屋市議会における議会 BCPの策定プロセスと特徴を報
告している． 
このように，既往研究を概観すると，災害時における

議会・議員の研究や実践がなされはじめており，安否確

認方法などの議会組織自体の危機管理は整備されつつあ

ると考えられる．しかしながら，議会は，議員が集合し

「議論して意思決定する」対象がなければ，議会として

の機能を発揮しえない．そのため，災害時の初動は一議

員や地域の一員として動くことになり，属人性が高いと

考えられる．また，初動期に個別議員が要求などを行う

ことで，行政職員の災害対応における障壁となりうると

考える．そうした点からも，これまで明示的でなかった

災害時における議員の活動実態や役割意識を明らかにす

ることは，今後の災害時における議会・議員の行動を検

討する際に必要である． 
 
２．アンケート調査の概要 
(1) 調査の方法 

災害時における議員の活動実態と役割意識を明らかに

するために，大阪北部地震の被害が大きかった北摂地域

で，災害救助法が適用された 7 自治体の議員を対象に
「自治体議員の大阪北部地震における経験・災害時の役

割意識に関する調査」としてアンケート調査を実施した．

調査期間は 2020年 11月 18日（水）から 2020年 12月 14
日（月）にかけて，188 部をメール又は郵送により実施
した．なお，配布と回収は，各自治体の議会事務局に協

力を依頼し，7 自治体とも議会事務局を通して配布をお
こなうことができた．また，各議員から郵送およびメー

ル，議会事務局を通じて回収をおこなった．その結果，

アンケートは 82部回収され，回収率は 44％となった．設
問内容は，杉山ら（2020）が被災経験のある議員へ行っ
たヒアリング調査で明らかになった活動実態を参考に作

成した． 
(2) 議員の被災経験 

議員として大阪北部地震を経験した回答者は，82 名中
68 名であった．大阪北部地震に関する質問項目は，被災
経験のある 68 名のみが回答するかたちとし，残り 14 名
は，大阪北部地震後に議員となったため，4 章で述べる
役割意識に関する設問等を回答してもらった． 
図 1 は，議員自身と選挙区の被災状況を確認したもの

である．議員自身の被災状況は，「少し被害があった」

が 32 名（47.1％）と最も多く，次に「あまり被害はなか
った」が 25 名（36.8％）と多かった．この結果から議員
自身の被害は少なかったことが確認できた． 
 その一方で，選挙区の被災状況については，「大きな

被害があった」は 32 名（48.5％），「少し被害があった」
は 33 名中（50.0％）であり，9 割以上の議員の選挙区で
少なからず被害があったと考えられる． 

 
図 1:議員自身と選挙区の被災状況 

 
３．大阪北部地震における活動実態  
(1) 活動実態の有無 
大阪北部地震時における活動実態の有無について，図

2に結果を示す．  
その結果，「被害情報の収集」「地域にこだわらない

支援」「住民相談」は，8 割以上の議員がおこなってい
た．また「災害情報の発信」「被災者の救援や支援」

「調整役」は，7 割以上の議員がおこなっていたことが
わかった． 
「避難所運営への参加」は，参加した議員は 11 名

（16.4％）と少数だった．これは自治体の被害規模によ
って避難所自体が開設されていなかった地域もあるため，

参加していない議員が多くなったと考えられる．また，

避難所運営に参加した議員 11名に参加頻度を聞いた質問
では，週 1 日程度から週 7 日と回答した議員までおり，
議員によって参加頻度は大きく異なることがわかった．

「災害ボランティアへの参加」は，参加した議員は 9 名
（13.4％）で，参加していない議員が 58 名（86.6％）と
大半であった． 
 

 
図 2：大阪北部地震時の活動実態 

 
(2) 最も力を入れた活動 

図 2 で示している 8 つの活動で，最も力を入れた活動
を選んでもらい，その活動に関するエピソードの自由記

述を合わせて回答してもらった．その結果，被災経験が

あった 68名中，50名から回答があった． 
「被災者の救援・支援」が 10名と最も多く，次に「調

整役」と「それ以外の活動」が 9名と多かった（図 3）．
しかし，そのほかの項目を選んだ議員も各項目に 2～7名
おり，どういった活動に力を入れたかは，議員の判断に

よって異なることがわかった． 
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図 3：最も力を入れた活動 

  
(3)一般質問の実施有無 

 大阪北部地震後の議会で，大阪北部地震に関する一般

質問を実施したかどうかを尋ねた．その結果，68名中 55
名が行ったと回答した．この結果から，各議員が，災害

時に把握した課題等をその後の政策に反映させようとす

る行動は共通点として挙げられる．また，一般質問では

なく常任委員会等において質疑を実施したという回答が

複数あり、議会を通した活動も確認することができた． 
(4) 議員としておこなった活動に対する迷い 

大阪北部地震時に議員としておこなった活動に対し迷

ったことを尋ねた自由記述では，被災経験があった 68名
中，33 名から何かしらの回答があった．それらを分類す
ると，問題を抱えるなどした市民への対応や，行政への

対応や配慮，地域活動と議員活動の両立などの内容が主

にあった．それらの自由記述の内容について，以下で述

べる．  
問題を抱えている市民への対応に関する自由記述では，

以下の語りのように，市の支援制度などにつなげようと

するまでの間に，困難が多かったことが考えられる． 
 

・子どもの通学路途上にあるコンクリートブロック

塀除去に対し，市の補助制度への誘導に努めたが，

私権でもあり，困難を感じた． 
 ・アパートが壊れ，立ち退きを求められている人に

代替住宅が見つからず，行政や不動産会社との交渉

が長期化した． 
 ・被災者が限定されていたので相談のあった方すべ

てに対応ができたが，多数になれば個別対応は難し

くなるだろうとの思いがあり，どの程度まで対応す

べきかについて迷いがあった． 
 
行政への対応では，以下の自由記述のように，市民か

らの要望や把握した地域の情報を行政の邪魔にならない

ように，どのように伝えるか迷いがあったことがわかっ

た．また，この結果からも，議会 BCP等で整備されつつ
ある情報共有を議会で一元化することは重要といえる． 
 

・迅速な対応や回答を期待し，連絡や相談をしてく

ださる市民の立場と，目の前の災害対応に従事して

おられる危機管理部局や消防局の職員の忙殺状況を

考慮したうえで，適時適切な問い合わせや整理を行

うことに難しさを感じました． 
・把握した各地の現状を対策本部に個別に知らせる

か否か迷い，結局情報提供を控えるという判断をし

た．提供すべきであったと少し後悔している．理由

は，職員は出勤できず，実は発災時は手薄だったこ

とが後にわかったから． 
・特にブルーシートをかける作業が多くのボランテ

ィアセンターを通してとなると住民からの要望に添

えないことなど，議員として行政にどこまで言える

かについて． 
 
地域活動をおこなううえでの迷いでは，自治会長など

地域活動にも深く関わっており，議員としての活動との

両立で迷いがあったことがわかった． 
 
  ・自治会会長も担っているが，自治会の地域以外で

の支援活動か，自治会内での支援活動のどちらを重

要視するか． 

 
４．災害時における役割意識 
 表 1 は，災害時の役割意識について尋ねた設問の結果
である．「政策反映」は 9 割以上がそう思うと回答して
いた．また，「情報収集」「情報発信」「住民支援」は，

7 割がそう思うと回答していた．「調整役」「地域支援」
「安全確保」「議会優先」「議員連携」は，5 割程度が
そう思うと回答していた．「災害ボランティアへの参加」

は，11.4％と最も少なかった． 
 

表 1：災害時における役割意識の傾向 

 
 
５．おわりに 
(1) 本研究で得られた知見 

 本調査から得られた知見は，以下のとおりである． 
・災害時の活動実態について，「被害情報の収集」「地

域にこだわらない支援」「住民相談」「災害情報の発信」

「被災者の支援や救援」「調整役」は，7 割以上の議員

がおこなっていた．「避難所運営への参加」「災害ボラ

ンティアへの参加」を行う議員は少数であった．これら

の結果から，災害時には，地域の一員や一市民として活

動するより，議員として，行政や住民との情報共有，被

災地域・住民の支援を行う議員が多いと考えられる． 

・また，災害時の活動実態のうち，最も力を入れた活動

を尋ねたところ，「被災者の支援や救援」「調整役」な

どが多く，被災した地域のなかで支援を行う議員が多い

結果となった．しかしながら，そのほかの活動を選んだ

議員も多く，どういった活動を重点的に行うかは，議員

7

3

10

6

2

2

2

9

9

0 2 4 6 8 10 12

被害情報の収集

災害情報の発信

被災者の救援や支援

地域にこだわらない支援

避難所運営への参加

災害ボランティアへの参加

住民相談

調整役

それ以外の活動

そう思う
ややそう
思う

あまりそう
思わない

そう思わ
ない

地域支援
自主防災組織などに参加し、地域のなかで
支援する役割があると思いますか。

53.1% 35.8% 7.4% 3.7%

調整役
地域の調整役を担う必要があると思います
か。

48.8% 40.2% 4.9% 6.1%

議会優先
議会として予算などの議決をすることに最
大の力を使うべきと思いますか。

57.0% 29.1% 12.7% 1.3%

安全確保
議会や議員として活動するまで、自身の安
全確保に努めるべきと思いますか。

48.7% 34.6% 14.1% 2.6%

情報発信
災害時の情報を、積極的に市民に伝えるべ
きと思いますか。

70.5% 20.5% 6.4% 2.6%

政策反映
災害時の対応や支援制度などの課題をその
後の自治体政策に反映させるべきと思いま
すか。

96.3% 3.7% 0.0% 0.0%

災害ボラ
ンティア

被害が大きい地域で災害ボランティアに従
事したほうがよいと思いますか。

11.4% 41.8% 43.0% 3.8%

住民支援
被災住民のニーズや困りごとを聞き取るな
ど住民の支援に関わる必要があると思いま
すか。

72.8% 23.5% 2.5% 1.2%

議員連携
議員同士で連携して災害対応を行う必要が
あると思いますか。

56.8% 28.4% 11.1% 3.7%

情報収集
地域の被害情報を収集する必要があると思
いますか。

71.3% 23.8% 3.8% 1.3%

質問項目 質問文

選択肢
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の判断によって異なり属人性が高いと考えられる． 
・一般質問の有無では，多くの議員が大阪北部地震後の

議会で，一般質問を行っていたことが把握できた． 
・災害時に、議員として行った活動に対する迷いでは，

市民への対応および行政への対応，地域活動と議員活動

の両立などが主にあった．この結果は，議員が日頃から

行っていると思われる市民の問題やニーズの聞き取り，

行政への橋渡しなどの役割を，災害時にどのように担う

か迷いがあったためと考えられる． 

・災害時における議員の役割意識を尋ねた設問では，政

策に反映させる役割が最も多い結果となった．平時の役

割である様々な課題を自治体政策に反映させようとする

役割を，災害時も担おうとする意識が高いと考えられる． 
(2) 政策的含意 
本研究の結果から，議会としての機能が発揮されない

災害時の初動は，議員によって重点を置く活動が異なり，

属人性が高いことが確認できた．このことから，議員が

直接要望を行うなどにより，行政職員や災害対策本部が

混乱することを防ぐために，議会 BCPで議員が避けるべ
き行動を整理しておくことは有用である．しかし，初動

期における議員がとるべき行動は，普段からの地域との

関わり方などで違いがあり，行政職員のように標準化で

きない面がある．そのため，議会の行動指針を前提とし

つつ，議員間のワークショップやアクションカードの作

成などを通して，事前に各議員が初動期にとりたい行動

を想定し、議会として共有しておくことにより，災害時

の地域社会に寄与できる活動として属人性を発揮できる

仕組みを整える必要がある． 
また，初動は属人性が高い一方，2018 年 6 月の大阪北

部地震では，災害対応が比較的落ち着いたと思われる 9
月の議会開会中に，一般質問や委員会質疑等で政策に反

映させようとする行動が共通してみられた．そして，災

害時の役割意識では，政策に反映させる役割が最も高い

結果となった．鍵屋（2016）が災害後の議会の役割とし
て，特別委員会を設置して政策提案をすることと指摘し

ている点からも，初動期に個々の議員が認識した課題等

を，議会として集約して議論し自治体政策に反映させる

体制を構築する必要があると考えられる． 
(3) 今後の課題 
 災害時における議員の活動や役割は，災害の種類や規

模，議会活動との関係によって，時系列的に変化すると

考えられる．そのため，大阪北部地震以外の事例からも，

議員の役割について考察を行う必要がある．また，実際

に議会 BCPを策定・発動した事例から，議員の活動を考
察することも今後の課題である． 
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補注 
(1) 大津市議会 BCPの策定に関わった新川（2018）は，「現在の
災害対策基本法はすでに触れたように長に権限を集中して緊

急事態に対応することとしている．そのことは前提としなが

らも，想定外の災害を見通しつつ，議会として住民と地域社

会のために，災害の予防，救援，復旧，復興を促進する議会

の関与や協力体制の確立を検討しなければならない．その検

討に当たって基本的には，議会における自然災害をはじめと

する災害への危機管理体制の整備を考えることになるが，そ

の方向は議会組織それ自体の危機管理と地域社会の危機管理

という二つの側面を持ったものとならなければならない．」

と指摘していることからも，議会BCPの策定段階から議会内
部と地域社会の両側面から検討されていたと推察する． 

(2) 田中（2012）は，参加型まちづくりに参加する市議会議員が
「議員の立場」と「市民の立場」を使い分け，行政が設置す

る協議会などの参加型まちづくりの現場に関わり，その現場

の経験を活かして議会に役立てる等の役割があることを明ら

かにしている． 
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 めにࡌࡣ．１
 近年，1995 年㜰⚄・ῐ㊰大震災，2000 年東ᾏ㇦㞵，

2011年東日本大震災，2014年ᚚᕌᒣᄇⅆ，2015年関東・

東໭㇦㞵，2016 年熊本地震，2019 年東日本台㢼など，⏒

大な被害を与える地震，㢼Ỉ害，ᄇⅆなどの自然災害が

後を⤯たない．また，2020 年 4 月には᪂型コロナウィル

スによる⥭急事ែᐉ言が発௧され，ᡃ々は今まで経験の

ない状況に⨨かれている．災害は」㞧化し，それに対応

するための防災▱識のアップデートが，自治体だけでな

く，個人，ᐙᗞ，地域などでもồめられている．一方で，

㜰⚄・ῐ㊰大震災以降，様々な防災ᩍ⫱が開発・推進さ

れ，例えば，DIG（Disaster Imagination Game），HUG
（Hinanzyo Unei Game），災害対応カードࢤームᩍᮦク

ロスロードなどが活用されている．➹者も地域の自然災

害リスクの学びを῝める防災ᩍ⫱プログラム「my ῶ災マ

ップ」１）を開発・実㊶している．これからも研究者や௻

業などが社会のニーズに対応し，ICT などの᪂しい手法

を取り入れた防災ᩍ⫱を展開していくことになるだろう．

しかし，様々な防災ᩍ⫱が展開され，効果も立証されつ

つあるが，その全ㇺについての研究は見当たらず，ᢕᥱ

できていない． 
 本研究は，最終的には効果的な防災ᩍ⫱に必要な要⣲

を明らかにすることを目ᶆとしている．そのための準備

として本㡯では，㜰⚄・ῐ㊰大震災以降の防災ᩍ⫱に関

する文⊩を཰集・分析し，研究ື向の分析と体系的整理

を試みた． 
 
２．文献཰㞟 
（1㸧㜵災ᩍ⫱のᐃ⩏ 

 防災ᩍ⫱に関する文⊩を཰集するにあたり，防災ᩍ⫱

の定義を定める必要がある．内㛶ᗓは，「防災ᩍ⫱は，

究ᴟ的には࿨をᏲることを学ぶことであるが，そのため

には，災害発生の理ᒅを▱ること，社会と地域の実ែを

▱ること，備え方を学ぶこと，災害発生時の対ฎの௙方

を学ぶこと，そして，それを実㊶に移すことが必要とな

る．」2）としている．文部科学┬は，防災ᩍ⫱を「「生

きる力」をᾰ㣴し，能ື的に防災に対応することのでき

る人ᮦを⫱成するために行われるものである．」3)とし

ている．また，ᒣ下，ᯘらは，「防災ᩍ⫱の果たすべき

ᙺ割は，状況に応じた的確な行ືのඖになる▱識を市Ẹ

にᣢたせること．」4)としている．さらにᩍ⫱の定義に

ついては，木村，小⋢らは，ᩍ⫱は，「時代的条௳にᣊ

᮰されながら社会を生きるための力量の形成を目的とす

る人間形成である」5)としている． 
 以上から本研究では「防災ᩍ⫱」を，①災害の事前・

事後を含めて学ᰯや地域，行政ᶵ関などのあらࡺる対象

や場ᡤで取り組まれるものであること，②災害から࿨を

Ᏺり，災害による被害をῶらすための▱識を学び，実㊶

できる人ᮦを⫱成するプロセスであること，と定義した．

（2㸧文献཰㞟の᮲௳ 

 防災ᩍ⫱に関する文⊩を཰集するにあたり，表１に示

す検⣴条௳を定めた．検⣴࢟ー࣡ードは，「防災ᩍ⫱」

の௚に，「ᩍ⫱」に⨨き᥮わる「学び」「学⩦」，「ᩍ

⫱」の手法に関する「カ⦎」「₇⩦」「ࢤーム」，「防

災」に⨨き᥮わる「ῶ災」，「防災ᩍ⫱」に関連する

などの「リスク」「ザードマップࣁ」 16 の࢟ー࣡ードを

設定した．検⣴の対象期間は，㜰⚄・ῐ㊰大震災が起き

た 1995 年から┤近の 2020 年までとした．発行ඖは，防

災に関する研究活ືを⥅⥆的に行っている㸳学会が発行

する学術論文集を対象とした．文⊩の検⣴・཰集は，検
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⣴サイトや各学会アーカイブなどを活用した． 
（3㸧文献཰㞟の結果 
 表１に示した検⣴条௳で防災ᩍ⫱に関連する文⊩を཰

集し，全文⊩の内容を⢭査した．その結果，防災ᩍ⫱に

関連する文⊩は 199 ⦅であった．学会ごとの内ヂは，

「地域安全学会」55 ⦅，「日本災害情報学会」18 ⦅，

「日本地震工学会」8 ⦅，「ᅵ木学会」98 ⦅，「日本建

築学会」20 ⦅であった． 
 199 ⦅の文⊩の概要は，防災ᩍ⫱事例に関する文⊩は

112 ⦅，防災ᩍ⫱の方法論や評価手法に関する文⊩は 54
⦅，震災後のඣ❺の意識変化調査などのその௚に関する

文⊩は 43 ⦅であった．また，防災ᩍ⫱事例に関する 112
⦅の文⊩から，防災ᩍ⫱事例は 108 事例ᢳ出された．以

降の分析ではᢳ出された 108 事例を対象とした． 
 

表１ ᳨⣴᮲௳ 
検⣴࢟ー࣡ード࠙⿵㊊࢟ー࣡ードࠚ 

 1.防災ᩍ⫱ 
2.ᩍ⫱，3.学び，4.学⩦，5.カ⦎，6.₇⩦，7.ࢤーム， 
8.体験，9.࣡ークショップ，10.ᤵ業，11.プログラム， 
12.トレーニング ࠙防災 OR 災害 OR ῶ災ࠚ 
13.ῶ災，14.ࣁザードマップ，15.リスク࠙ᩍ⫱ OR 学⩦ࠚ 
16.学ᰯ࠙（防災 OR 災害 OR ῶ災）AND（ᩍ⫱ OR 学⩦）ࠚ 

対象期間：1995年ࠥ2020年 

発行ඖ「論文集ྡ」（設立年） 

 ・ 地域安全学会「地域安全学会論文集」（1986 年） 
・ 日本災害情報学会「災害情報」（1999 年） 
・ 日本地震工学会「日本地震工学会論文集」（2001 年） 
・ ᅵ木学会「ᅵ木学会地震工学論文集」「ᅵ木学会論文集」

（1914 年） 
・ 日本建築学会「日本建築学会論文集（構㐀系，計⏬系，⎔

ቃ系）」「日本建築学会技術報告集」（1886 年） 
検⣴・཰集方法 

 ・ 論文検⣴サイト CiNii Articles（国立情報学研究ᡤ）
https://ci.nii.ac.jp 

・ 㟁Ꮚジࣕーナルプラットフ࢛ーム J-STAGE（国立研究開発
法人科学技術振興ᶵ構） 
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja 

・ 国立国会図書㤋 」෗サービス 
・ 各学会のアーカイブサイト 

ͤ2020 年 11月 30 日時点での検⣴情報に基づく 

 

３．分析結果 
（1㸧分析のどⅬ 
 表㸰に分析のど点を示す．分析のど点は，防災ᩍ⫱の

定義に基づく，以下の㸴つのど点とした．まず，ඛ述し

た防災ᩍ⫱の定義では，防災ᩍ⫱は，あらࡺる対象や場

ᡤで取り組まれるものであることとしている．よって，

地震，㢼Ỉ害などの「災害✀類」，防災ᩍ⫱をཷけるඣ

❺や住Ẹなどの「対象」，防災ᩍ⫱を行う学ᰯや地域な

どの「フィールド」，防災ᩍ⫱が想定している時間軸の

「フェーズ」，実ືカ⦎や࣡ークショップ方式などの防

災ᩍ⫱の「手法」を分析のど点とした．さらに，災害✀

類や対象などが異なれば防災ᩍ⫱事例の目的も異なるた

め，防災ᩍ⫱の「目的」も分析のど点とした． 
（2㸧分析の方法 
 「災害✀類」，「対象」，「フィールド」，「フェー

ズ」，「手法」は，単純集計，クロス集計により分析を

行った．また，防災ᩍ⫱の目的は，▱識の取得を≺いと

した事例，体験することを重どした事例など様々である．

よって，「目的」は，KJ 法と計量テ࢟スト分析により行

った．なお，KJ 法では，共ⴭ者ཬび研究༠力者と共に，

防災ᩍ⫱事例の目的を類似したグループにまとめ，それ

ぞれのグループに見出しをつけた．その結果「目的」は，

「イメージ㔊成」「災害ᩍカ」「人ᮦ⫱成」などの見出

しが௜けられた 16 のグループに分類された． 
ḟに，108 事例ごとに防災ᩍ⫱事例の 16 の目的を確認

したところ，必ずしも１つの事例に１つの目的が対応し

ているとは限らず，１つの事例に」数の目的が含まれる

事例もあった．よって，108 事例における 16 の目的の組

み合わせの分類を計量テ࢟スト分析で行った．計量テ࢟

スト分析では，108 事例の目的の組み合わせで出現した

165 単語を対象に，KHCoder を౑用し，jaccard 係数によ

り共起ネット࣡ーク分析を行った． 
 

表２ 分析のどⅬ 
どⅬ ศ㢮 

１災害✀類 地震，㢼Ỉ害，津Ἴ，その௚，特定しない 

㸰対象 
ඣ❺，住Ẹ，行政職員・専門職，その௚，特
定しない 

3 フィールド 
学ᰯ，地域・㑊難ᡤ，ᐙᗞ，その௚，特定し
ない 

4 フェーズ 発災前，災害┤後，事後，特定しない 

㸳手法 
実ືカ⦎，࣡ークショップ，ᤵ業，体験，
ICT 活用，その௚ 

㸴目的 

KJ 法により，以下の 16グループに分類 
1.イメージ㔊成，2.ᨃ似体験，3.リスク認
▱，4.㑊難行ື，5.防災行ື，6.安全な地
域，7.災害ᩍカ，8.୺体的な取り組み，9.ᐙ
ᗞ防災，10.人ᮦ⫱成，11.対応力向上，12.
▱識取得，13.防災意識，14.コミュニティ，
15.ᩍ⫱効果，16.生きる力 

 
（3㸧分析の結果 
a) ᖺ௦ู 

 防災ᩍ⫱事例の災害✀類別の結果は「地震」48 事例，

「㢼Ỉ害」15事例，「津Ἴ」22事例，「その௚」12事例，

災害の✀類を「特定しない」27 事例であった．図１に年

代と災害✀類別のクロス集計結果を示す．全体では，

2012 年㡭からቑ加しており，災害✀類で見ると，「地

震」，「津Ἴ」に関する防災ᩍ⫱事例が多い．よって，

東日本大震災，熊本地震など被害が⏒大であった災害の

ᩍカを反ᫎした防災ᩍ⫱が実㊶されていることが推察さ

れた． 

 
図１ ᖺ௦と災害✀㢮ูのࢡロス㞟ィ 

 

b) ᑐ㇟ཬ࢕ࣇࡧールูࢻ 

 防災ᩍ⫱事例の対象別の結果は「ඣ❺」36 事例，「住

Ẹ」35 事例，「行政職員・専門職」27 事例，「その௚」

15 事例，対象を「特定しない」19 事例であった．フィー

ルド別の結果は「学ᰯ」29 事例，「地域・㑊難ᡤ」39 事

例，「ᐙᗞ」13 事例，「その௚」25 事例，フィールドを

「特定しない」22 事例であった． 
 表３には，防災ᩍ⫱の対象ཬびフィールドと災害✀類

別のクロス集計結果を示す．対象別では，「ඣ❺」と

「住Ẹ」では，「地震」に関する事例がそれぞれ 22 事例

（55%），16 事例（44%）と大༙を༨めていた．「行

政・専門職員」は災害の✀類を「特定しない」が 16 事例

（59%）と多かった．フィールド別では，「学ᰯ」と

「地域・㑊難ᡤ」で「地震」に関する事例がそれぞれ 19
事例（53%），19 事例（42%）と多かった．ḟいで「津
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Ἴ」に関する事例が，9事例（25%），10事例（22%）で

あった．「ᐙᗞ」では「地震」に関する事例が 7 事例

（41%），ḟいで「津Ἴ」が 5 事例（29%）であった． 
 これらより，学ᰯや地域の防災ᩍ⫱では地震や津Ἴに

関する防災ᩍ⫱事例が多く，自治体職員，ᾘ防・་⒪関

係などの専門職では災害の✀類を特定しない防災ᩍ⫱事

例が多いことが示された．一方で，ᐙᗞ防災に関する防

災ᩍ⫱事例が少ないことがわかった． 
 
⾲䠏 㜵⅏ᩍ⫱䛾ᑐ㇟ཬ䜃䝣䜱䞊䝹䝗䛸⅏ᐖ✀㢮ู䛾䜽䝻䝇㞟ィ 

 
 
c) 䝣䜵䞊䝈ู 

 防災ᩍ⫱事例のフェーズ別の結果は「発災前」18 事例，

「災害┤後」81 事例，「事後」30 事例，フェーズを「特

定しない」21 事例であった．よって，地震のᦂれから㌟

体をᏲったり㑊難行ືなどの災害┤後に関する防災ᩍ⫱

が多く実㊶されていることがわかった． 
d) ᡭἲู 

 防災ᩍ⫱事例の手法別の結果は「実ືカ⦎」18 事例，

「࣡ークショップ」51 事例，「ᤵ業」29 事例，「体験」

19 事例，「ICT 活用」33 事例，「その௚」10 事例であっ

た．表㸲には，防災ᩍ⫱のフィールドと防災ᩍ⫱の手法

別のクロス集計結果を示す．「学ᰯ」では「ᤵ業」によ

る防災ᩍ⫱が 19 事例（43%），「地域・㑊難ᡤ」では

「࣡ークショップ」が 25事例（34%），「体験」が 16事
例（22%）であった．また，フィールドを「特定しない」

では「ICT 活用」が 15 事例（50%）と多かった． 
 これらより，特に地域住Ẹに対する防災ᩍ⫱では，地

図などを౑った図上₇⩦やカードࢤームなどで対ヰをᑛ

重した࣡ークショップや⾤Ṍきなどの体験が多くᑟ入さ

れており，その際には，VR，アプリ，SNS などの ICT 技

術も✚ᴟ的に活用されていることがわかった． 
 

⾲䠐 㜵⅏ᩍ⫱䛾䝣䜱䞊䝹䝗䛸ᡭἲ䛾䜽䝻䝇㞟ィ 

 
 

e) ┠ⓗู 

 表㸳には，KJ 法による防災ᩍ⫱の目的の分類結果と分

類時の࢟ー࣡ード例ཬび計量テ࢟スト分析による分類結

果とその特徴，代表的な防災ᩍ⫱事例を示す．図㸰には，

表㸳に示す目的の 16 グループの関連性を計量テ࢟スト分

析した結果を示す．なお，図୰の෇の大きさはグループ

の単語の出現回数を，線のኴさや㊥㞳はグループ同ኈの

関連性の強ᙅを示しており，線がኴく෇同ኈの㊥㞳が近

い࡯ど，それらの関係性は強いことを示している． 

 表㸳によると，防災ᩍ⫱事例の目的の KJ法による分類

では，「11.対応力向上」28 事例，「6.安全な地域」18 事

例，「1.イメージ㔊成」「4.㑊難行ື」「10.人ᮦ⫱成」

がそれぞれ 17 事例と多かった．また，図㸰の計量テ࢟ス

ト分析による目的の関連性は大きく㸳つに分類された．

なお，㸳つに分類されなかったグループについては，関

係性が比較的近い分類に௙分けした．ඛの表㸳の計量テ

スト分析による㸳つの分類を見ると，分類１が࢟ 80 事例，

分類㸰が 15 事例，分類３が 45 事例，分類㸲が 15 事例，

分類㸳が 10 事例であった．以降に，分類ごとの特徴を㋃

まえてྡ௜けた分類ྡとその特徴ཬび代表的な防災ᩍ⫱

事例を挙げた．なお，文୰で取り上げた事例はࠒ ࠑで

示した． 
 分類１「イメージ㔊成型」は，災害時の様相を想ീす

ることで具体的な行ືに⧅げることを≺いとしており，

例えば，ࠑクロスロードࠒがある．クロスロードは，カ

ードに示された災害に関する状況をイエスかࣀーで⟅え

るカードࢤームである．状況設定をあえて詳⣽にしない

ことで，読み手に様々なジレンマをឤじさせ，災害時の

イメージをᣢたせるものである．分類㸰「୺体性ᑛ重型」

は，災害時のᩍカや地図作りを㏻じて，災害を自分のこ

ととしてᤊえるものである．例えばࠑmy ῶ災マッププロ

グラムࠒは，自分のᐙや㏻う学ᰯがある地図に，༴㝤⟠

ᡤや㑊難ルートを考えて書き出してᣢࡕ帰れるࢶールで

ある．自分だけの地図を作る過程で，災害の学びに୺体

性をᣢたせる効果がある．分類３「災害対応力向上型」

は，実㊶的な対応力をᣢった人ᮦを⫱成することを≺い

とし，例えばࠑ災害ᗫᲠ≀ฎ理に係る対応図上₇⩦ࠒが

ある．この₇⩦は，具体的な災害想定にἢった状況௜与

をཷけ，対応をุ断し，༴ᶵ⟶理対応力を向上させてい

くのが特徴である．分類㸲「防災意識向上型」は，㑊難

ᡤ㐠営などの地域に特化した▱識を㌟に௜けることで，

防災意識を向上させることを意図しており，例にࠑ㑊難

ᡤ㐠営カ⦎システムࠒがある．このカ⦎は，ཧ加者が㑊

難ᡤの㐠営ࢳームとなり，図上で㑊難ᡤの㐠営の模ᨃ体

験をすることで，組⧊体制，ルール作りなどの理解を῝

めていく．分類㸳「学ᰯ防災ᩍ⫱型」は，思考や問いを

立てることを重どしており，例えばࠑ෗┿調べプロジェ

クトࠒは，過ཤの震災時の෗┿のエࣆソードを᥈す過程

を㏻じて，災害の実ែやᩍカを自ら見つけ出すᩍ⫱プロ

グラムである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ᅗ䠎 ィ㔞䝔䜻䝇䝖ศᯒ䛻䜘䜛㜵⅏ᩍ⫱஦౛䛾┠ⓗ䛾ศ㢮 

 
 表㸴には，計量テ࢟スト分析で㸳つに分類された防災

ᩍ⫱事例の目的と防災ᩍ⫱の手法別のクロス集計結果を

示す．「イメージ㔊成型」は，「ICT 活用」が 39 事例

（30%），「࣡ークショップ」が 28 事例（22%），「体

験」が 25 事例（20%）ᑟ入されていた． 
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表５ K J法にࡼる㜵災ᩍ⫱の┠ⓗの分㢮結果とィ量テ࢟スト分析にࡼる分㢮結果の≉ᚩと஦౛ 
KJ ἲ䛻䜘䜛ศ㢮 ィ㔞䝔䜻䝇䝖ศᯒ䛻䜘䜛ศ㢮 

䜾䝹䞊䝥 ศ㢮᫬䛾䜻䞊䝽䞊䝗౛ 
஦
౛
ᩘ 

ศ 
 
㢮 

஦
౛
ᩘ 

≉ᚩ 
஦౛䠄୍㒊䠅 

䈜ୗ⥺䛿ᮏᩥ䛷ྲྀ䜚ୖ䛢䛯㜵⅏ᩍ⫱஦౛ 

1 イメージ㔊成 想ീ，イメージ，災害様相 17 

１ 80 

イメージ㔊成ᆺ 
「イメージ㔊成」「ᨃ似体験」
「リスク認▱」「㑊難行ື」の
関連性が強く，「防災行ື」
「安全な地域」も関連してい
る．災害時のイメージやᨃ似体
験を防災行ືにつなげる． 

一日前プロジェクト/クロスロード
/ỏ℃災害のᨃ似体験 VRシステム
/AR災害ᨃ似体験アプリ/myῶ災マ
ッププログラム/ T(town)-DIG/実
㊶的津Ἴ㑊難カ⦎/防災カードࢤー
ム㺀アレがない!どうする?㺁/防災ア
ートプログラム（㏨げ地図） 

2 ᨃ似体験 体験，リアリティ，実ឤ 8 
3 リスク認▱ リスク，ࣁザードマップ 12 
4 㑊難行ື 㑊難意識，カ⦎，行ື計⏬ 17 
5 防災行ື 安全な行ື，㌟をᏲる 8 
6 安全な地域 地域防災力，安全，復興 18 
7 災害ᩍカ ᩍカ，ఏᢎ，被災体験 4 

㸰 15 

୺యᛶᑛ㔜ᆺ 
「災害ᩍカ」「୺体的な取り組
み」「ᐙᗞ防災」が関連し，災
害のᩍカや被災体験を㏻し防災
対策を自分の事としてᤊえる． 

震災からの「ᩍカ」をఏえる 2つ
のデータベース/津Ἴᖖく地域にお
ける災害ఏᢎ/一日前プロジェクト
/myῶ災マッププログラム/「自宅
生活⥅⥆に備える」࣡ークショップ 

8 
୺体的な取
り組み 

୺体的，自発的，わがこと，
㌟近 

7 

9 ᐙᗞ防災 自宅，ᐙᗞ，生活，ᐙ᪘ 4 

10 人ᮦ⫱成 ⫱成，ᩍ⫱，⫱てる 17 

３ 45 

災害ᑐᛂຊྥ上ᆺ 
「人ᮦ⫱成」「対応力向上」が
関連し，地域住Ẹや行政職員な
どの人ᮦ⫱成を㏻じて実㊶的な
対応力を高める． 

タイムライン防災計⏬/ 観ග防災
DIG/シナリ࢜型㑊難ᡤ㐠営࣡ーク
ショップ/災害ᗫᲠ≀ฎ理に係る対
応型図上₇⩦/自治体防災ᢸ当者向
け研ಟプログラム 

11 対応力向上 
༴ᶵ対応力，㌟につける，
防災力 

28 

12 ▱識取得 ▱識，学⩦，学ぶ 3 

㸲 15 

㜵災ព㆑ྥ上ᆺ 
「▱識取得」「防災意識」が関
連し，地域性のある防災▱識を
学び，防災意識を向上させる． 

STEP（㑊難ᡤ㐠営カ⦎システム）/
セルフウェザーࢤーム/地震 DS-72
時間/クロスロード/津Ἴ㑊難シミ
ュレーションシステム 

13 防災意識 防災意識，備え，高める 8 

14 コミュニティ コミュニティ，⧅がり 4 

15 ᩍ⫱効果 効果的，学ᰯ，ᩍえる 6 

㸳 10 

Ꮫᰯ㜵災ᩍ⫱ᆺ 
「生きる力」「ᩍ⫱効果」が関
連し，ᩍ⫱指ᑟ要領をᑛ重しつ
つ，学ᰯᤵ業のカリ࢟ュラムの
୰で効果的に防災ᩍ⫱を行う． 

෗┿調べプロジェクト/㟷㉥紙を用
いた率ඛ㑊難カ⦎ /地震観測研究
を活用した「‶点計⏬学⩦プログ
ラム」/「生きる力」を⫱ࡴ体験的
防災ᩍ⫱プログラム 

16 生きる力 生きる力，レジリエンス 4 

「୺体性ᑛ重型」は，「࣡ークショップ」が 5 事例

（28%），「ᤵ業」が㸲事例（22%）でった．「災害対

応力向上型」と「防災意識向上型」は，「࣡ークショッ

プ」がそれぞれ 26 事例（43%），9 事例（41%），「学

ᰯ防災ᩍ⫱型」は，「ᤵ業」が 8 事例（53%）であった． 
 これらのことより，災害時の様相をイメージし，災害

時の対応に結びつけることを目的とした防災ᩍ⫱事例が

多いことがわかった．また，あらࡺる目的の防災ᩍ⫱事

例の手法として図上₇⩦やカードࢤームなどを౑った࣡

ークショップ方式が多く᥇用されていること，イメージ

㔊成による防災行ືのಁ進には，VR，アプリ，SNS など

の ICT 技術が✚ᴟ的に活用されていることがわかった． 
 

⾲䠒 㜵⅏ᩍ⫱஦౛䛾┠ⓗ䛸㜵⅏ᩍ⫱䛾ᡭἲ䛾䜽䝻䝇㞟ィ 

 
 とめࡲ．４
 本研究では，国内の防災関連 5 学会において，防災ᩍ

⫱に関係する 16 の࢟ー࣡ードを設定し，学術論文を཰集

整理した．期間は 1995 年から 2020 年までとした．その

結果，199の論文から 108の防災ᩍ⫱事例をᢳ出し，㸴つ

のど点で単純集計，クロス集計，KJ 法ཬび計量テ࢟スト

分析により分析を行った．今回は防災分野以外の学会は

対象としていないが，㜰⚄・ῐ㊰大震災から近年までの

防災ᩍ⫱事例を㏻じて，防災ᩍ⫱のື向を分析した．得

られた結果と考察を以下に示す． 
・ 防災ᩍ⫱事例は，東日本大震災以降ቑ加傾向にあり，

学ᰯや地域では，地震や津Ἴに関する防災ᩍ⫱が┒

んであった． 
・ 学ᰯや地域では，対ヰを重どする࣡ークショップ形

式での防災ᩍ⫱が多くみられた．࣡ークショップに

は様々な手法があるが，共㏻する特徴は，ཧ加者同

ኈがカードࢤームなどの共同作業を㏻じてẼづきを

得ることである．防災ᩍ⫱の現場では，学びの自୺

性を重どする傾向があることが示၀された． 

・ 防災ᩍ⫱事例の目的は「イメージ㔊成型」，「୺体

性ᑛ重型」，「災害対応力向上型」，「防災意識向

上型」，「学ᰯ防災ᩍ⫱型」の㸳つに分類された． 
・ 「イメージ㔊成型」や「災害対応力向上型」を目的

とした防災ᩍ⫱事例が多いことから，防災ᩍ⫱の現

場では，災害時のイメージを㔊成することやᰂ㌾な

対応力を㣴うことが重どされており，୺要なニーズ

であることが示၀された．また，イメージを㔊成す

るための手段として，VR や AR を活用した仮想現実

体験などの ICT 技術が✚ᴟ的にᑟ入されていた． 
・ 今後の傾向としてὀ目すべきは，「୺体性ᑛ重型」

であると考える．防災行ືに⧅げるために，災害や

備えを自分のこととしてᤊえることがὀ目されてい

ると推察する． 
 防災関連の㸳学会に⤠ったとはいえ，┤近の 23 年間の

間に 108 の防災ᩍ⫱事例が実㊶・報告されていることが

わかった．しかし，防災ᩍ⫱の現場で広くᑟ入されてい

る防災ᩍ⫱事例は一部である．例えば，ෑ㢌でも⤂介し

た DIG，HUG，クロスロードなどはあらࡺる自治体や地

域，対象にᣢ⥆的にỗ用性をᣢって実㊶されている．今

後は，より効果的な防災ᩍ⫱を推進していくために，こ

れらの防災ᩍ⫱事例に共㏻する要⣲を明らかにしていく

必要があると考える． 
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災害ボランティアの参加人数に影響を与える要因の検討 
－1995年から2019年に発生した災害を対象として－ 

Attracting Altruists: Explaining Volunteer Turnout during Natural Hazards in Japan  
 

○飯塚 明子1
，D. P. アルドリッチ2 

Akiko IIZUKA1 and Daniel P. ALDRICH2 
 
1宇都宮大学 留学生・国際交流センター 
     Center for International Exchange, Utsunomiya University  
2 ノースイースタン大学 社会人文科学部 
     College of Social Studies and Humanities, Northeastern University  
 
   Volunteers serve a crucial role in post-disaster situations, providing resources, emotional support, and labor at a time 
when local and national government capacity may be diminished. The number of volunteers who assist post-crisis can 
range from dozens to more than a million. Yet little is known about the broader conditions - geographic, environmental, 
and otherwise - that drive more or fewer volunteers to disaster sites. Using a new dataset of nearly 60 Japanese disasters 
between 1995 and 2019, we analyze the factors driving volunteer turnout. Controlling for a number of factors, including 
impact of the disaster, media coverage, and the area touched by the disaster, we find three that correlate most strongly 
with turnout: the number of dead and missing, the size of the population affected by the shock, and the time period of 
the year. These findings - robust across multiple model types, including OLS, generalized linear model, and left 
censored tobit regressions – bring with them important policy implications for residents, NGOs, and decision makers.  
 
Keywords : Volunteers, natural hazards, disasters, Japan, quantitative analysis  
 

 
１．はじめに(1) 
 
(1) 研究の背景 
大規模な災害が多発している昨今、被災地域の住民や

国、地方自治体のみで災害の復旧・復興活動を担うのは

困難であり、災害ボランティアによる支援は必要不可欠

である。特に1995年の阪神淡路大震災以降、国内で災害
が発生すると全国からボランティアが駆け付けるように

なり、ボランティアは災害復旧・復興のアクターとして

欠かせない存在となっている。本研究の調査によると、

過去 25年間の 57の災害に少なくとも延べ 400万人以上
のボランティアが参加している。2011年に東北地方に甚
大な被害をもたらした東日本大震災では、150 万人以上
のボランティアが岩手県、宮城県、福島県の各市町村の

社会福祉協議会を介してボランティアに参加している 1)。

比較的小規模な災害事例では、2018 年の秋田豪雨と
2019年の山形県沖地震では数百人のボランティアが参加
している一方、2001 年の高知県の西南豪雨と 2011 年の
新潟福島豪雨では約 1 万人のボランティアが災害復旧に
従事している。日本各地で発生する災害に対して、近年

数百人から数百万人のボランティアが参加しているが、

その人数を決める要因は何だろうか。本研究では、1995
年から 2019年に日本で発生した 57の災害を対象に、災
害ボランティアの参加人数に影響を与える要因について

検討する。 
 

(2) 先行研究 
災害事例ごとに状況が異なるため、災害ボランティア

の数に影響を与える要因を推測することは容易ではない
2）。日本では特に阪神淡路大震災以降、災害ボランティ

アに関する研究が増えたが、災害ボランティアの仕組み

や動向についてまとめた研究や 3)4）、災害事例ごとに検

討した研究 5)6)7)が多い。一方、個別の災害事例を超えた

広い文脈でボランティアを捉える必要がある 2)。本研究

は近年日本で発生した災害事例を対象に、ボランティア

の参加人数に影響を与える要因について統計分析を用い

て検討する。 

 

２．方法 
  

(1) 調査概要 
 本研究は、1995年から 2019年の間に発生した 57の災
害を対象とする。この間に発生した災害は 57件以上ある
が、本研究の問いであるボランティアの参加人数が入手

できる災害を対象とする。 

 

(2) 分析に使用する変数 
災害ボランティアの参加人数を従属変数として用い、

独立変数は国内外の先行研究を踏まえて、5 つの変数を
以下の b)から f)に解説し、変数に使用したデータを記載
する。 

a) 災害ボランティアの参加人数 
 本研究では、全国社会福祉協議会、被災した各市町村

の社会福祉協議会、又は被災県から入手した参加人数を

使用する。参加人数は災害ボランティアセンターが開設

している期間の延べ人数であるが、数年にわたる場合は、

最大で 1年間とする。実際には NPOや企業、及び大学等
を通して災害ボランティア活動に参加した人も多くいる

が、25 年間の一貫したデータの入手が困難であることか
ら、前述したデータを用いる。 

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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b) 災害の被害 
災害の被害が大きいほど、ボランティアの数が増える

と仮定する。多くの先行研究では、利他主義という概念

を用いて、災害の被害や支援を必要としている人々に直

面すると、見知らぬ人々でも何か支援をしたいという気

持ちになることを表現している 8)9)10)。 
災害の被害の変数は、消防庁の死者・行方不明者数、

負傷者数、全壊戸数、半壊戸数、床上浸水戸数、床下浸

水戸数を用いる 11）。直接的な被害に加えて、間接的な被

害規模として、災害救助法が適応された全ての市町村の

人口と面積も災害の被害規模の変数として用いる 12）。 
c) 災害の発生時期 
 災害が発生する時期により、ボランティアに参加する

人々の属性が異なり、参加人数に影響を与えると仮定す

る。阪神淡路大震災のボランティアに参加した人の 40%
～60%が学生であることや 3)、一般のボランティアと比

較すると、災害ボランティアに参加する人は年齢層が低

い 13)とする研究がある一方で、時間に余裕のある定年後

の人々は参加しやすい 10)とする研究もある。災害の発生

時期の変数は、1 年を 4 回に分け、1.1-3 月、2.4-6 月、
3.7-9月、4.10-12月として使用する。 

d) メディア掲載 
 メディアの掲載数が多いほど、ボランティアの数が増

えると仮定する。これまでの災害事例では、災害直後の

悲惨な状況や支援を必要としている人々をメディアを通

して見てボランティアが行動を起こしたとある 3)10)14）。

メディア掲載の変数は朝日新聞のデータベースからキー

ワード検索の総件数を使う。近年インターネットから情

報を得る人が増えているが、本研究は 1995年以降の災害

の事例を用いるため一貫したメディアの情報源として新

聞の掲載数を変数として使用する。 

e) 災害の発生地域 
 災害が都市部で発生すると、より多くのボランティア

が来ると仮定する。阪神淡路大震災で 60％以上のボラン

ティアは兵庫県外の出身で 3)、兵庫県や近隣の大阪府等

は人口が多いため、より多くのボランティアが来たと推

測する。一方、東日本大震災は東北地方で発生し、原発

事故の影響はあるものの、被害規模を比べるとボランテ

ィアの数がそれ程多くはなかった。災害発生地域の変数

は、日本を 7つの地方に分けて、1. 北海道、2. 東北地方、
3. 関東地方、4. 中部・北陸地方、5. 近畿地方、6. 中国・
四国地方、7. 九州・沖縄地方として使用する。 
f) 災害の種類 
 特定種類の災害により、ボランティアの数が増減する

と仮定する。例えば、地震、津波、台風等は、インフラ

や交通網に大きな影響を与え、被災地に駆けつけること

が困難になるかもしれない。事前に気象予報等で被害が

予測できる大雨と比べて予測困難な地震災害の方が、ボ

ランティアの数が多くなると推測する。災害の種類の変

数は、1. 大雨・強風、2. 地震・津波、3. 火山噴火、4. 火
事、5. その他と分けて使用する。 
g) その他 

上記 b)から f)に挙げた独立変数以外にも、災害ボラン
ティアの参加者数に影響する変数はあり得る。例えば、

ボランティアと被災者を調整する社会福祉協議会の被災

状況や、ボランティアの受け入れの意思決定や期間は参

加人数に影響すると考えられる。また、原発事故と言っ

た二次災害の有無や余震の発生回数、道路や鉄道等の復

旧状況、以前に発生した大災害からのどのくらいの期間

が経っているか、過去に災害を経験した地域かどうか等

も考えられる。しかし、対象とする 57の全災害事例でこ
れらのデータを得ることは難しいため、本研究では上記

の 5 つを主な独立変数とする。表 1 は連続変量の要約統

計量で、変数の平均値・標準偏差・最小値・最大値を示

し、表 2はカテゴリカル変数の度数分布である。 
 

表 1 連続変量の要約統計量 

 
 

表 2 カテゴリカル変数の度数分布 

 
３．結果と考察 
 
(1) 分析方法 
 災害ボランティアの参加人数を従属変数として、度数
分布表を確認し重回帰分析を行ったところ、1995年の阪
神淡路大震災と 2011年の東日本大震災の 2つの事例は、
他の事例と比べてボランティア参加者数が極めて多い外

れ値であることが分かった。また分散拡大係数から独立

変数間の多重共線性を確認したため、4 つの独立変数
（負傷者数、半壊家屋戸数、床下浸水戸数、メディア掲

載数）を除外した。外れ値と多重共線性の高い独立変数

 N 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

ボランティアの数 57 66492.89 225747.5 170 1377300 

死者・行方不明者 57 529.4912 3049.613 0 22252 

負傷者数 57 1161.649 5853.905 0 43792 

全壊戸数 57 4504.912 21077.59 0 121995 

半壊戸数 57 11277.84 42697.59 0 282939 

床上浸水戸数 57 1990.14 3867.846 0 22894 

床下浸水戸数 57 5839.93 9517.303 0 46943 

被災人口 53 1937586 5165809 6078 2.98E+07 

被災面積（ha） 53 639082.4 1534179 7129 7842077 

被災した市町村数 46 24.84783 62.29106 1 348 

朝日新聞掲載数

（半年間） 

57 1249.632 3972.933 3 27894 

朝日新聞掲載数 

（1年間） 

57 1676.737 5683.44 3 40534 

 N  度数 パーセント 

災害の発生時期 57 1～3月 

4～6月 

7～9月 

10～12月 

6 

7 

34 

10 

10.5 

12.3 

59.6 

17.5 

災害の発生地域 57 北海道 

東北地方 

関東地方 

中部・北陸地方 

近畿地方 

中国・四国地方 

九州・沖縄地方 

複数地方 

2 

5 

2 

6 

5 

9 

8 

20 

3.5 

8.8 

3.5 

10.5 

8.8 

15.8 

14.0 

35.1 

災害の種類 57 大雨・強風 

地震・津波 

火山噴火 

火事 

その他 

40 

11 

1 

1 

4 

70.2 

19.3 

1.8 

1.8 

7.0 
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を除いた結果、最小二乗法（OLS regression）、一般化
線形モデル（GLM）、左側打ち切りトービットモデル
（Left censored Tobit）の 3つのモデルの重回帰分析の結
果を表 3に記す。 

 

表 3 3つのモデルの推定回帰係数 

 

 

OLS regression, 

truncated 

dataset 

GLM, truncated 

dataset 

Left censored 

Tobit, truncated 

dataset 

死者・行方不明者数 393.20** 393.21** 393.2** 

  (219.3) (219.31) (199.02) 

全壊戸数 1.51 1.51 1.51 

 (7.38) (7.38) (6.70) 

床上浸水戸数 0.02 0.02 0.02 

  (1.22) (1.22) (1.11) 

被災人口 0.0051*** 0.0051*** 0.0051*** 

  (0.00) (0.00) (0.00) 

被災面積（ha） 0.00 0.00 0.00 

  (0.00) (0.00) (0.00) 

災害の発生時期（4月

～6月） 

-28956.9** -28956** -28956** 

  (12624.59) (12624.59) (11456.63) 

災害の発生地域 -115.39 -115.39 -115.39 

  (2135.55) (2135.55) (1937.98) 

災害の種類 -1096.39 -1096.39 -1096.39 

  (4244.72) (4244.72) (3852.02) 

切片 10868.38 10868.38 10868.38 

  (15949.46) (15949.46) (14473.90) 

N 51 51 51 

注 1 *：p<.1, **：p<.05, ***：p<0.01 

注 2 ()内の数値は標準誤差を示す 

 

(2) 結果と考察 
表 2 から、死者・行方不明者数、被災人口、災害の発
生時期の 3 つの独立変数がいずれのモデルにおいても有
意であることが分かった。死者・行方不明者数と被災人

口が大きいほど、災害ボランティアの数は増える。一方、

災害が 4 月から 6 月に発生した場合は、ボランティアの
数が減ることが分かった。他の独立変数である、全壊戸

数、床上浸水戸数、被災面積、災害の発生地域、災害の

種類は有意性を確認できなかった。 

a) 死者・行方不明者数 

図 1 は、モンテカルロ法を用いて、死者・行方不明者
数とボランティア推定人数の関係について、他の変数を

平均値に固定した上で可視化したものである。その結果、

死者・行方不明者数が増加すると、災害ボランティアの

数が増加する正の相関性があることが分かる。また濃い

色で囲まれたスペースは 95%信頼区間を表し、データの
数が多い部分は狭く、データの数が少ない部分は広くな

っている。2 件の外れ値をあらかじめ取り除いたことも

あり、51件の災害の中で、死者・行方不明者が 100人を
超える災害は 4件に留まる。 

 

図 1 死者・行方不明者数とボランティア推定数 

注 1 N＝51. 死者・行方不明者数以外の全ての独立変数を平均値に固定し，最小二乗

法で 1000 回のシミュレーションを行っている．濃い色で囲まれたスペースは 95%信

頼区間を表している．  

 

図 1 で示したように、死者・行方不明者数は災害ボラ
ンティアの参加者数と正の相関性があり、本研究の問い

であるボランティアに参加する要因は、利他的な目的で

あるという過去の研究を裏付けるものである。過去の災

害の事例から、人的な被害が大きければ大きいほど、よ

り多くのボランティアが被災地に駆けつけて支援を行う

ことが分かった。災害の被害規模が大きいと、被災地域

のみで復旧することは困難であることから、ボランティ

アの支援は必要不可欠で、利他的なボランティアは被災

者の復旧や復興に大きな役割を果たす。言い換えると、

ボランティアの経験者や興味のある人は、災害の被害が

大きいほどボランティアに参加しないといけないという

社会的なプレッシャーが大きくなり、参加できない場合

は無力感を感じることがあるかもしれない。 

b) 被災人口 
 死者・行方不明者という人的被害だけではなく、被災

人口が多いほど、ボランティアの数が多くなることが分

かった。被災人口の中には家族を亡くしたり家を失った

人もいれば、住んでいる市町村で災害があったが、大き

な被害はなかった人もいる。例えば、2015年の関東東北
豪雨は、300 万人以上が被災し、約 5 万人もの多くのボ
ランティアが従事し、被災した人口が多い程、多くのボ

ランティアが助けに来てくれたり、被災した地域内でボ

ランティアに参加した人が多くいると推測する。分析の

結果、直接的、又は間接的に被災した人口が大きい程、

より多くのボランティアが参加することが分かったが、

被害人口が大きい災害の中でもボランティアの数に開き

があるため、そのメカニズムについては今後の研究課題

としたい。 

c) 災害の発生時期 

 3つのモデルの重回帰分析によると、4月から 6月に災
害が発生した場合ボランティアの数が減ることが分かっ

た。4 月は年度の始めで、学校や大学が始まったり、新
しい仕事や職場内の異動、それに伴う引っ越し、会計年

度の始まりなどで忙しく、ボランティアに参加する余裕

のある人が少ないと考えられる。 

図 2は、1年間の災害の発生時期とボランティア参加推
定人数の関係について、他の変数を平均値に固定した上

で可視化したものである。その結果、4月から 6月の 3か
月間は、ボランティアの推定数が 2 万人以内と少なく信
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頼区間が狭い。7月から 9月も狭いが、ボランティア推定
数は 2万人弱から 4万人で、4月から 6月と比較するとボ
ランティアの推定数が 2万人以上多いことが分かった。 

1月から 3月と 10月から 12月の 3か月間は、ボラン
ティア推定数の信頼区間が広い。このことは、1月から 3
月の間に災害が発生したのは、51 の災害事例のうち、3
件のみで、10月から 12月の間は 10件だけだったことが
挙げられる。7 月から 9 月は日本の台風シーズンと重な
るため、51 の災害事例のうち 31 件の災害事例が含まれ、
信頼区間が狭くなっている。一方で、4 月から 6 月まで
の 3 か月間は、7 件の災害事例のみにも関わらず信頼区
間が狭く、有意性が証明された。また先行研究とは異な

り、7 月から 9 月の学校や大学や休みの時には有意性を
確認することができなかった。 

図 2 災害の発生時期と災害ボランティア推定数 
注 1 N＝51. 死者・行方不明者数以外の変数は平均値に固定し，最小二乗法で 1000

回のシミュレーションを行っている．線は 95%信頼区間の幅を表している． 

 
４．結論と今後に向けての提言 
 
 ボランティアは災害時に重要な役割を果たすが、災害

ボランティアの参加人数に影響を与える要因については

明らかになっていない。本研究は 1995年から 2019年に
日本で発生した災害を対象に、災害ボランティアの参加

人数を従属変数として、5 つの独立変数を用いて多重回
帰分析で検討したものである。その結果、死者・行方不

明者数、被災人口、災害の発生時期の 3 つの独立変数が、
災害ボランティアの参加人数に影響を与えることが明ら

かになった。 
 4 月から 6 月の 3 か月間に発生する災害には、ボラン
ティアの数が少なくなるという結果から、新年度に災害

が発生した時でもボランティアが参加しやすい環境を作

るために、例えば学校や大学、企業の年度の始まりを遅

らせるなど、柔軟性を持たせた対応を行うことが重要で

ある。2020年は新型コロナウイルス感染症の影響で、学
校や大学で始まるのを遅らせたり、2011 年の東日本大震
災では被災地の学校や大学の始まりが 5 月くらいまで延
期されたことがあった。大災害だけではなく、小規模な

災害においても、地域の実情を鑑み、自治体や学校レベ

ルで柔軟な対応を決定できるようにすることが求められ

る。また災害ボランティアの参加を考えている人にとっ

ては、ボランティアの推定数が少ない新年度に発生した

災害には、ボランティアが不足している可能性があるた

め積極的に参加することが望ましい。 
 被災人口が大きいとボランティアの数が増えるという

結果から、人口の多い自治体は、災害時には多くのボラ

ンティアが来ると予測し、ボランティアの受け入れ体制

を準備しておくことが必要である。一方で、人口が少な

い自治体は、あまり多くのボランティアが来てくれない

可能性があるため、平常時に地域での助け合いを促す活

動が求められる。また災害発生時に多くのボランティア

に来てもらえるような効果的なアピールも必要である。 
 
補注 
(1) 本論文は、以下の論文を 4 ページに要約し、日本語に訳し
たものである。 

Iizuka, A. and Aldrich, D. P. (2021). Attracting altruists: Explaining 
volunteer turnout during natural hazards in Japan, Disasters, 
(in press)  https://doi.org/10.1111/disa.12477. 
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   This paper focus on the process of disaster volunteer activities in the areas affected by the Hokkaido East Iburi 
Earthquake. In the affected areas, the council of social welfares operated a disaster volunteer center with the cooperation 
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meetings among support groups in the three towns functioned as an opportunity to develop new support activities. 
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１．はじめに 
2021年3月25日、北海道胆振東部地震被災地の役場・社
会福祉協議会、支援団体などが参加する第48回「北の国
会議」（平成30年北海道胆振東部地震情報共有会議）が
オンライン上で開催された。この会議の初回は2018年9月
13日、NPO法人北海道NPOサポートセンターとNPO法人
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）
の主催で、苫小牧市民活動センターにて開催された。参

加を呼びかけるチラシには「被災された方々の生活再建、

これから変わりゆくフェーズに長期間・隙間なく対応で

きるつながりをつくるために、団体間の垣根を越えて顔

の見える関係が構築できるよう情報共有会議を開催」1)

と記載されており、会場には道内外から集まった多くの

人々が参加していた。この会合は当初は毎週、2018年12
月から月2回、2019年からは月１回、2020年4月からはオ
ンラインで開催されていた。 
北海道胆振東部地震の被災地の厚真町・安平町・むか

わ町では、2020年中に概ね仮設住宅からの退去を終え、
災害ボランティアセンターも閉所された。第48回「北の
国会議」は、定期的な情報共有の機会を一区切りにする

会合でもあった。 
災害ボランティアについては、阪神・淡路大震災

（1995年）の「ボランティア元年」以降、全国各地の被
災地での多様な個人・団体による活動が展開されており、

各地の取り組みに基づく事例報告や先行研究も豊富に見

られている。しかし、北海道においては、現在のような

社会福祉協議会が設置する災害ボランティアセンターが

本格的に展開されたのは2016年（台風10号被災地）と近
年のことであり、事例と経験が一部に共有されている状

況にある。そこで本稿では、北海道における最近の災害

であり、著者が発災後～現在に至るまで関わり続けてい

る北海道胆振東部地震被災地における災害ボランティア

活動について、資料を中心に経緯と展開をまとめ、胆振

東部地震の災害ボランティアについて振り返りながら考

察を加えることとする。 
まず次章で北海道胆振東部地震の概要について述べ、3

章で各町・共通の災害ボランティアに関する経緯を概観

する。そして4章で若干の考察を加える。 
 

２．北海道胆振東部地震の概要 
北海道胆振東部地震は、2018年9月6日午前3時7分、北

海道胆振地方の厚真町とむかわ町の境界付近の深さ37km

の地点で発生した。マグニチュードは6.7、北海道で初め

て震度７（厚真町）を観測し、安平町とむかわ町では震

度6強を観測した。気象庁は同日、この地震を「平成30年

北海道胆振東部地震」と名付けた。地震後まもなく離島

など一部を除く北海道全域で大規模停電が発生し、北海

道知事は全道179市町村を災害救助法の指定区域とした。

のちに北海道は、道と市町村における地震と停電による

被害額として1,625億5,900万円を計上した（2020年9月1

日現在）1）。 

この災害における北海道内の人的被害と建物被害を表-
1で示す。表中には、被害総数に加えて、具体的な自治体

として震度6強以上を観測した胆振東部の3町を掲載した。

このほか、札幌市（清田区震度5強）と北広島市（震度５

弱）でも液状化による多くの被害がみられた。人的被害

は町内各地で土砂災害が発生した厚真町の犠牲者が最も

多く、むかわ町では軽傷者が多くみられた。建物被害は、

震源地に近い厚真町・安平町・むかわ町の3町では住家・

非住家ともに多く発生した。 
 

表-1 北海道内における胆振東部地震の被害状況 

（2020年9月1日北海道発表資料2）より作成) 
 

内訳 全体 厚真町 安平町 むかわ町 

人 

的 

被 

害 

死 亡 

（災害関連死） 
44(3) 37(1) 0 1 

重 傷 51 0 7 27 

中等傷 8 0 0 0 

軽 傷 726 61 10 250 

建 

物 

被 

害 

住

家 

全 壊 491 235 93 40 

半 壊 1,816 335 366 186 

一部損壊 47,105 1,091 2,481 3,260 

非 

住

家 

全 壊 1,215 686 343 175 

半 壊 1,389 669 555 135 

一部損壊 4,078 813 2,178 569 

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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住宅被害の多かった地域のうち、胆振東部３町には建設

型の仮設住宅が２期にわたって整備された。表-２で示す

ように、厚真町は建設型の仮設住宅が最も多く、安平町

は借上型が多い。なお、第１期はプレハブ型のみで、第

２期にトレーラーハウスなどが導入された。表以外の仮

設住宅としては、厚真町と安平町には福祉型仮設、むか

わ町にはモバイルハウス（鵡川高校生徒の仮設寮）が整

備された。北海道庁は胆振東部地震が特定非常災害に指

定されなかったことを根拠として仮設住宅の入居期限を

通常通りの2年としたため、2020年4月15日時点では、住

宅再建途中などの一部の住民を除いて、多くの住民が仮

設住宅を退去し、仮住まいを含む次の住まいに転居をし

ている。 
その後の住まいの選択肢のひとつである災害公営住宅

については、国の支援を受けて厚真町に32戸、むかわ町
には8戸建設された。そのほか、災害公営住宅の入居要件

を満たさない被災者のための一般公営住宅も自治体によ

り建設された。 
 

表-2 建設型・借上型仮設住宅戸数 

(2018年12月26日時点、北海道資料より作成) 

 
３．被災地における災害ボランティア活動 
(1) 災害ボランティアセンター設置支援 
厚真町・安平町・むかわ町では胆振東部地震の発災後

に各町の社会福祉協議会を主体とした災害ボランティア

センター（以下、「災害VC」）が開設され、災害ボラン

ティアを受け入れて活動が展開された。なお、他の被災

地の中で札幌市については、「災害ボランティアセンタ

ーは開設せず、通常のボランティア活動センター、各区

社会福祉協議会として対応」3）した。 

また、災害VCを支援する団体の活動については、災害

VCの立ち上げや情報支援に携わる「支援プロジェクト会

議（支援P）」や全国災害ボランティア支援団体ネットワ

ーク（JVOAD）、全国社会福祉協議会（全社協）、北海道

社協（道社協）の職員が情報収集と災害VC設置・運営支

援を行い、道社協は道内の市町村社協職員の応援派遣の

コーディネートを行った。各町のVC・または3町に関係す

る主な動きを表-3にまとめた。次項から、この表に記載

されている項目を踏まえて、それぞれの経緯を述べる。 

 

(2) 厚真町における災害ボランティア 
厚真町災害ボランティアセンターは、厚真町社会福祉

協議会によって2018年9月7日に開設された。9月10日に
Facebookページを開設し、翌11日より厚真町内の旧かし

わ保育園に設置されたボランティアセンターを拠点とし

て活動を展開した。当初、個人ボランティアは道内に限

定して事前登録制の募集をしていたが、後にボランティ

ア受け入れの制限はなくなった。情報発信はFacebookを
活用し、開設当初は毎日活動をしていたが、2018年10月
から週末を中心とした活動、後にニーズに応じた活動に

切り替えた。避難所などから仮設住宅への引っ越し時期

（2018年11～12月）には、事前講習を受けた引っ越しボ 

表-3 3町の災害VCに関わる主なできごと 

 
ランティアが活躍した。コロナ禍で町外のボランティア

の来町が難しくなってからは、町内のボランティアによ

り体操教室などが継続された。また、災害公営住宅等へ

の引っ越しボランティアは、町内の企業ボランティアが

担った。厚真町における災害ボランティアは、当初は被

災家屋の片づけ、災害ごみの搬出、引っ越しなどの住民

のニーズに即したものから、炊き出し、コンサートなど

のイベント、運動機会の提供、交流を主としたもの、手

芸などの多様な活動が展開された。 
厚真町は土砂災害による甚大な被害を受けており、土

砂の流入した家屋の片づけや大切な物品の取り出しなど

は危険を伴うため、通常の災害VCでは引き受けることが

難しい作業ニーズも寄せられた。また、炭窯や農業など、

営利活動に関わるニーズも見られた。厚真町災害VCでは、
東日本大震災以降、全国各地で技術系ボランティアとし

ても活動をしている一般社団法人Open Japanや道内の青
年会議所（JC)の技術系ボランティアなどが災害VCに常

駐し、住民からニーズが寄せられた際に、災害VCに活動
登録をする一般のボランティアが携わる作業と、専門性

を伴うものや、民間団体が対応した方が良い依頼とを振

り分け、対応からこぼれ落ちるニーズがないような工夫

がなされていた。このような活動が発展し、2019年4月、
「北海道重機系ボランティアネットワーク」が発足した。

最初の取り組みとして、町内の炭窯を修復するプロジェ

クトが展開された。加えて、地震により倒壊したシカ侵

入防止柵の再建には、町外のボランティア団体が他のボ

ランティアを募り、厚真町の農家や役場職員らと共に作

 

厚真町 安平町 むかわ町 全道計 

プレハブ型 161 33 29 223 

トレーラーハウス等 8 7 10 25 

借上型 17 44 6 155 

年月日 事項 

2018.9.6 胆振東部地震発生 

2018.9.7 厚真町災害 VC 設置 

2018.9.8 安平町・むかわ町災害 VC 設置 

2018.9.10・11 災害ボランティア受入開始 

2018.9.13 北海道胆振東部地震情報共有会議開始 

2018.10.1 災害ボランティア活動が基本的に土日祝日

となる 

2018.10 下旬〜

12 月 

仮設住宅への引っ越しに向けたボランティ

ア研修会・引っ越しボランティアの展開 

2018.11.6 「安平町復興ボランティアセンター」設立 

2018.12.22 「厚真町災害ボランティア活動振り返り

会」開催 

2019.3.17 むかわ町全戸訪問プロジェクト開始 

2019.3.31 むかわ町災害 VC 閉所 

2019.4. 「北海道災害技術系ネットワー 
ク」発足。厚真町で炭窯修復プロジェクト

展開。 

2019.4 「むかわ町復興支援ネットワーク」設立 

2019.10 北海道の災害支援団体が集まり「北の国災

害サポートセンター」設立 

2019.10 下旬 宮城県丸森町の災害 VC 支援（厚真町社

協） 

2019.11. 「むかわ町復興支援ネットワーク」全戸訪

問調査を終える 

2020.12.31 厚真町・安平町災害 VC 閉所 

2020.3.25 北の国会議（情報共有会議）第 48 回にて

終了 

2021.4.1 「一般社団法人 安平町復興ボランティアセ

ンター」が「一般社団法人 ENTRANCE」

に改称 
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業を行った。 
厚真町では 5,504 名のボランティアを受け入れて 1.229

件のニーズに対応し、2020年 12月 31日にボランティア
センターが閉所された。 
(3) 安平町における災害ボランティア 
安平町災害ボランティアセンターは、2018年9月8日に
町内にある学校法人リズム学園などの支援を受けながら

安平町社会福祉協議会が設置をした。情報発信はウェブ

サイト、facebook、twitterが活用された。リズム学園の支

援を受けて、ボランティアの作業内容や必要な物資につ

いてはウェブサイト上で発信し、ボランティアは自分で

作業内容を選び事前登録をした上で参加するしくみにな

っていた。つまり、ボランティアがVCを訪れた時点で、

支援ニーズと活動のマッチングが終了しているという環

境が作られていたのである。その中で、発災初期に全戸

訪問をしてニーズ調査を実施することができた。 
初期のボランティア活動内容は「家具の移動や災害ごみ

の搬出・運搬、救援物資の運搬、広報紙の配布、高齢者

世帯の訪問などの活動」4)が多く、厚真町と同様に、

2018年10月からは週末を中心とした活動、その後はニー

ズに応じた募集がなされるようになった。特に仮設住宅

等からの引っ越しボランティアについては、長期にわた

って募集がなされた。また、安平町においては、長期に

わたるマッサージボランティア、仮設住宅入居後はイベ

ントや食事を伴う交流活動が展開された。コロナ禍での

対応についても指針を加えて、安平町社会福祉協議会の

広報誌では、発災当初から町民のボランティア募集を行

っており、「あびら社協だより」などを通して、平時の

暮らしを支える地域内の担い手を確保するためのはたら

きかけが継続的に行われている。その後、災害VCは厚真
町と同日の2020年12月31日に閉所された。災害ボランテ
ィア受け入れ人数は5,184名、対応件数は694件であった。 
安平町では2018年11月6日「復興ボランティアセンター
（以下、「復興ボラセン」）」が設立され、後に一般社

団法人化された。この「復興ボラセン」の趣旨は「災害

ボランティア（震災後の住宅清掃、仮設・公営住宅へ引

越し）では行うことのできない、住民交流や地域発展を

中心に行い、町の『困った』を支援し、住民の復興に向

けた希望や夢をサポートしていきます」５）と記載されて

いる。構成メンバーは災害ボランティアセンターの主要

スタッフのほか、安平町に長期滞在し、移住をしたボラ

ンティアも含まれている。「復興ボラセン」はクラウド

ファンディングの支援も受けながら、2019年11月に安平
町追分地区に「ENTRANCE」という施設をオープンさせ、

コミュニティスペースとして活用している。なお、2021
年4月からは「一般社団法人復興ボランティアセンター」

は「一般社団法人ENTRANCE」と名称を変えて新たな活

動を展開している。 
(4) むかわ町における災害ボランティア 
むかわ町災害ボランティアセンターは 2018年 9月 8日
にむかわ町社会福祉協議会により開設され、9 月 11 日か
ら災害ボランティアを受け入れた活動が展開された。情

報発信は Facebookを中心になされており、ボランティア

は当日受付の方式を採っていた。主な活動内容は、「タ

ンスや冷蔵庫などの倒れた家具起こしや移動、壊れた家

具などの撤去、災害ごみの運搬作業など。」6)であった。

このほか、むかわ町穂別地区の町立穂別図書館の復旧作

業も担った。仮設住宅入居後は、「仮設住宅の棚の取り

付け相談会」などの暮らしのサポートや、足湯・食事な

どの交流に関わる活動の割合が増えた。一般社団法人

Wellbe Designが災害 VC 公式 Facebook ページの管理を始

め、むかわ町災害 VCの運営支援に携わった。 
 むかわ町は3町で最も早く、2019年3月31日に災害VCが
閉所し、社会福祉協議会内の通常のボランティアセンタ

ーで活動を引き継いだ。災害ボランティアの人数は3,103
名、対応件数は629件にのぼった。 
災害 VCが閉所に向かう 2019年 3月 17日、むかわ町で

はニーズの有無を確認し、支援につなげるための全戸訪

問プロジェクトが始まった。2019 年４月にむかわ町役場
（健康福祉課）、むかわ町社会福祉協議会、一般社団法

人ウェルビーデザイン等による「むかわ町復興支援ネッ

トワーク」を立ち上げ、訪問ボランティアの力を借りて

4,000世帯の訪問を実施し、11月に調査を終えた。この試
みは、訪問により判明した支援ニーズを「精神」「身

体」、「住家・非住家」、「生活」「申請」「その他」

に分類し 7)、それぞれ町内外の支援機関による個別支援

が展開するための、いわば「むかわ方式」の災害ケース

マネジメントの手法として展開された。本稿執筆時点で

は、2021年 4月 27日にむかわ町復興支援ネットワークオ
ンライン（zoom）活動報告会が予定されている。 
(5) 中間支援組織、連携組織 
胆振東部地震被災地では、他の被災地と同様に、ひと

つの団体が広域に活動をしている場合と、いくつかの組

織が連携して特定の地域、あるいは広域に活動をしてい

る場合が見られた。後者に関わる組織間マッチングの主

要な機会となったものは、1．でも触れた「北の国会議」
（「情報共有会議」）である。北海道立市民活動促進セ

ンターの活動情報をまとめた資料には、むかわ町社会福

祉協議会の依頼に応えるためのプロジェクトチームが結

成されたことや、様々な団体が参画する「北海道足湯隊」

などについての記述が見られる 8)。情報共有会議の運営

を一貫して担っていたのは、中間支援組織である「NPO
法人北海道 NPOサポートセンター」であった。この団体
は 2019年 4月に発足した「北海道災害技術系ネットワー
ク」の事務局であったが、2019年 10月には北海道災害技
術系ネットワーク、北海道災害ケアネットワーク、北海

道災害会議支援ネットワークからなる「北の国災害サポ

ートチーム」が結成され、その事務局機能を担っている。 
 なお、情報共有会議には北海道でファシリテーション

活動を展開している「NPO ファシリテーションきたのわ」
がファシリテーションと記録支援を行い、会議の円滑な

運営を助けていた。 
 
４．考察 
（1）件数・人数の特徴 

胆振東部 3 町のボランティア人数と件数の推移を図-1
で示した。棒グラフが人数、折れ線グラフが件数を示し

ている。時期区分については、災害が発生した 2018年 9
月は１ヵ月間のみとし、残りは 3 ヶ月刻みとしている。
2018 年 9 月以降、件数は一貫して厚真長が他町よりも多

いが、ボランティアの人数は 2018年 9月のみ、安平町が
多かった。これは、安平町の方が容易に参加登録が登録

できたことと、9 月中にニーズ調査のための全戸訪問を

するための人数を必要としていたことが考えられる。ま

た、厚真町は 2019年 7月から 9月の間に人数・件数とも

に直前の時期よりも増加している。これは、7 月下旬か

ら、支援団体により仮設住宅住民に支給されたエアコン

の設置というニーズが生じたことによると考えられる。 

-  25 -



 

  

 
図-1 3 町におけるボランティア人数と件数の推移 

（北海道災害ボランティアセンター資料より作成） 

 

(2) 3 町における災害 VC 体制の特徴 
次に、前章の各項内で示した、各町の災害VCの特徴に

ついて、表-3 にまとめたものを示す。災害 VC の開設日
は発災翌日または 2 日後であり、ボランティアの受け入

れ開始までにはさらに 2〜4日を要している。安平町は開

設翌日にオンラインで参加登録ができるようにし、10 日
から活動を始めた。厚真町は災害ボランティアセンター

として利用する建物の確保が必要であり、受け入れ開始

までに災害ボランティアセンターの設営と、ボランティ

ア活動のためのニーズ調査の時間を必要とした。 
情報発信手段については、3 町共に Facebook を活用し

た点では共通しているが、安平町は Twitterも活用してい

る上に、Website上でニーズ発信と参加登録をしており、

リズム学園との連携による充実度がうかがえる。主な連

携団体については、安平町は町内の学校法人、むかわ町

は北海道内の災害支援の経験豊富な団体であり、厚真町

のみ道外の支援団体であった。Open Japan は前章でも述

べたように、⼟砂撤去などの技術系ボランティアである
上に、災害 VC の運営や仮設住宅のコミュニティ形成に

至るまで、多岐にわたる支援活動を展開している組織で

ある。交代で他の被災地を行き来しながら、半年以上厚

真町に滞在する中で、支援体制づくりに大きく寄与して

いた。当初は道内 JCを含めた技術系ボランティアとの連

携体制が築かれたことで技術系ボランティアのネットワ

ーク形成に発展した。また、前章（5）でも触れた情報共
有会議や厚真町内の被災者支援に関する会議に参画し、

長期的な視点に立った助言を行っていた。 
関連団体としては、厚真町は災害VCから展開した新た
な団体はないものの、仮設住宅入居後は町内のボランテ

ィアが運動やものづくりなどのボランティア活動を展開

するようになった。安平町は仮設住宅入居期に復興ボラ

ンティアセンターが設立され、被災者を支える災害 VC
とは異なる、地域を元気づける活動が展開された。むか

わ町では、災害 VC 後に新たな組織が作られ、既に始ま
っていた全戸訪問によるニーズ調査と、そこで明らかに

なったニーズを支援策につなげる活動が展開された。 
(3) 多様な災害 VC 運営が成り立った背景 
 隣り合う 3 町であっても、これまでに見てきたような
多様な災害 VC の運営と災害ボランティア活動が展開さ

れてきた。そのどこでも、渥美（2019）などで指摘され

ているような「秩序化のドライブ」という硬直化した在

り方ではなく、かといって「遊動化のドライブ」に突き

抜けているとも言い難い状況が見受けられた。加えて、

2021 年 3 月に終了した情報共有会議は、大門ら（2020）
が「外部部支援者らが中心となった情報共有システムに

なりがちであり，現場の状況から遊離する傾向をもって

いる」と指摘するような状況は、著者が参加していた範

囲ではほぼ見受けられなかった。むしろ、発災からの時

間経過に伴い各町の役場・社協（災害 VC）や町内外の
長く関わる支援者の情報交換とマッチングの場として機

能しているように見えた。3 町とも異なる様相でありな
がら、上記のような指摘に当たらないように見受けられ

る背景については、今後関係団体へのインタビューなど

を通して明らかにしていきたい。 
  
５．おわりに 
本稿では、胆振東部地震被災地、特に厚真町・安平

町・むかわ町における災害ボランティア活動について 3

町それぞれ、連携する活動の概要をまとめ、それぞれの

特徴について若干の考察を加えた。 

 その中で、各町はそれぞれの被害状況に応じた支援や

各町の人的資源等を活かした支援活動が展開されており、

災害 VCや他の団体との連携の中で、「取り残される人が

いないように」取り組まれてきたことがうかがえた。各

町の災害 VCや関連組織のあり方は、近年の災害ボランテ

ィアのあり方として批判的に指摘されている「秩序化の

ドライブ」とは異なる様相が見られる。その背景につい

ては、今後明らかにしていきたいと考えている。 
 
補注  
1) 「第一回情報共有会議案内」（http://jvoad.jp/wp-content/ 

uploads/2018/09/b493fe5e505e9e3a0df76841dc9e1582.pdf） 

2) 北海道，「平成 30 年北海道胆振東部地震による被害の状況に

ついて」http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/ifs/honbu/ 

R20903_1.pdf，2021 年 4 月 18 日. 
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5) 「広報あびら」号外 8 号，2018 年 11 月 

6) 「むかわ町社会福祉協議会広報紙」Vol.75 
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 厚真町 安平町 むかわ町 

VC 開設日 2018.9.7 2018.9.8 2018.9.8 

受入開始 2018.9.11 2018.9.10 2018.9.11 

閉所 2020.12.31 2020.12.31 2019.03.31 

登録方法 当初は電話 オンライン 当日受付 

主な情報

発信 

Facebook Facebook 
Twitter,Website 

Facebook 
 

主な連携

団体 

一般社団法人
Open Japan 

学校法人 
リズム学園 

一般社団法人
Wellbe Design 

関連団体 
 復興ボランテ

ィアセンター 
むかわ町復興

支援ネットワ

ーク 

件数 人数 

表-4 3 町における災害 VC の体制 
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   In this paper, we have planned and conducted mutual learning workshop to promote disaster tradition activity by 

Miyagi Miyagi Prefectural Government and, analyzed workshop output which written by participants. The results are 

summarized as follows. 1) Even if it is an activity group in the same Miyagi prefecture area, it does not necessarily 

know what kind of content and how other groups are working. 2) Through lectures, lectures, and dialogues between 

participants in retrospective work, they have set new activity goals. "Training" is taken to improve some skills and 

skills, but in this training, we will give each person the future by knowing each other, noticing / discovering, and 

interacting / dialogue. It became a business with an activity goal. 
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１．はじめに 
東日本大震災の被災地について地方紙に掲載されてい

る語り部やガイドの年齢分布を調査した結果 1），2）によ

れば，2019 年 4 月時点で高齢の震災語り部が亡くなって

いたり，60 代・70 代といった年齢層に震災語り部が多く

存在している．このような震災語り部が高齢層に集中し

ていることは，今後の活動継続における懸念事項の 1 つ

である．1995 年に発生した阪神・淡路大震災の被災地で

は，2019 年 12 月時点で語り部の 6 割が 70 代以上であり
3），災害発生から時間が経過することで，以上のような

傾向はより顕著になることも容易に想像される． 

広島市では，被⇿から 70 年以上が経過し，被⇿体験を

直接語り継ぐことができる方が減少している中，被⇿者

の被⇿体験や平和への思いを次世代に確実に伝えるため，

被⇿体験証言者の被⇿体験等を受け継ぎ，それを伝える

「被⇿体験伝承者」を養成する研修を 2012 年度から開催

している 4），5）．同様に長崎市でも，2014 年度から被⇿

2 世・3 世等の家族等が体験を語り継ぐ「家族証言者」に

なるための支援，2016 年度から家族以外の人を対象にし

た「交流証言者」になるための事業が行われている 6）． 

 筆頭著者は，持続可能な災害伝承（本稿では，震災伝

承）の「担い手」には，1）プレイヤーとしての語り部・

ガイド，2）マネージャーやコーディネーターとしてのス

タッフ，3）プレイヤーでもマネージャーでもない協力者

といった，3 つの「担い手」が存在すると捉えている 7）．

1）については，前述したように，被⇿体験を伝える語り

手を養成するプログラムが開発・実装されている 4）～6）．

3）の協力者とは，応援してくれる人，支援してくれる人

などの存在である．2）マネージャーやコーディネーター

としてのスタッフとは，企画立案・ニーズマッチングを

行う立場である．プレイヤー機能だけでは，震災伝承活

動は実施できない．持続可能な震災伝承の仕組みを構築

するためには，プレイヤーのみならず，スタッフ人材の

育成も欠かせない． 

 プレイヤー向けだけではなく，スタッフ人材向けに研

修等を行うプログラムも徐々に開発され，実装されてき

ている．3.11 メモリアルネットワークでは，2020 年度に

「3.11 伝承力アップ講座」として，組織運営，地域連携，

支援の論理，メディア対応の観点から研修を行う「マネ

ジメント研修」が実施された 8）．また，宮城県では，当

時の震災復興推進課が担当になり（現：復興支援・伝承

課），伝承活動団体・個人，震災伝承施設関係者，自主

防災組織，教育機関を対象にした「宮城県震災伝承活動

推進研修」を 2020 年度に実施した． 

本稿では，宮城県が 2020 年度に主催した研修を対象に，

研修で参加者が得たアウトカムを分析することで，スタ

ッフ人材の育成や連携実現の可能性を検証することを目

的とする． 

 

２．研修の概要 
 「宮城県震災伝承活動推進研修」は，各地での活動・

取り組みについて，対話・議論の中で「深い」ところを

知り，関係者どうしが学び合う研修として設計された．

筆頭著者は，本研修のアドバイザーを担当した．以下に

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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2020 年度に実施された全 3 回（全 4 部）の研修会の概要

を示す． 

 

(1)  第 1 回研修（第 1 部）気仙沼 

2020 年 12 月 3 日（木） 

参加者：行政・施設運営 5 名，語り部 10 名，大学 5 名，

その他 1 名（計 21 名） 

13:00 開会 

13:05 階上地区まちづくり振興協議会 

   （杉ノ下地区での語り部） 

14:00 各自，気仙沼市震災遺構・伝承館へ移動 

14:15 気仙沼市震災遺構・伝承館見学 

（伝承館語り部による案内） 

15:45 佐藤克美館長による解説 

   （行政の施設展示の工夫，語り部ネットワーク） 

16:05 ふりかえりワークショップ 

   「学びを共有し，自分・組織に知恵を取り込む」 

16:50 閉会 

 

 
図 1 第 1 回研修（第 1 部）の様子（気仙沼） 

 

(2)  第 1 回研修（第 2 部） 南三陸 

2020 年 12 月 3 日（木） 

参加者：語り部 3 名，その他 1 名（計 4 名） 

19:00 いりやど職員三浦貴裕氏より取り組み紹介 

19:30 ふりかえりワークショップ 

  「現在と今後の伝承の課題や展望」 

 

 
図 2 第 1 回研修（第 2 部）の様子（南三陸） 

 

(3)  第 2 回研修 栗原 

2020 年 12 月 4 日（金） 

参加者：語り部 4 名，その他 1 名 

09:30 開会 

09:40 栗駒山麓ジオパークビジターセンター見学 

   （スタッフによる案内） 

10:40 職員佐藤英和氏による解説 

   （施設運営の工夫，ジオガイドとの連携等） 

11:00 ふりかえりワークショップ 

   「学びを共有し，自分・組織に知恵を取り込む」 

12:00 閉会 

 

 
図 3 第 2 回研修の様子（栗原） 

 

(4)  第 3 回研修 山元 

2021 年 1 月 18 日（月） 

参加者：行政・施設運営 20 名，語り部 18 名，大学 4

名，その他 2 名（計 44 名） 

13:00 開会 

13:10 震災遺構中浜小学校見学 

    震災遺構語り部：井上剛氏， 

山元町職員：八鍬智浩氏 

14:30 つばめの杜ひだまりホールへ移動 

14:50 山元町職員 八鍬智浩氏による解説 

15:10 やまもと語り部の会 井上剛氏による解説 

15:30 ふりかえりワークショップ 

「学びを共有し，自分・組織に知恵を取り込む」 

16:30   閉会 

 

 
図 4 第 3 回研修の様子（山元） 

 

 
図 5 研修内容に対する学びの程度 

 

(5)  参加者からの評価 

 本研修では，参加者に対してアンケート調査を行い，

研修内容に対する評価等を得た．回収数は，第 1 回第 1

部（気仙沼）で 15 票，第 1 回第 2 部（南三陸）で 4 票，

第 2 回（栗原）で 5 票，第 3 回（山元）で 44 票である． 

図 5 に，各研修内容に対して，その「学びの程度」を

「1．学びがなかった」「2．あまり学びがなかった」「3．

ふつう」「4．学びになった」「5．大変学びになった」

の 5 段階で問うた結果を示す．参加人数，アンケート回
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収数とも多い第 1 回第 1 部（気仙沼）と第 3 回（山元）

を見ると，いずれの研修内容も「5．大変学びになった」

という評価が 6～8 割であり，「4．学びになった」の評

価を含めると約 9割である（図 5）．令和 2年度の研修内

容が，参加者にとって学びが多かった機会となっていた

ことが分かる． 

 

３．ふりかわりワークシートの開発 
 ふりかえりワークに用いた「ふりかえりワークシート」

を図 6 に示す．感染症拡大防止の観点から，ふりかえり

ワークは非対面形式で行うこととした．このふりかえり

ワークシートには，左欄に「はじめて知ったこと」「意

外だと思ったこと」，中央欄に「そのままやってみたい

こと」「応用してみたいこと」，右欄に「研修中に聞く

ことができなかった質問」を参加者に記入してもらう形

式になっている．以上の 3 つの欄は，①「参加者は，ど

んなことに気づいたか，どんなことを学んだか」，②

「参加者は，（研修を通して）どんな新しい目標をもっ

たか」，③「参加者がもっと知りたいこと」に対応して

いる． 

 

 
図 6 研修で用いたふりかえりワークシート 

 

４．結果・考察 
 ふりかえりワークで参加者が記入した内容のうち，①

「参加者は，どんなことに気づいたか，どんなことを学

んだか」（「はじめて知ったこと」「意外だと思ったこ

と」），②「参加者は，どんな新しい目標をもったか」

（「そのままやってみたいこと」「応用してみたいこ

と」）について内容分析を行った．記入内容は自由回答

で得ているために，それをそのまま集計することはでき

ない．アドバイザーが自由回答を集計する内容分析とい

う手法を用いて，同じ内容・意図の回答を集約し，各回

答の表記ゆれを調整して回答数を計算した． 

 以下のふりかえりワークの内容分析の結果について，

「参加者は，どんなことに気づいたか，どんなことを学

んだか」の例を以下に挙げる． 

・ 気仙沼：語り部として多くの中高生が活躍している

こと（8 件） 

・ 気仙沼：館長が伝承館を広め来訪者を増やすため，

全国への広報活動として様々な手法（SNS やメディ

アの活用など）を試みていること（5 件） 

・ 南三陸：ニーズに応じてオーダーメイドの研修プロ

グラムを実施していること（5 件） 

・ 南三陸：高齢化による人口減少，人々の交流不足に

よりつながりが十分でないなどの問題があること

（5 件） 

・ 栗原：ジオガイド養成のためのパーク講座・ガイド

講座を 2 年間のカリキュラムで実施していること

（2 件） 

・ 栗原：財源として，市が負担している以外に研究費

助成金制度や，企業版ふるさと納税の活用などをし

ていること（2 件） 

・ 山元：自分のこととしてとらえ 答えを与えるので

はなく問いを投げかける方式にしていること（4 件） 

・ 山元：ガイドの資料を作成する際，最低ラインを抑

えて語り部の個性を大切にしたこと（2 件） 

 以上を見ると，「参加者は，どんなことに気づいたか，

どんなことを学んだか」は，各伝承施設や語り部・ガイ

ドが伝えている内容だけでなく，施設や団体の成り立ち

や優れた伝承方法や運営・連携方法について言及してい

るものが多いことが分かった． 

 次に，ふりかえりワークの内容分析の結果のうち，

「参加者は，どんな新しい目標をもったか」の例を以下

に挙げる． 

・ 気仙沼：SNS やインスタで写真をとるなどの取り組

み（広報，フットワーク軽く活動すること）（7 件） 

・ 気仙沼：中学生，高校生の語り部ガイドを育成し，

次世代を育てること（6 件） 

・ 気仙沼：子どもたち，若者に「やってみない？」と

問いかける場を作ることさらに見せ場をつくること

（5 件） 

・ 南三陸：若い世代が活躍できる帰れるまちをつくる

こと，未来を創る人を育てること（4 件） 

・ 南三陸：オンラインでも研修プログラムを実施する

こと（2 件） 

・ 栗原：災害そのものではなく，地域の情報と自然を

感じさせるような災害学習コーナーを設けること

（2 件） 

・ 栗原：いろいろな手段で学校へアプローチをかける

こと（1 件） 

 以上の結果を見ると，「参加者は，どんなことに気づ

いたか，どんなことを学んだか」において記述のあった

施設や団体が行っている優れた伝承方法や運営・連携方

法を「そのままやってみたい」「応用して取り組んでみ

たいこと」として述べられていることが分かった．この

「参加者は，どんな新しい目標をもったか」は，第 1 回

第 1 部（気仙沼）で 16 種類（40 件），第 1 回第 2 部（南

三陸）で 8 種類（15 件），第 2 回（栗原）で 11 種類（12

件），第 3 回（山元）で 50 種類（122 件）あった．「気

づき・学び」を参加者が持ち帰るだけでなく，参加者に

「新たな目標」が多数できたことは，本研修の効果を表

していると言える． 

 なお，図 5 で示した「学びの程度」では，選択肢を選

んだ理由を自由回答で問うている，全 4 回の研修のうち，

ふりかわりワークについて「5．大変学びになった」と回

答した参加者からの自由回答を次に示す．「文字にして

みるとまとまりますね．」「 終わってすぐのワークは，

その場でみなさんと共有できることが多いので，楽しく

参加できました．やりっぱなしではなく，学びと心の整

理もできて，今後も取り入れてほしいことだと思いま

す．」「他の人の意見を聞きながら，体制や仕組みなど

を知れて良かった．」「たくさんの質問がでてよかった．

自分では思いつかない質問も聞けるので，大変良い学び

となった．」「時間が押している内，非常に中身が濃い

まとめとなっており．司会の優秀さもまた非常に良かっ

た．」「 アットホームな雰囲気の中で，笑いながらで

-  29 -



 

  

心をほどくことができました．連携ができているなと感

じました．」「時間が足りない．もっと意見交換したか

った．」 

 

５．おわりに 
 本研修を通して，以下のことが明らかになった： 

1） 同じ県内の活動団体・個人であっても，互いの震災

伝承活動の内容について，必ずしも知らない 

2） 施設や団体ごとに，参考にすべき異なる特徴がある 

3） 座学，講話，ふりかえりワークの中での参加者相互

の対話の中で，新たな活動目標をもつことができた 

 「研修」というと，何らかのスキル・技術を向上させ

ることのようにもとられるが，本研修では，お互いを知

るということ，気づき・発見，交流・対話を通すことで，

それぞれの方に今後の活動目標ができた事業となった．

この新たな活動目標は「次，これからどうするか」を規

定するものであり，「震災伝承活動の持続可能性」に大

きな影響を及ぼすものになる．このような研修の機会が，

震災伝承活動が充実したものになるだけでなく，持続可

能な震災伝承活動に貢献することが期待される． 
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１．はじめに 
大規模な自然災害が多発する昨今，過去の災害におけ

る災害対応の経験や教訓を継承し，今後の災害対策へ生

かしていくことは重要である． 
自治体に着目した場合，職員向けの防災訓練や防災研

修を実施するためには，職員の意識の低下，検討時間や

ノウハウの不足等が課題となっている 1）．

特に，災害の発生から時間が経過した自治体において

は，当時の経験者の多くが退職し，そういった継承に係

る取組みの実施がますます難しくなると想定されるが，

本稿では，発生から四半世紀が経過した阪神・淡路大震

災の被災自治体における防災訓練や防災研修等に関して

インタビュー調査を行った結果から特徴的な取組みを紹

介する．

２．西宮市における取組み 
西宮市では，防災訓練や防災研修等の取組みとして，

市の局別の防災訓練や市民も参加する総合防災訓練等が

実施されている． 
(1) 各局防災訓練

市の各局が主体となり毎年度 3 回，各局の職員向けの
防災訓練が企画・実施されている． 
各局で課長級 1名と係長級 1名の計 2名が防災担当と
して指名されており，各局の防災担当がそれぞれ訓練の

内容を検討し，実施している．西宮市では，限られた経

営資源を効率的，効果的に活用するため，各局に人事，

組織，財政に関する権限を委譲しており，局ごとに独自

に検討・実施することの 1 つとして，この防災訓練も位
置づけられている． 
訓練の内容は，各防災担当に一任されているが，局に

よっては，阪神・淡路大震災の経験・教訓を学ぶことを

意図した内容のものを実施しているところもある．例え

ば，震災発生から 20 年のタイミングで作成された冊子
「市 OB職員に震災当時の話を聞く」2)を読んで，感想を

整理し，同じ職場にその内容を還元するという企画を行

っている．また他の局では，災害対応カードゲーム「ク

ロスロード」3）を実施した後に，震災を経験した職員か

らの話を聞く企画を行っている．これはクロスロードを

通じ災害現場で判断に困ることを体験し，体験者それぞ

れが問題意識を持ったうえで，実際の現場でどのような

ことに苦労したか，また当時の解決策としてどのような

対応があったか等を聞くことができる．

既存の研究では，経験・教訓を継承していくために，

伝えられる側の能動的な姿勢が必要だとされていること 4）

や，災害を体験した当事者からの生語りが伝承事項の記

憶の持続性から効果的であること 5）などが示されており,
こうした取組みは有用な機会になるものと考えられる． 
(2) 総合防災訓練

毎年度，市民や関係機関を巻き込んだ総合防災訓練が

実施されている．近年は，南海トラフ巨大地震による津

波が発生した場合の避難訓練など，直近の課題へ対応す

ることを主眼とした内容となっており，(1)と同様，各局
の防災担当がそれぞれの局で内容を企画し実施している． 
西宮市では，平成 30 年第 21 号台風によって，臨海部
を中心に浸水被害が生じた．令和元年度は，訓練会場が

浸水被害のあった臨海部であったこともあり，周辺に立

地している民間企業の参加意欲が高く，「ぜひ土嚢積み

の訓練を社員に経験させたい」などという反応も多く見

られた．このように民間企業も被災直後の防災に対する

問題意識は高いが，意識を行動・実践に移すことのでき

る場面は必ずしも多くないため，こういった企画は災害

の経験をもとに災害対応力を高める貴重な機会になった

ものと考えられる． 
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(3) 職員研修

新規採用職員向けの研修の一環で，阪神・淡路大震災

当時の経験・教訓を，当時の職員から聞く時間が設定さ

れている．震災で多くの方が犠牲になったことから，市

の阪神・淡路大震災の最大の課題である人命救助にフォ

ーカスし，当時その対応に従事した職員が講師となり，

人命救助の困難さと大切さを伝えるものとして実施され

てきた．近年では，阪神・淡路大震災以降の災害事例も

踏まえ，市の地域防災計画の事務分掌に関しては，市の

一般職員は消防などの専門職が円滑に活動できる後方支

援に特化する方向で検討がされており，研修の内容につ

いても近年の考え方に沿ったものとすることが検討され

ている． 

３．宝塚市における取組み 
宝塚市でも，災害に備えた訓練や研修等の取組みとし

て，市民も参加する総合防災訓練や職員研修等が実施さ

れている． 
(1) 総合防災訓練

これまで，市民や関係機関を巻き込んだ総合防災訓練

等が実施されている． 
令和元年度は，図上訓練形式で情報伝達訓練が行われ

た．市の情報処理班が，コントローラーから付与された

情報の内容に応じて，必要な対応を市の部署や関係機関

に振り分けるというものだった． 
避難所の設置・運営訓練等も実施されてきたが，令和

2 年度は，新型コロナウイルス感染拡大防止対策を含め
て実施される等，必ずしも過去の災害の経験だけによら

ず，その時点で必要とされる課題にあわせた内容で企

画・実施されている． 
(2) 職員研修

職員を対象とした各種研修が実施されているが、係長

へ昇級した職員を対象とした研修には，現在の市の防災

体制について習得する時間が設けられている． 
(3) その他の関連する取組み

近年の市の事業としては，阪神・淡路大震災時の経

験・教訓を伝えるものとして以下の取組みが実施されて

おり，阪神・淡路大震災の風化を防ぐとともに，東日本

大震災等，近年発生した災害への支援も踏まえた市の防

災体制の在り方を考える企画としても実施されている． 
①阪神・淡路大震災追悼行事「祈りのともしび」

市内犠牲者の追悼を行う行事で，震災が起こった 1
月 17日 5時 46分に，犠牲者数にあわせた数の灯篭に
明かりを灯し，黙祷を行う．平成 29年度より，市職員
の被災体験をパネルで展示し，当時の経験を知っても

らうきっかけとしている（令和 2 年度は，新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため中止となっている）．

②子どもたちが書いた震災の作文の公開

震災当時の小中学生が書いた震災に関する作文，

「宝塚の 10年後，30年後」について，すべての作文を
複写したものを製本して市総合防災課で閲覧できるよ

うにしている． 
③宝塚防災ラジオ deウォーク
ラジオを聴きながら地域の避難所や被災箇所をスタ

ンプラリー形式で歩きながら巡るという体験型防災イ

ベントである．市として東日本大震災の被災地支援も

継続しており，3月 11日付近の日にこのイベントを実
施することで，2 つの震災をつなぎ東北を応援しなが
ら未来のまちの防災に生かすことを目指している（令

和元年度及び令和 2 年度は，新型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止となっている）． 

４．おわりに 
災害の発生から時間が経過した自治体においては，当

該の災害の経験・教訓を伝えていくことの重要性は認識

されているものの，当時の対応を知る職員が少なくなっ

ており，伝えることのできる人材の確保が難しくなって

いる． 
また，近年様々な大規模災害が発生し，それに伴い法

律や制度も改正されており，単に過去の災害の経験・教

訓を伝えることよりも，近年の災害の課題等も踏まえて，

市の防災体制を充実させることが必要だという認識もさ

れている． 
一方で，阪神・淡路大震災を市職員として直接経験し

ていない世代が増える中，公務員としての災害時の使命

や心構えなどを改めて啓発することも必要になっている．

近年起こった災害に基づく最新の知見を踏まえつつも，

記録資料の精読や当時の経験者から話を聞き，自らの問

題意識を持ったうえ，今後の災害対応へ生かすべき内容

を各自で検討し発信することも有用と考えられる． 
また，こうした取組みについては，災害の発生から時

間が経過するにつれて，改めて単独の研修等の機会を設

けることは容易ではなくなると想定されるため，組織を

あげて全庁的に実施する事項へ組み込むか，新規採用職

員や昇級した職員への研修など，定期的に必ず実施する

事項の一環として組み込むこと等が望ましい． 
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１．はじめに 
 
 我が国では，観光立国を目指し国内外から多くの観光

客を招致しており，特に近年では，地域活性化などを目

的とし日本国内の地方自治体は地元に世界遺産登録を目

指す活動が多く見られる．世界遺産に登録されることに

より，国内外の観光客が多く訪れ多くの経済効果をもた

らすなどのプラスの面がある一方で，観光客が一挙に来

訪することにより，災害時の避難や観光客の安全を確保

することは非常に難しくなり，帰宅困難者の増加やター

ミナル等において二次災害を巻き起こすことも想定され

る．実際に，東日本大震災においても観光客らが自治体

の発信する避難指示を理解できなかったり，避難先がわ

からなかったり，宿泊していたホテルが利用できず避難

生活を余儀なくされたりという課題が発生していた1)． 
 このように，日本国内において世界遺産登録を進める

活動が盛んとなっている中，観光客の招致を目的としな

がらも観光客が多く集まることで防災において対応が難

しくなるというジレンマを抱えていることが指摘される．

また，自治体では災害時は地元の地域住民の安全を守る

ことが最優先となる．その中で，観光客の安全をどのよ

うに守るのか，どのように扱うのかは重要な課題となっ

てくる．地域の安全のために観光客の安全確保に努める

ことは地元住民の新たな被害を最小限に抑えるためにも

考慮しなくてはならない． 
そこで本研究では，現在世界遺産に登録されている遺

産を保有している自治体の地域防災計画から世界遺産を

保有している地域の観光客に対する災害時の対応や対策

について特徴にわけ，世界遺産保有地域における地域防

災計画の現状を分析した． 

 

２．研究分析の方法 
⑴ 対象地域 
 今回の研究で対象とした自治体の地域防災計画は表１

の通りである．現在日本国内で世界遺産に登録されてい

る23の遺産の中から自然遺産として登録された遺産と，

遺産が複数の都道府県にまたがって登録されているもの

を除いた14の単独地域で指定されている文化遺産を対象

とした．理由としては，自然遺産として登録されている

遺産は地域の特色が強く，「屋久島，小笠原諸島などの

ように文化遺産地域」と比べると，特徴を抽出するのが

困難であったからである．また，複数の都道府県にまた

がって登録されている遺産は多くが点在して登録されて

いるものが多く，例えば「紀伊山地の霊場と参詣道」

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連」「明治日本の

産業革命遺産」などのように，主体となる世界遺産がわ

かりにくいことなどを理由に今回は除外することとした． 

 

⑵ 地域防災計画から特徴の抽出 
対象とした14の自治体の地域防災計画から観光客につ

いての記載がある部分を抜き出しグラフ化した． 

例) 奈良市地域防災計画 

第2章災害予防計画 第3節 災害に強い市民づくり計画2) 

「誘導標識や冊子の整備 避難所への誘導標識等に，多
言語の外国語や絵（ピクトグラム）による標示をつけ加
えるなど，誘導標識の整備に努める．また，外国人向け
の防災リーフレット等の広報印刷物の作成・配布に努め，
表記は多言語となるように配慮する」 
より，①誘導標識の設置②多言語化③防災リーフレット，

広報印刷物の作成・配布の3つを抽出した. 
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⑶ 地域防災計画のグループ分け 
 抽出した結果を利用し，14の地域防災計

画をグループ分けし，それぞれのグループ

でどのような特徴を持っているのかを分析

した． 

 

 
３．分析結果 
 14の自治体の地域防災計画から観光客に

対する項目を抽出した結果，それぞれ災害

が発生する前の対策について考慮されてい

るものを事前対策，災害が発生した後の対

応について考慮されているものを事後対応

として分類した．そして，事前対策・事後

対応を対策の内容ごとに分け分析したとこ

ろ，①人への対策②掲示物等への対策③避

難についての対策④津波に対する対策⑤観

光団体への責務⑥自治体の責務⑦地域との

連携⑧外国人に対する対策⑨情報の整備の

9つの項目に分けることができた． 

 
⑴ 事前対策 
その結果，表２より事前対策で①人への

対策では17の対策が見られ，17の対策を構

成する40の要素が見られた．②掲示物等へ

の対策では5の対策に，14の要素見られ

た．③避難についての対策では，8の対策

に16の要素が見られた．④津波に対する対

策では，5の対策に10の要素が見られた．

⑤観光団体への責務は，6の対策に16の要

素が見られた．⑥自治体の責務では，4の

対策に11の要素が見られた．⑦地域との連

携では，2の対策に3の要素が見られた．⑧

外国人に対する対策では，3の対策に12の

要素が見られた．⑨情報の整備では，2の

対策に9の要素が見られた．全体では9つの

項目，52の対策，131の要素にわけること

ができた． 
 
⑵ 事後対応 
 表３より，事後対応で①人への対策では

4の対策が見られ，4の対策を構成する5の

要素が見られた．②掲示物等への対策にお

いては確認できなかった．③避難について

の対策では，1の対策に1の要素が見られ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１ 対象とした世界遺産と地域防災計画 

表２ 事前対策と自治体地域防災計画の対応表 
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た．④津波に対する対策では，1の対策に1

の要素が見られた．⑤観光団体への責務

は，2の対策に4の要素が見られた．⑥自治

体の責務では，11の対策に23の要素が見ら

⑦地域との連携では，3の対策に3の要素が

見られた．⑧外国人に対する対策では，1の

対策に1の要素が見られた．⑨情報の整備で

は，2の対策に3の要素が見られた．全体で9

つの項目，25の対策，41の要素にわけるこ

とができた． 

 

⑶ まとめ 
 これらのことから，地域防災計画におい

ては観光客に対する対応として事後対応よ

りも事前対策に重点が置かれ考慮されてい

ることがわかった． 

 また，事前対策では多言語化と案内板・

標識の設置による避難誘導が8の自治体で行

われていることがわかった．また，京都市

と日光市では多くの項目に渡って様々な対

策がとられていることもわかった． 

 事後対応では，自治体による救出活動や

情報伝達が事後対応の中では最も考慮され

ていた点であった．一方で，事後対応につ

いては考慮されていない地域も複数見られ

た． 

図１の事前対策を分類したものを見ると，130の要素

の中で防災訓練や避難訓練，防災教育，防災品の備蓄や

輸送体制づくりといった人への対策が40の要素を占めて

おり事前対策の中の31%が人への対策となっていた．旅

館等の観光客の受け入れや宿泊地において被害状況など

を説明できるような啓発活動などの地域との連携は2%し

か行われておらず，世界遺産を保有する地域でも地域の

施設等と協力した対策が取られた防災計画を挙げている

ところは少なかった． 

図２の事後対応を分類したものを見ると，安否確認や

対策本部による観光客の被害の把握，自治体による救出

活動など自治体の責務が全体の55%を占めており事後対応

の半分が自治体に向けた対策を記載している防災計画が

多かった． 

 

 

４．地域防災計画の分類 
 14の地域防災計画を分析した結果より，事前対策と事

後対応がどの程度考慮されているのか，それぞれ観光施

設団体と自治体のどちらが中心となって行うのかにより、

5つのグループに分け特徴について考察した． 

 

⑴ 全体包括型 
・京都市観光客帰宅困難者対策 

・奈良市地域防災計画 

・日光市地域防災計画 

・那覇市地域防災計画 

 

 事前対策，事後対応とも検討されており観光施設団体

と自治体の双方の協力を前提とした計画が作成されてい

る．都市そのものが観光地であることや，有名な観光名

所が世界遺産として登録されているなど多くの観光資源

を持っている地域ならではの計画が見られた． 

 

 

 

図１ 事前対策の分類 

 

     図２ 事後対応の分類 

 

 

 

 

表３ 事後対策と自治体地域防災計画の対応表 
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⑵ 観光地施設中心型 
 ・姫路市地域防災計画 

 ・斑鳩町地域防災計画 

 

事前対策，事後対応とも検討されているが，観光施設

団体をメインとして防災対策が検討されている．世界遺

産に指定された文化財が限られた地域で見られる計画で

もあり，観光施設団体を中心として災害時に観光客をサ

ポートする点が見られた．災害時の観光客の対応はそれ

ぞれの観光地で対応するように検討されていた． 

 

⑶ 観光施設中心情報型 
・白川村地域防災計画 

 

 事前対策，事後対応とも情報面でのサポートが厚くみ

られ，自治体よりも観光施設団体を中心とした防災対策

がメインとされた計画．宿泊地・観光地での災害情報提

供など他の地域の防災計画に比べると情報面でのサポー

トが手厚く見られた．これは都市圏から離れているとい

う立地的な関係もあり，災害時には孤立することも考え

られるなど地域の特性が濃く見られる計画となっていた． 

 

⑷ 観光施設中心事前対策型 
 ・平泉地域防災計画 

 ・廿日市市地域防災計画 

 ・大田市地域防災計画 

 

 事前対策について主に考慮されていた．また，観光施

設を中心として防災時観光客をサポートすることとなっ

ていた． 

 

⑸ 自治体中心事後対応型 
 ・富岡市地域防災計画 

 ・宗像市地域防災計画 

 

 事後対応が主に考慮されていた．また，自治体による

対応策が多く，災害発生時に観光客と地域住民の双方の

サポートを行う旨が見られた． 

そして，そのほかに広島市地域防災計画と堺市防災計

画では観光客に特記した防災計画は見受けられなかった．

また，母体となる広島県や大阪府の地域防災計画でも観

光客だけに触れられた記述が少ないことも特徴として見

られた． 

 

 

５．結論と考察 
 
14の地域防災計画において観光客に対する災害時の対

応について分析した結果，事前対策と事後対応では事前

対策に重きが置かれていた．これは，地域防災計画その

ものが事前対策について考慮したものが多いことが見ら

れるなど，地域防災計画の性質上事前対策に重点が置か

れているのは当然のことであるかもしれない．また，事

前対策では防災教育や避難訓練といった観光施設の従業

員などの人に対する対策が多く見られた．そのほかにも，

それぞれの対策を構成する要素を見ると案内板や標識の

設置，外国からの観光客にも対応できるように多言語化

による配慮などが7つの自治体で行われており最も多かっ

たことがしめされた．  

一方，事後対応記述は事前対策と比べると少ない記述

であった，また自治体による対応が大部分を占めており，

観光客の救出活動や避難誘導，情報伝達が４自治体で考

慮されていた．事前対策に比べる十分に考慮されている

と言える地域防災計画は見られなかったため，今後の課

題といえる．  

また，観光施設団体を中心とした対策・対応をメイン

とした地域防災計画が多く，自治体が主体となる対策や

対応を地域防災計画に記載している地域は少なかった．

そのため，それぞれの観光施設ごとで災害時に観光客の

対応に応じることが求められ，災害に対する対策につい

ても各観光施設での検討することが望まれていた．  

そして，14の地域防災計画をグループ分けした結果を

見ると，観光都市である地域では地域防災計画に観光客

への対応が様々なパターンで考慮されていた．一方で，

世界遺産だけが観光資源であるような地域ではその観光

資源の周辺で対応するような偏りが見られた．また，世

界遺産に登録されたから10年程度の文化財等を保有する

地域防災計画では，観光客に配慮した記述が少ないこと

も見受けられ，世界遺産に登録されていから観光地とし

て防災について配慮する余裕ができるまでには時間がか

かるのではないかと考えた． 

最後に振り返ると，世界遺産を保有する地域でも地域

防災計画に総合的なものはなく，各自治体に依存した特

有の計画となっていることが示された．ユネスコの指針

にもある通り，文化財保護の観点から文化財を保護する

計画はすべての世界遺産が保有している３)ものの，訪問

者の安全や避難計画を持っている地域はごく僅かであり，

それぞれの自治体の地域防災計画においても「観光客」

対策は具体的に行われているものはなかった． 

結局記述されている防災計画そのものが自治体の計画

であり，地域住民のための計画でもある中で，住民に含

まれない「観光客」をどのように扱うか責任主体が曖昧

であるのが現状である．そのため，今後の課題として自

治体が世界遺産に観光客を誘致する活動で，その観光客

の安全について，どこが主体となり責任を持って観光客

を保護するのか考える必要があるのではなかろうか． 
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伊能図に見られる津波災害地名の伝承性と被災リスクについての検証 
Verification on Traditional Characteristics of the Tsunami Disaster Place Name and 

Disaster Risk in the Ino Map 
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   The Ino map, which was completed at the end of the Edo period, contains spatial information such as village, county,  
temples and shrine, castles, and natural place names, in addition to location information such as coastlines and roads at 
that time. We thought that the effect of the effectiveness on the temporal and spatial changes of tsunami disaster place 
names and the risk of natural disasters could be verified by utilizing this old spatial information. In this study, we 
investigated the existence rate and disappearance time of tsunami disaster place names in the Ino map extracted by 
spatial information analysis, and evaluated the risks of various natural disasters. 
 
Keywords : Ino Map, tsunami, place name, spatial information analysis 
 

 
１．はじめに 
 その土地の自然災害被災履歴を暗示する災害地名は，

地域社会の中で受け継がれてきた災害文化を構成する重

要な要素の一つである．江戸時代末期に完成された伊能

図には，当時の海岸線や街道などの位置情報のほか，村

名・郡名・国名・寺社名・城郭・自然地名といった空間

情報が記載されている．著者らはこれを活用することで，

津波災害地名の時間的・空間的な変遷や自然災害被災リ

スクに対する有効性の効果を検証できるのではないかと

考えた．本研究では，空間情報解析で抽出された伊能図

の津波災害地名を対象に，その現存率や消失時期を調べ，

各種自然災害被災リスクについて評価した． 
 
２．研究内容 
 本研究では，既存の書籍 1）から津波に関する災害地名

（27 音表記・141 種の具体的な漢字表記）をリスト化し，
「津波災害地名」とした．伊能図の空間情報は，「デジ

タル伊能図プロフェッショナル版」（河出書房）に拠っ

た．まず，「デジタル伊能図」に収められている地名

36,474 地点から「津波災害地名」919 地点を抽出した 

（図-1）．次に緯度・経度情報から逆ジオコーデイング

解析を行い，各地点の現在の住所を取得した．現住所の

表記の中に「津波災害地名」が含有されていれば現存，

そうでなければ消失として，伊能図の津波災害地名の現

存率を算出した．各種自然災害被災リスク（津波浸水・

洪水浸水・土砂災害）については，国土数値情報で公開

されているデータを用いて評価した．なお，国土数値情

報の津波浸水区域情報が現時点で 24府県しか公開されて
いないため，全都道府県のデータが公開されている洪水

浸水・土砂災害リスクの評価においてもこれに合わせる

かたちで評価した（リスク解析対象地点は 539 地点）．
最後に，伊能図の「津波災害地名」が消失している地点

のうち，時系列地形図閲覧サイト「今昔マップ on the web」

で確認できる 14地点について，明治以降どのタイミング
で消失したかを追跡した． 
 
３．結果と考察 
 図-2 に伊能図における海岸線位置の現標高を示す．当

時琉球国であった沖縄県（伊能隊による測量データなし）

を除く地点で標高値がゼロを超えており，埋立等による

地形改変の影響がうかがえる．図-3 に伊能図での津波災

害地名の区分別出現数と現存率を示す．最も多い「町村」

名は現在の住所表記では 3 割程度の現存にとどまってい
た．一方，かつて宿駅であった地点の地名は 7 割近くが
現存していた．図-4は 24府県の津波浸水想定区域内に現
存している「津波災害地名」が顕示しうる自然災害の内

 
図-1 伊能図と津波災害地名の空間分布 

（●国土数値情報津波浸水想定区域データあり●なし） 
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訳を示したものである．津波だけに限定される災害地名

は皆無で，水害や土砂災害の可能性も併せて示唆するも

のとなっている．図-5に出現頻度の高い上位 10種の津波
災害地名の被災率・現存率を示す．本図より，現存率 2
割を下回る「灘」は被災率は 8 割近くとなっており，津
波被災リスクを顕示する貴重な災害地名の一つであると

考えられる．一方，伊能図で最も出現頻度の高かった津

波災害地名「上村」については，現在はほとんど存在せ

ず，被災リスクも小さいものとなっていた．図-6 に伊能

図における津波災害地名の被災パターンの内訳を示す．

最も多いのは土砂災害で全体の約半分を占めていた．一

方，津波については単独被災で約 7％，土砂災害や洪水
浸水との複合被災を含めても約 20％にとどまっていた．

しかし，この区分での津波災害地名の現存率（図-7）を

みると，津波浸水リスクがある地点では土砂災害や洪水

浸水よりも高くなっており，津波災害地名としての有効

性を示す結果が得られた．消失した津波災害地名の消失

時期については，明治期が最多を占めていることがわか

ったが，その多くが明治 22年の市制町村制施行（いわゆ
る明治の大合併）のタイミングによるものだったと考え

られる． 
 
参考文献 
1) 遠藤宏之『地名は災害を警告する』，技術評論社，

pp.164-228，2013年． 

 
図-2 伊能図海岸線の標高              図-3 津波災害地名の出現区分 

 
図-4 津波災害地名の区分（津波浸水区域内） 図-5 津波災害地名の被災率・現存率（出現上位 10種） 

        
図-6 津波災害地名の自然災害被災リスク内訳  図-7 被災リスクを有する地点の 

津波災害地名の現存率 
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東日本大震災の震災伝承施設への支払意思額と 
施設での学習・体験内容の関連分析 

Analysis of the Relationship between Willingness to Pay and the Contents of Learning 
and Experience at the Disaster Memorial Facilities of the 2011 Great East Japan 

Earthquake 
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Yu WATANABE1 ,Shosuke SATO2 and Fumihiko IMAMURA2 
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   There are many Disaster Memorial Facilities in the affected area by the 2011 Great East Japan Earthquake. However, 
it is still unclear which part of the exhibits and programs of the facilities the visitors find most valuable. This study 
aims to clarify which contents of learning and experience content at the facilities brings high willingness to pay (WTP)  
for the entrance fee. We conducted an Internet survey of people who had visited and studied in the disaster area 
(N=1200). The results showed that the respondents showed significantly higher WTP if they could interact with people 
in the disaster area, learn about recovery and reconstruction and post-disaster damage mitigation measures, and visit 
tourist spots near the facility. 
Keywords : Disaster Memorial Facilities, the Great East Japan Earthquake, disaster tradition, willingness to pay 
 

 
１．はじめに 
東日本大震災の被災地には，2021年 4月時点で 276 件の
震災伝承施設が登録されており，震災の実態と教訓が発

信されている 1）．これまで門倉ら 2）により，仙台市の 2
つの震災伝承施設を対象に利用者の満足度に影響する要

因が明らかにされている．しかし，東日本大震災被災地

全体の伝承施設を対象にして，伝承施設の利用者が展示

やプログラムのどの部分に価値を見出しているのかを明

らかにした研究はない． 
本研究は，震災伝承施設の利用者が施設の展示やプログ

ラムのどの部分に価値を見出すのかを明らかにするため

に，利用料に対する支払意思額と施設での学習内容や体

験内容の関係性を明らかにすることを目的とする．  
 
２．手法 
(1) 調査概要 
本研究は，2021年 1月 20日から 1月 27日の間にイン

ターネット調査を実施した．調査対象は，2011年 3月 12
日から回答日までに東日本大震災の沿岸被災地及び震災

伝承施設（第 3 分類）の登録がある市町村に訪れたこと
がある人 600 名，学習目的ではないが訪れたことのある
人 600 名，被災地を訪れたことのない人 600 名であり，
それぞれ 20 代から 60 代以上の男女を性年代別の均等割
付でサンプリングした．震災伝承施設（第 3 分類）は，
2021年 1月 10日時点で登録されていた 46施設を対象に
した．本研究は，訪問経験のある 1200名のうち無効回答
を除いた 1175名を対象にして分析を行った． 
(2) 支払意思額（Willingness to Pay, WTP）の測定 
本研究では，回答者が訪問したことのあるすべての施

設に対して支払意思額（以下，WTP）を尋ねた．具体的
には，「施設の 1 回あたりの入館料・見学料として最大

いくらまで支払ってもいいと思いますか．あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれお選びください．但し，水

族館などの中に震災伝承に関連するスペースがある場合，

震災伝承に関連する部分を見学するのにいくら支払うか

をご回答ください．」という設問に対し，0円，1~200円，
201円～400円，401円～600円，601円～800円，801円
～1000円，1001円以上の 7択で尋ねた．1001円以上を選
択した人には，数字を自由記述で回答いただいた．  
(3) 分析手法 

WTP と学習内容・体験内容の関係性を明らかにするた
めに，それぞれの学習内容・体験内容（19 項目）に対し
て，体験者と未体験者のWTPの平均値の差の検定を行っ
た．具体的には，WTP を従属変数，学習内容・体験内容
の有無を独立変数とした t検定を行った．2施設以上訪問
したことのある回答者に対しては，訪問した施設の WTP
の平均値を従属変数とした． 
 
３．結果・考察 
 WTPを従属変数とした t検定の結果を図 1に示す．体
験者の平均 WTPと未体験者の平均 WTPを棒グラフで示
し，その差を折れ線グラフで示した．5%水準で有意な差
が確認された項目には，図中にアスタリスクを記した． 
 WTP の平均値が 5%水準で有意に異なっていたのは，
被災地の人々と交流をしたこと（食事，会話，行事参加

など），復旧・復興について学んだこと，震災のことを

学ぶ以外の観光スポットを訪問したこと，被災地で宿泊

をしたこと，震災後の防災計画など被害が出ても影響を

最小限にする備えについて学んだこと，地震や津波，原

発事故の内容について学んだことの 6項目であった． 
 最も大きな差が生じたのは，被災地の人々と交流をし

たこと（食事，会話，行事参加など）であった（t (1173)  
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= -2.933, p = 0.003）．このことは，施設の訪問者は被災地
での人との交流に最も高い価値を感じていることを示し 
ている．これは山﨑ら 3）による中越地震被災地での研究

結果と整合する．また，被災地での研修やワークショッ

プに参加したことは 5%水準で有意ではないものの比較的
大きな差が確認され，被災者（語り部やガイドなど）の

話を聞いたことは有意な差が確認されなかった．このこ

とから，訪問者は地域住民との双方向的な交流を求めて

いると考えられるため，地域住民と交流できるような空

間を確保することや，語り部・ガイドが一方的に伝える

だけでなく，訪問者と会話などのコミュニケーションを

取ることが訪問者確保のために有効だと考えられる． 
 学習内容においては，復旧・復興について学ぶこと（t 
(1173) = -2.940, p = 0.003），震災後の防災計画など被害が
出ても影響を最小限にする備えについて学ぶこと（ t 
(299.138) = -2.142, p = 0.033），地震や津波，原発事故の
内容について学ぶこと（t (1169.576) = -2.336, p = 0.020）
で有意な差が確認された．このことは，訪問者は発災時

のことよりも，現在までの取り組みや現在の被災地の状

況を学ぶことに高い価値を感じていることを示している．

そのため，発災時のことだけでなく，復旧・復興や震災

後の被害軽減策について展示していくことや，復興が進

め中で展示内容を更新していくことが重要だと考えられ

る． 
 最後に，震災伝承施設訪問前後で観光スポットを訪問

した人（t (1173) = -2.408, p = 0.016）や，宿泊をした人（t 
(1173) = -2.107, p = 0.035）のほうが有意に高いWTPを示
した．このことから，訪問者は震災について学ぶだけの

施設ではなく，近くで観光や旅行を楽しめるような立地

にある施設に高い価値を感じていると考えられる．その

ため，震災伝承施設においても震災について伝えるだけ

はなく，地域のもつ観光資源や魅力を併せて伝えること

や，観光と震災学習をセットにした旅行プランを準備す

ることが訪問者の確保のために効果的だと考えられる． 

 
４．おわりに 
 本研究は，震災伝承施設の利用者が施設の展示やプロ

グラムのどの部分に価値を見出すのかを明らかにするた

めに，施設の利用料に対する支払意思額と施設での学習

内容や体験内容の関係性を明らかにすることを目的とし．

インターネット調査とその分析を実施した．その結果，

利用者が高い価値を感じる施設の要素は以下の 3 要素に
まとめられる． 
1） 被災地の人々と双方向的に交流ができること 
2） 復旧・復興や被災後の被害軽減策について学ぶこと

ができること 
3） 近隣に観光スポットが存在し，観光と震災学習を両

方行うことができること 
本調査では，訪問施設ごとにWTPの回答者が異なってい
るため回答者の属性による偏りの影響が考えられる．ま

た，施設ごとにWTPを尋ねたため，学習内容・体験内容
に対して直接WTPを尋ねていない．そのため，それぞれ
の学習内容・体験内容に対して同一の評価者にWTPを評
価していただく調査を行うことを今後の課題としたい． 
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図 1 学習内容・体験内容ごとのWTPの平均値 
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   Heavy railfall through northern Kyushuu Island in July 2017 domolished the Kagetsugawa railway bridge on the JR 
Kyudai line between Kurume city and Oita city and the service between Hita station and Mitsuoka station in Oita 
Prefecture had been suspended for almost one year. The demolition of this railway bridge was mainly caused by the 
rebuild of old bridge located the upper reaches of Kagetsugawa River. This is essentially a matter of the Civil 
Engineering but this paper discussed the necessity of different approach by “fallacy of composition” in economics. 
 
Keywords : Heavy Rainfall, natural disaster, economic approach, fallacy of composition  
 

 

 はじめに 
 
近年、我が国では地震・津波はいうまでもなく、地球
温暖化の影響による様々な災害が多発している。たとえ
ば、2012年と2017年に発生した九州北部豪雨、関西に甚
大な被害を与えた 2018年台風 21号、2019年に千葉県房
総半島に深刻な被害を与えた台風 15号、同じく首都圏を
含む東日本一帯に甚大な被害をもたらした台風 19号など
の豪雨によって深刻な被害が生じた。 
ここでは、2017 年 7月に発生した九州北部豪雨を見て
みよう。線状降水帯を伴った集中豪雨により、福岡県や
大分県の山沿いの地域で甚大な被害が発生したが、大分
県日田市を流れる花月川に架かる JR久大線花月川鉄橋崩
落事故によって注目を集めることになった。 
鉄橋崩落の原因としては、2012 年九州北部豪雨後に行
われた上流部にある有田橋の架け替えなどによる水害対
策の影響がある。2017 年九州北部豪雨の際に氾濫地域が
減少したことからその対策には一定の効果があったが、
花月川下流の久大線鉄橋を崩落させてしまったことで新
たな問題が発生した。 
つまり、水害対策として上流にある夕田橋架け替えに
より橋脚数を１本に減少させたことで、下流の久大線鉄
橋まで多くの流木などが押し寄せて鉄橋を破壊、流出さ
せることになった。河川の流域管理のための上流域での
水害対策が下流域では結果的にマイナスに作用した事例
であると言えよう。 
翌日の NHK「おはようニッポン」では、九州大学の専
門家が鉄橋崩落の原因について河川の流域管理という観
点から説明していた。そのニュースを見終わった後、多
少違和感が残るように感じたが、大学への通勤途上でハ
ンドルを握りながら考えたことは、JR 久大線花月川鉄橋
の崩落事故は河川の流域管理という工学的な見地から説

明するよりも、「合成の誤謬」という経済学の概念を用
いることによってより説得力のある合理的な説明が可能
ではないかということだった。 
経済学でいう合成の誤謬（fallacy of composition）とは、
ミクロの視点では合理的な行動であっても、それが合成
されたマクロの世界では、必ずしも好ましくない結果が
生じてしまうことをいう。本稿の目的は、今後の防災対
策を考えて行く上で、合成の誤謬のような概念を用いた
検討を加えることでさらに広い視野での防災対策が可能
になることを明らかにすることである。 
本稿の構成は以下の通りである。１章では、近年多発
する様々な災害の事例を整理した。2 章では、2017 年九
州北部豪雨に焦点を当てて検討を行った。3 章では、自
然災害と合成の誤謬の関係を検討した。最後に、今後、
複雑化する自然災害に対する防災対策を進めるためには
分野横断的な協力と知見の体系化の必要性があることを
問題提起した。 
 
１．多発する自然災害 
 
( 1)  自然災害の推移と特徴 
近年の日本では、地球温暖化の影響による豪雨の増加
など自然災害が多発している。さらに、首都直下地震や
南海トラフ地震の発生も懸念されている。最近発生した
地震として、2011年東日本大震災、2016年 4月の熊本連
鎖地震、2018 年 9月の北海道胆振東部地震などがあげら
れる。 
近年発生した豪雨の事例としては、2012 年 7月九州北
部豪雨、2015 年 9月には関東・東北豪雨による鬼怒川の
氾濫、2017年 7月九州北部豪雨による洪水、さらに 2019
年に千葉県を中心に襲った台風 15号、東日本の広い範囲
に被害をもたらした台風 19号などがあげられる。 
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2015年関東・東北豪雨では、死者が20名、住宅被害が
全壊・半壊・一部破損を含め約 7, 500 戸に及んだ。2019
年に千葉県で甚大な被害を出した台風 15号は、9月 9日
午前 3 時頃に神奈川県三浦半島付近を通過した後、勢力
を維持したまま同日午前 5 時前に千葉市付近に上陸した。
関東地方では 9 日朝にかけての猛烈な風雨により、観測
史上一位となる最大風速や最大瞬間風速を観測した地点
があった。 
この台風では、死者 9 名（災害関連死 8 名）、住宅被
害は全壊・半壊・一部破損含めて約 93, 000 戸（9割以上
が一部破損）、床上・床下浸水 276 戸であった。気象庁
は、台風 15号を『令和元年房総半島台風』と命名した。 
また、10月 6日午前 3時に南鳥島近海で発生した台風
19 号は、大型で猛烈な台風に発達した後、日本の南を北
上した。台風は、大型で強い勢力を保ったまま、12日 19
時前に伊豆半島に上陸し、関東地方を通過した後、13 日
12時に日本の東海上で温帯低気圧へと変化した。 
台風19号によって、死者118名（災害関連死21名）、
行方不明 3 名、住宅被害は全壊・半壊・一部破損を含め
て約76, 000戸（全壊・半壊が44％）、床上・床下浸水は
約 30, 000 戸であった。気象庁は、台風 19 号を『令和元
年東日本台風』と命名した。 
 
( 2)  集中豪雨増加の背景 
大雨、集中豪雨の要因は大気の状態が不安定な時に発
生・発達する積乱雲の存在が大きく、梅雨前線の停滞や
温暖化による水蒸気の増加、2018年から2019年にかけて
はエル・ニーニョ現象など、様々な影響が考えられる。
温暖化で日本の年平均気温は 2019 年に 1898 年の統計開
始以来最高となり、時間降水量も 50㎜以上の「非常に激
しい雨」が 30年間で約 1. 3 倍に増加、時間降水量 80㎜
以上の「猛烈な雨」も 30年間で約 1. 7倍に増加した1。 
雨量に基準はないものの 20～30㎢の範囲で起こる「局
地的大雨」（ゲリラ豪雨）もこの数年増加傾向にある。
また 2014年 8月に発生した広島豪雨災害では 3時間での
降水量が 200㎜を超え、土石流災害で 74名の死者を出し
た。この大雨以降、「線状降水帯」という言葉が頻繁に
使われるようになった2。 
線状降水帯は、①最初に風の収束や地形効果などによ
って積乱雲が発生し、激しい雨を降らせながら上空の風
に流されてゆっくりと移動する、②風上側のこの積乱雲
が発生した場所で新たに積乱雲が発生し、またゆっくり
と風下へ移動する、③また同じ場所で積乱雲が発生し、
発達した積乱雲が流され、また同じ場所で積乱雲が発生
するという流れを繰り返す3ことで発生する。 
線状降水帯の発生は九州や中国地方などの西日本に多
いという印象があるが、東日本でも 2015年 9月の関東・
東北豪雨などで甚大な被害が出ている。 
 
2．2017年九州北部豪雨について 
 
( 1)  九州北部豪雨の概要 
2012年 7月 3日の大雨、7月 11日から 14日にかけて
発生した九州北部豪雨により甚大な被害が出た。2012 年
7 月九州北部豪雨では、本州付近に停滞した梅雨前線に
向かって南から湿った空気が流れ込み、西日本から東日
本にかけての広い範囲で大雨となった。特に九州北部地
方では断続的に雷を伴って非常に激しい雨が降った4。こ
の豪雨では死者 30 名、行方不明 3 名、住宅被害が約
3, 200 戸に及んだ。さらに、床上・床下浸水が約 11, 000

戸で見られた5。 
5 年後の 2017 年九州北部豪雨は、梅雨前線の湿った空
気が流れ込んだことにより九州北部で発生した豪雨であ
る。7月5日から6日にかけて福岡県朝倉市、うきは市、
大分県日田市などに記録的な大雨が降り甚大な被害をも
たらした。記録的な大雨につながった要因としては、線
状降水帯が長く停滞したことがあげられるが、九州大学
の西山浩司助教は、線状降水帯は 9 時間以上停滞した、
これほど狭い範囲に長時間停滞するのは驚きである6と語
っている。福岡県朝倉市では 6日午前 5時までの 24時間
の降水量は 531 ㎜で、それまでの 293 ㎜を大幅に上回る
観測史上最多の記録であった。 
福岡県では午後 5 時 51 分に、大分県では午後 7 時 55
分に大雨特別警報が発令され、特に被害の大きかった日
田市では午後 4 時前から断続的に避難勧告の対象を拡大
してきた。総務省消防庁のまとめでは、九州の避難指示
（緊急）の対象は、一時福岡県で16万9, 459世帯、39万
9, 880 人、大分県で 1万 2, 651 世帯、4万 33人、熊本県
で 315世帯 754人の計約 18万世帯 44万人となった。こ
の大雨により死者 42名、行方不明 2名、重傷者 14名、
軽傷者 25名の人的被害があり、全壊 338棟、半壊 1, 101
棟、一部破損 89棟、床上浸水 223棟、床下浸水 2, 113棟
の住宅被害が出た。 
 
( 2)  花月川における過去の氾濫 
2012 年 7月 3日に発生した大雨により、日田市内の 5
か所で氾濫が発生した。3日午後5時までに2, 800戸が床
上・床下浸水し、同市は最大で8, 600世帯、201, 195人に
避難指示が発令された。また、同年7月11日から7月14
日にかけて発生した 2012年 7月九州北部豪雨でも花月川
が氾濫し、日田市では 5, 300 世帯に避難指示が発令され
た。一連の豪雨により花月川が観測史上最高の水位とな
り洪水が発生したことから、花月川激甚災害対策特別緊
急事業が実施されることになった。 
その事業の一環として、横断工作物の改築については、
3 日の出水において橋梁の桁下高、橋脚の経間長の不足
を原因とする流木塵芥の引っかかりや固定堰による堰上
げによる溢水被害が発生していることから、夕田橋の架
け替え、城内頭首工の可動堰化、光岡頭首工のポンプ取
水切り換えによる堰堤部の撤去などを実施、洪水時にお
ける円滑な流下を図る7という対策が行われた。 
特別緊急事業による対策工事の結果、図-1 のように降
雨量は年々増加傾向にあるが、浸水被害は減少傾向とな
っている。これだけを見ると水害対策事業は成功したよ
うに見える。しかし、2017年九州北部豪雨によるJR久大
線花月川鉄橋崩落事故を考えると、一概に正しかったと
は評価できない。 
 

 
（出所：一般社団法人 九州地方計画協会） 
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( 3)  大分県日田市の地理的特徴 
 2012 年、2017 年と続けて九州北部豪雨により甚大
な被害が発生した大分県日田市の地理的な概観は次の通
りである。日田市は県西部に位置する福岡県と熊本県に
隣接した市で、日田盆地に立地している。周囲を九州山
地の山々に囲まれ、気候は寒暖差の大きい内陸的な特徴
を持っている。降水量も比較的多く、雨量は梅雨の時期
に集中している。2017 年九州北部豪雨が発生した 7 月 5
日の気象庁データを見ると、日田市の一日降水量が
336. 0 ㎜である。これに対して 2016 年の一日最高降水量
は 6月 22日の 139. 0㎜であった。 
 日田市の中心部には花月川という筑後川の支川である
一級河川が流れている。筑後川は九州最大の一級河川で
あり、熊本県、大分県、福岡県、佐賀県を流れている。 
  
( 4)  JR久大線花月川鉄橋の崩落事故の経緯 
 2017 年九州北部豪雨で JR 久大線花月川鉄橋が崩落し
た背景には、花月川激甚災害対策特別緊急事業として実
施された夕田橋の架け替え工事があった。国土交通省は
2012 年九州北部豪雨の際に旧夕田橋付近で大量の流木が
溜まり氾濫が発生したため、夕田橋の架け替えと橋脚の
一本化を進めた。 
2017 年九州北部豪雨調査団の資料によれば、「H24 年
水害を受けて 4k700 で新橋に架け替えられた。新橋は，
橋脚が1本，クリアランスも十分にとられた。新橋はH28
年完成。旧橋の撤去は H29 年 3 月。よって，今回はその
後に発災しており、この地点での浸水は大幅に軽減され
ていた。流木については、橋脚上部の桁取り付け部に 1
本、橋脚基礎部に少し引っかかっていたが、氾濫を助長
するレベルではない」8と記されている。 
花月川に関する対策事業を検討してみると、花月川の
夕田橋で流木などの滞積により氾濫したという背景から、
どう設計すれば氾濫を食い止めることができるのかとい
う点に焦点が当たっていたことは間違いない。この対策
事業では、流木などが橋脚に引っかかったことが氾濫に
つながったため、流木が円滑に流れるようにするために
橋脚数を 3 本から 1 本に減らすことが効果的であると判
断された。工学的視点からの検討では、一般的にある物
事に対して合理的な設計をして対策を行うようにするこ
とを目的とする。それに対して、社会科学的視点からの
検討では、物事の相関関係を考えることを重視するとい
う傾向がある。 
2019 年 8月、日田市で花月川鉄橋周辺や上流部の現地
調査を行った。実際に見た花月川の印象としては、通常
の水位は高くなく穏やかな河川であった。さらに、花月
川沿いには消波ブロックも設置されていた。また、民家
と花月川の間には高い堤防があった。写真-1は、JR久大
線の鉄橋崩壊の原因となったと見られる橋桁数を 1 本に
した新夕田橋である。 
実際に現地を見ると、夕田橋の架け替え、消波ブロッ
ク、堤防などによって花月川の水害対策事業が行われた
ことはよく分かる。新夕田橋の架け替えと橋脚の一本化
によって、仮に JR久大線花月川鉄橋の崩落事故が発生し
なかった場合でも、さらに下流域の橋でより多くの流木
が滞積するという結果を生み、様々な想定外の被害を発
生させる可能性が十分にあったのではないか。 
しかし、実際に起こったことは、久大線花月川鉄橋の
崩落事故によって九州中部横断の交通インフラの一つで
あるる JR久大線の一部区間を約一年間不通にさせてしま
うという結果であった。 

 
            （撮影：佐藤孝治研究室） 

写真-1 橋脚数を減らした新夕田橋 
 

 
（撮影：佐藤孝治研究室） 

写真-2 復旧した JR久大線花月川鉄橋 
 
３．合成の誤謬の視点での検討がなぜ必要か 
 
( 1)  新夕田橋架け替えと花月川鉄橋崩落事故 
JR 久大線花月川鉄橋の崩落事故を考えてみると、ある
意味で視点の偏在が見られるように感じる。2012 年九州
北部豪雨後の花月川の特別緊急事業では、橋の架け替え
や流木の円滑な流れなどに関しては工学的な視点での対
策が実施された。実際に氾濫の被害が減少したことから
これらの対策は有効なものであったと評価されている。
しかし、新夕田橋の下流域にある JR久大線花月川鉄橋を
含む複数の橋の存在を考えると、流域の地域全体に対す
る影響評価が十分に行われたのかどうか疑問が残る。 
夕田橋の掛け替えと橋脚を一本にすることはミクロの
視点では合理的な行動ではあったが、それを合成された
マクロの世界、つまり花月川の流域管理全体の問題とし
て考えてみると、花月川鉄橋の崩落事故という好ましく
ない結果を生じさせてしまったので、合成の誤謬の典型
的な事例と考えることができる。 
専門分野が異なれば、問題に対するアプローチは違っ
て焦点も異なってくることはある意味で当然のことであ
る。専門的な立場から検討されていても焦点が限定され
ることによって、想定しない影響を生み出し合成の誤謬
をもたらす結果へとつながるのではないかと考えられる。 
 
( 2)  嵩上げ工事に見られる合成の誤謬 
2011年3月11日に発生した東日本大震災で大きな被害
を受けた岩手県陸前高田市の中心部では土地区画整理事
業の一環として嵩上げ工事が行われた。土地区画整理事
業とは、被災した市街地の復興を図るため、公共施設と
宅地を計画的かつ一体的に整備することのできる事業で
ある。市町村における復興の方針において、原位置での
復興を基本としている地区において適用することや、移
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転の受け皿となる市街地を整備する際に適用することが
考えられる。 
その際、防災上安全な宅地を確保する観点から、これ
らの地区に隣接する丘陵地と一体的に整備することや、
必要に応じて津波に対しての防災上必要な市街地の嵩上
げ（盛土）を行うことが考えられた9。 
東日本大震災の復興事業として嵩上げ工事が行われた
が、工事が完了したのは被災から約 9 年後であった。そ
のため、多くの住民が他の土地へ移住してしまい、現在
嵩上げされた土地には空地が目立っている。震災前にそ
の土地で暮らしていた人たちが、今後も同じ土地で暮ら
せるようにと嵩上げ工事は進められたが、実際に戻って
きた人は少数であった。 
住み慣れた土地であっても、暮らす人が異なれば以前
の生活を取り戻したとは言えない。近所でのコミュニケ
ーションがあるからこそその土地に戻りたいという気持
ちになり、土地だけが戻っても余り意味がない。そのた
め、大規模な土地の嵩上げに踏み切った陸前高田市の中
心部では依然として空地が目立つ。嵩上げ地での住宅の
再建を諦めた住民が相次いだためである。 
 また、住民が他の土地へ移住を決断した理由としては、
地元に戻りたい気持ちはもちろんあったが、住宅再建の
費用や避難先での生活の定着、工事終了まで待ちきれな
かったことがあげられる。地域の住民は、以前の街にも
う一度住みたいという気持ちは強かったが、５年、10 年
と待つのは厳しいと答えた人が多かった。避難先の土地
で生活が軌道に乗ってしまえば、地元に戻りまた一から
のスタートをするのは困難である。 
震災前にその土地でビジネスを行っていた事業者にと
っても、住民が戻ってこないために十分な顧客の確保が
困難である。そのため、営業を再開した事業者は約半数
程度しかない。復興を目的とした事業であったが、結果
として空地が目立つ地域になってしまった。 
被災地の復旧・復興過程では、実に様々な整備が同時
並行的に進められるが、被災地では建築基準法の災害危
険区域の指定と地域の持続可能性の間のバランスをどの
ように取るのかということが大きな課題となる。前例の
ないインフラ整備で地域解体を阻止できるのかという点
で、国土強靱化の施策とまちづくりの一体性の検証作業
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４．おわりに 
 
 本論文では、自然災害に焦点を当てたが、自然災害に
限らず諸問題に対する課題の解決を検討するには、分野
を超えた視点から検討する必要がある。特に、社会科学
分野と理工学分野で別々に検討が行われると、課題に対
する見解にも偏りが生じる恐れがあるため、文理融合と
いう視点が非常に重要である。文理融合を考える上で重
要なことは何かを最後に考えよう。 
文部科学省は文理融合について、以下のように述べて
いる。「『文理融合』を考えるに当たって、まずは、人
文学、社会科学及び自然科学の諸学の研究者が一体とな
って研究に取組まざるをえない具体的なテーマを設定し
てみてはどうか。 
『文理融合』を前提とした具体的な研究テーマとして
は、『リスク分析』がある。『リスク分析』に当たって
は、人文学、社会科学及び自然科学を通じて全体を統括
できるような視点が必要である。････ 
この結果、ある課題の解決に、人文学の研究者も関わ
れば、社会科学の研究者も自然科学の研究者も関わると
いうことになるのではないか」10。ここでは文理融合的
な視点、つまり専門分野を超えた分野横断的な協力が課
題解決に取り組む上で重要であることが強調されている。 
花月川鉄橋崩落事故や東日本大震災被災地の嵩上げな
どの整備事業は、文部科学省が指摘した文理融合の具体
的なテーマに当てはまるものである。本稿では、社会科
学的視点からの検討が重要であることを述べたが、社会
科学的視点のみが重要であるわけではない。社会科学に
限らず、問題解決に取り組む上で、特定分野からのアプ
ローチだけでは視野狭窄に陥るリスクがあることを忘れ
るべきではない。合成の誤謬は、現実の世界では様々な
分野で起こりうるということに対する自覚も必要である。 
複雑化する自然災害と闘うためには、21 世紀の今日、
私たちに必要なことは分野横断的な協力と知見の体系化
であり、そのためには異分野の研究を尊重し、謙虚に接
することである。 

市街地整備事業の運用について（ガイダンス）」2012
年 1月 

10 文部科学省、「人文学及び社会科学の特性について」
2007年 7月 
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   This study aims to construct a method for making a temporary land use plan in preparation for the Nankai Trough 
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１．はじめに
京都大学防災研究所では，南海トラフ巨大地震に備え

た事前復興計画案策定において発災直後から復旧・復興

期に至るまでの災害対応を時系列と空間分布で検討する

ことで本格的な復興までの土地利用の効率化と課題抽出

を図るための手法を開発してきた 1)～3)．本設住宅や商店

街等ができるまでの土地利用を本論文では時限的土地利

用と称す．

本論文では，筆者らが 2017 年度から現在に至るまで和

歌山県 Y 町と K 市，愛知県 H 市の事前復興計画案策定に

おいて時限的土地利用検討のために検討した手法を紹介

するとともに，その成果と課題について考察する．

２．研究対象地域
本論文で比較する 3 つの市町の概要を表 1 に示す． 

表 1 研究対象地域の概要（2021 年 3 月末現在） 

区分 
和歌山県 愛知県 

Y 町 K 市 H 市 

人 口 5,497 人 49,205 人 72,765 人

世帯数 2,684 世帯 22,162 世帯 29,498 世帯

面 積 30.94 ㎢ 101.06 ㎢ 35.86 ㎢

産 業 重工業（造船業

や鉄鋼業），農

業・漁業，その

他 

重 工 業 （ 石

油・電力・金

属等），製造

業（漆器・生

活用品），農

業・漁業，そ

の他 

重工業（自動車

産業や火力発電

所 等 ） ， 商 業

（窯業・鋳物・

醸 造 等 ） ， 農

業・漁業，その

他 

地 形 山地に囲まれ，

平地が少ない 

中心市街地は

平 地 が 多 い

が，その他は

山地が多い 

市全体が平坦地

である 

南海トラフ地震 

最大津波高 
10m 8m 3.5m

南海トラフ地震 

津波到達時間 

24 分 

（津波高 1ｍ） 

39～50 分 

（津波高 1ｍ） 

55 分

（津波高 30 ㎝）

３．事前復興の土地利用の検討
(1) 検討手法の開発と展開

行政職員と事前復興の土地利用を検討する作業は兵庫

県南あわじ市福良（1）で先に行なわれた 4)．その際の手法

を参考として，Y 町の課題抽出と対策の状況把握ができ

るよう計画策定の流れを検討・構築したのが図 1 である． 
ワークショップ前の準備としては,（A）災害復興に係

る業務の設定,（B）前提となる被害レベルの設定,（C）
復興時間軸の設定が必要である．まず，（A）について

は行政内の都市計画・管財・防災・住宅・建設・産業・

水道・下水・災害廃棄物・学校関連の業務を基本参加と

し，医療・警察・消防などとも協議できる場合は必要に

応じて参加者に入れるようにする．（B）については，

震度分布，津波浸水域，液状化危険度分布，焼失率分布，

長期湛水域など，地域で考慮すべきハザード情報を用意

する（2）．（C）については，7 つの時系列（①地震発生 

図 1 災害後の土地利用計画作成の流れ 2) 

図 2 土地利用計画策定に必要なデータセット
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直後～津波到達前，②津波到達～1 日目，③～3 日目，④

～1週間，⑤～3か月，⑥～1年，⑦1年～）を設定する． 
ワークショップに必要な（B）と（C）のデータセット

のイメージは図 2 の通りである． 
(2) 研究対象地域におけるワークショップの比較

図 3 は，図 1 の手法を各地域に展開した際のプロセス

を示すものである．

図 3 検討手法の展開

また，表 2 は 3 つの研究対象地域における WS 参加者

と WS で検討したハザードを比較したものである．Y 町

には警察署・消防署・災害拠点（支援）病院等の施設が

なく，WS の時期が手法開発初期段階でもあったため参

加人数や WS データセット数が少ないが，翌年の H 市の

WS からはデータセット（ハザードマップ）数が増え，

手法の高度化が図られたことがわかる．

表 2 WS 参加者と検討ハザードの比較

区 分 
和歌山県 

Y 町 

愛知県 

H 市 

和歌山県

K市 

WS1/WS2 参加者数 17 人/19 人 38 人 25 人

参
加
者
属
性

行政職員（議会含む） 〇 〇 〇

消防官・警察官 ※ 〇 〇 

医療従事者 ※ 〇 欠席 

ハ
ザ
ー
ド

地震（震度分布） - 〇 〇 

液状化 - 〇 〇 

火災（焼失率分布） × 〇 × 

津

波 

最大浸水域 〇 〇 〇 

長期湛水域 × ◎ 〇 

L1 堤防＋ 

L2 最大浸水域 
〇 〇 〇 

土砂災害 〇 〇 〇 

※該当施設なし，×データなし，- データがあるが使用なし，◎大学研究成果活用

(3) 検討手法の有用性について

Y 町で構築した手法を H 市に適用した後，H 市の WS
参加者を対象にその効果について調査した．「各課が防

災の取組みを推進していくに当たり WS が役に立ちまし

たか？」という質問に対して「役に立った」という回答

が 73.3%を占めた（図 4）．また，役に立った理由として

は「庁内の関係者が集まってそれぞれの課の取組みを聞

くことができた」が最も多く，その次は「専門家の意見

を聞くことができた」，「改めて課題を認識し，取り組

むきっかけになった」の順で回答が多かった（図 5）． 
一方，役に立たなかった理由としては「拘束時間（半

日×2 回）が長かった」（3 人），「業務に関係ない内容

が多かった」（2 人）が挙げられた． 

図 4 検討手法の有用性に関する調査

図 5 検討手法が有用な理由

今後，同様の訓練を実施する場合の改善点としては，

拘束時間が長い部分に対する工夫（部分的なグループワ

ークの検討），各課の担当業務の明確化とそれを深める

訓練等が挙げられた．

４．まとめ
本研究を通して，Y 町を対象に開発した事前復興の土

地利用検討手法が地域の規模（人口・面積等）に関係な

く使えること，この手法を取り入れることで部局横断で

課題を認識できること等が成果として得られた．しかし，

拘束時間と作業のバランス，継続的な訓練をしていくた

めの仕組みづくり等は課題として残っているため，継続

的な検討が必要である．
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補注 
（1）一地区のみを対象として検討したため，市全体としての課

題抽出や対策の状況の把握までには至らなかった．

（2）和歌山県 Y 町では津波に対する土地利用を中心に考えたが，

愛知県 H 市は地形・地質から液状化と長期湛水を考慮する

必要が生じたため，本論文の図 1 の「B.前提となる被害レ

ベルの設定」においてマルチハザードを導入した．
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１．背景と目的 

2011 年東日本大震災で、応急仮設住宅(1)として、従来

の主流であった建設型仮設住宅(以後、建設型)に加え、

民間賃貸住宅を借上げ、応急仮設住宅として扱う借上げ

仮設住宅(以後、借上げ型)が、建設費用の削減や入居ま

での期間を短縮することを主眼において導入された。今

後の巨大災害においてもそれらをより活用するため、制

度の視点 1),2)などや、利用者の住宅再建行動の視点 3),4)など

などから研究が行われ、2016 年熊本地震においても、そ

れらの研究より得られた知見を踏まえた制度の活用が試

みられ 2)、今後の災害においてもより改善・活用してい

く可能性が示された。これらの研究では、東日本大震災

で実際に用いられた制度をもとに研究が行われているが、

借上げ型は実質的には住居確保が困難な世帯への現物支

給というよりも民間賃貸住宅入居者への家賃補助という

側面もある。こうした実質的な変化から、応急仮設住宅

制度がどのように捉えられているか変化した可能性が考

えられるが、そうした視点で行われた研究・議論は限ら

れている。 

以上の背景より、本研究では、借上げ型が主流となる

前の巨大災害である 1995年阪神・淡路大震災、東日本大

震災、熊本地震での制度や供給数の比較と、東日本大震

災での、仙台市における借上げ仮設住宅居住世帯の住宅

再建状況の推移から、借上げ仮設住宅制度の捉えられ方

についての考察を行う。 

 

２．各災害における住家被害と応急仮設住宅供給

実態の比較 

本研究で比較する 3 つの災害について、それぞれの応

急仮設住宅供給方式を概観すると、以下のような形であ

るとまとめられる。 

・阪神・淡路大震災：原則建設型による応急仮設住宅供

給。借上げ型は自治体が手配したもののみ。 

・東日本大震災：当初は建設型による住宅供給を基本と

しつつ、建設費用や期間の観点から、それを補足する形

で借上げ仮設住宅制度を整備・供給。 

・熊本地震：当初から借上げ型による供給に向けた整備。

特に熊本市では借上げ型を主軸に供給。 

 災害救助法の応急仮設住宅制度では、自らの資力では

住宅を得ることができない者を対象者としているが、い

ずれの事例においても、入居段階では資力に依らず入居

できる形となっている。東日本大震災と熊本地震での借

上げ型供給制度の比較を行うと、東日本大震災では、震

災から約 1 か月半後に被災者が震災後自ら契約したもの

も借上げ仮設住宅とする旨が通知され、契約の切り替え

も行われた一方、熊本地震では地震から 2 週間後には借

上げ型での応急仮設住宅供給が通知された。このことか

ら、東日本大震災では当初応急仮設住宅を利用しない予

定だった世帯が、借上げ型での供給開始に伴いその制度

を利用した世帯もあると考えられる一方、熊本地震の被

災世帯は当初から借上げ型の利用を志向していたと考え

られる。 

 各災害における全壊、半壊(大規模半壊等も含む)の世

帯数及び建設型、借上げ型の各供給形態での応急仮設住

宅供給数を示す(表 1)。 

 表 1 より、住居被害のみに着目すると、半壊以上の被
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害を受けた世帯数は東日本大震災と比べ、阪神・淡路大

震災で約 55,000戸程度多く、建設型の供給数は東人本大

震災で約 2,000 戸多いため、同規模の災害においても、

借上げ型での住宅供給の有無によって必ずしも建設型の

供給量が減少するわけではないと言える。各災害での住

家被害に対する仮設入居率を見ると、建設型入居率はそ

こまで大きく変わらない一方、借り上げ型入居率が後の

ものになるほど大きくなっており、それによって全体の

仮設利用率が大きくなっている。応急仮設住宅を利用し

ない世帯は、知人の家への居住や所有敷地内での自力仮

設の建設、自ら賃貸住宅を契約し転居、被災した家屋修

繕、または勤務先企業による住宅支援などによる自力で

の住家確保を行ったと考えられる。応急仮設住宅利用世

帯は半壊以上の住家被害を受けた世帯とは限らないため、

少なくとも阪神・淡路大震災では全壊・半壊世帯数の約

90%にあたる 414,000戸がそのような形での再建を行って

おり、借上げ型が活用された災害と比べ、多くの自力再

建世帯が存在したと言える。 

各災害での応急仮設住宅供給制度と利用世帯数より、

災害救助法を踏まえた、災害による住家被害と住家の自

力確保可能性(および意欲)という視点から、各災害にお

ける再建過程選択は、図 1 のようにまとめられる。ここ

で、自力確保可能性とは積極的に建設型への居住を志向

せず、また、他の手段での住家確保が可能な世帯である

ことを指すとする。 

 図 1 より、東日本大震災の応急仮設住宅供給の制度下

では、阪神・淡路大震災の制度下では自力確保を行い、

公的住宅供給の対象外であった世帯が含まれ、それによ

って応急仮設住宅の利用率が高まったと考えられる。さ

らに、熊本地震においては、当初から借上げ仮設住宅制

度が想定されたため、自力確保可能性の有無にかかわら

ず借上げ型の利用が志向され、借上げ型入居率がより高

まったと考えられる。特に、借上げ型が導入された災害

においては、民間賃貸住宅での自力再建を借上げ型の利

用よりも優先しないことが想定されるため、そうした世

帯が特に借上げ型の利用率の増加につながっていると考

えられる。これに加え、後の事例ほど借上げ型入居率が

高まった一方、建設型入居率が大きく変化していないこ

とを踏まえると、借上げ型の制度の導入によって、(1)自

力確保可能性のない世帯の住宅確保選択肢の多様化、(2)

阪神・淡路大震災では公的制度の範囲外にいた、自力確

保可能性のある世帯の応急仮設住宅利用の活発化といっ

た変化があったと言える。特に、(2)の変化については、

今後の災害で借上げ型の活用を進めるにあたっての公的

支援による応急仮設住宅のあり方の再考や、これまで公

的支援の対象外であった、自力確保可能性を備えた世帯

の再建過程が可視化されたという視点での考察が必要と

なると考えられる。 

 

３．仙台市における借上げ仮設住宅利用世帯の住

宅再建状況 
次に、東日本大震災の際、借上げ型中心での応急仮設

住宅供給を行った仙台市を対象に、借上げ型利用世帯の

住宅再建結果やその傾向について分析を行う。この時、

利用するデータセットとして、仙台市が公開している生

活再建支援管理システム 11)を用いる。これは、仙台市の

応急仮設住宅入居世帯の再建先や世帯員の年齢などを個

人が特定されない形で公開したものであり、2019 年 2 月

末までに退去した世帯について掲載されている。本研究

では、このうち、被災前に仙台市内に居住し、仙台市内

の借り上げ型に居住、かつ再建結果が死亡・不明でない

者・世帯を対象として分析を行う。 

次に、仙台市の借上げ型の居住期間の概要を説明する
12)。仙台市では当初の供与期間は 2 年間としていたが、

震災時点で仙台市に居住していた世帯については、1 年

ごとの計 3 回、合計 3 年間の一律延長があり、その後、

条件を満たす世帯のみが特定延長として入居し、2017 年

3 月をもって全世帯の供与期間を終了とした。結果的に、

全居住者は 5年間借上げ型に居住できたこととなり、5年

未満での転居はその理由に関わらず再建、5 年の終期を

迎えた場合、転居を行ったかに関わらず再建としてみな

される。この 5 年未満での再建者のうち、復興事業等に

依らず住宅再建を行ったものを能動的退去者として、各

年齢別の能動的退去者割合と 2016年度に調査された、各

年齢別の日本全国での 5 年前と現在の居住地が異なる人

口の割合 13)と比較する(図 2)。この時、年齢は生年と

2016年間の差とし、特定延長世帯の場合、2016年 4月以

表 1 各災害事例における住家被害と応急仮設住宅利用世帯数(2) 

建設型入居率 借上げ型入居率 仮設利用率 自力再建数(戸)
A. 全壊 B. 半壊 C. 建設型 D. 借上げ型 C/(A+B) D/(A+B) (C+D)/(A+B) (A+B)-(C+D)

阪神・淡路大震災 186175 5) 274182 5) 46617 6) 139 6) 0.101 0.000 0.102 413601
東日本大震災 122005 7) 283156 7) 48913 8) 68645 8) 0.121 0.169 0.290 287603
熊本地震 8667 9) 34719 9) 4139 10) 15051 10) 0.095 0.347 0.442 24196

災害名
住家被害(戸) 応急仮設住宅(戸)

 

 
図 1 各事例における自力確保可能性と住宅再建 
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〇× 借上げ型仮設住宅 15千戸
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図 2 5年未満での能動退去率と全国での標準転居率 
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前に退去している世帯員は能動的退去者とみなす。 

 図 2 より、年齢階級によって標準転居率との差異が大

きく異なることが分かる。標準転居率との差異は、高齢

の年齢階級ほど大きくなっている。こうした世代の被災

者は、借上げ型への居住を一時的なものとして捉え、平

時における居住地変更とは異なる、積極的な住宅再建を

行っていると言える。一方、25～29歳、30～34歳といっ

た年齢階級では、能動退去率と標準転居率の差異はほと

んどない。借上げ型に居住することで、通常時から行わ

れるようなライフステージの変化に伴う転居などが大き

く変化するとは考えにくい。また、親などと同居してい

る場合、ともに住宅再建を行った者も想定されるため、

個人として積極的な転居を行った可能性はより低い可能

性がある。これらの年代の借上げ仮設住宅居住者は、応

急仮設住宅からの住宅再建を志向するのではなく、通常

時と同様の居住地選択を行っている可能性が高く、仮住

まいとして居住するのではなく、賃料負担軽減という捉

え方がなされていると言える。 

 次に、世帯単位での再建結果を借上げ型への居住期間

別に比較を行う。ここでは、(1)一律延長回数 3回未満で

住宅再建を行った世帯(短期再建世帯)、(2)一律延長回数

が 3 回で、その仮設終期を迎える前に住宅再建を行った

世帯(再建世帯)、(3)一律延長が 3回で、その仮設終期に

住宅再建を行った世帯(仮設満期世帯)、(4)特定延長後、

住宅再建を行った世帯(特定延長世帯)の 4 つの居住期間

区分のもと、各区分に該当する世帯数とその区分内での

再建結果の割合を示す(表 2)。 

 表 2 より、居住期間区分ごとに再建結果が大きく異な

っていることが分かる。まず、短期再建世帯では市内で

の自力再建・現地修繕が全体の 6 割以上を占めている。

これらの世帯は、自力での再建を行う意欲や資力があり、

借上げ型での居住を仮住まいと位置付け、短期間での住

宅再建を行ったと言える。次に居住期間が短い再建世帯

では、11.8%が自力再建を行う一方、復興事業や公共事業

と言った、公的な住宅再建事業での住宅再建が 7 割弱と

大部分を占めている。これらの世帯も借上げ型を仮住ま

いと位置付けた上で、公共事業での再建意欲から、住宅

再建事業の完了を待って住宅再建を行ったと考えられる。

最も居住期間が長い特定延長世帯でも同様に公的な住宅

再建事業での住宅再建が大部分を占め、これらの世帯群

では公共事業の期間が住宅再建までの期間を決定したと

言える。最後に、仮設満期世帯では、市内の賃貸住宅で

の住宅再建が 8 割弱を占めた。ここでの住宅再建は、応

急仮設住宅制度下での居住状態が終了したことを意味す

るため、必ずしも借上げ型として居住していた賃貸住宅

から転居がされたことを意味しない。こうした状況から、

この時期区分で市内の賃貸住宅での住宅再建を行った世

帯の内、一部の世帯はそのまま居住を継続していると推

察される。これらの世帯では借上げ型を長期的に居住す

る住居として位置づけた上で、応急仮設住宅の制度を家

賃負担を軽減する制度として活用していたものと考えら

れる。 

 以上の仙台市での借上げ型利用者の再建傾向から、必

ずしもそれらの住居が応急仮設住宅として位置づけず、

長期的に居住していると推察される結果が示された。特

に 25～29歳、30～34歳といった若い世代では、能動的な

退去率に日本全体での転居率と大きな差異はなく、住宅

再建という考えの含まれない通常時と変わらない居住地

選択判断を行っていると言える。これらを踏まえると、

借上げ型の居住者の一部は、本制度を被災後の一時的な

仮住まいを提供するものとしてではなく、賃料負担の軽

減として捉えた長期的居住を行っており、応急仮設住宅

のあり方を踏まえた制度設計を行っていく必要があると

考えられる。 

 

４．結論 
本研究では、過去の災害事例における住家被害と応急

仮設住宅利用世帯数の比較と、東日本大震災時の仙台に

おける借上げ仮設住宅利用者の再建傾向を踏まえ、借上

げ仮設住宅制度の捉えられ方について考察を行った。そ

の結果、本制度の導入による、建設型中心では応急仮設

住宅制度を活用しなかった世帯への公的支援の活発化や、

特に若年層の通常時の居住地選択と変わらない能動的な

転居率や、賃貸住宅で再建する世帯での長期的な利用が

見られた。 

このことは、応急仮設住宅制度の捉えられ方が建設型

中心の下でのセーフティネットとしての位置づけから、

賃貸住宅を利用する被災者への万遍ない住居支援へとそ

の位置づけが変化したものであると言える。こうした変

化は被災者に対する公的支援の範囲や、より個人の事情

に即した選択肢を示すことができるものとしてポジティ

ブに捉えることができるが、一方で応急仮設住宅制度の

利用者の増大が費用面、人員面での行政負担の増加につ

ながることも想定される。今後の災害、特に多くの避難

者が発生すると想定される南海トラフ地震や首都直下地

震などの巨大災害での活用に向け、応急仮設住宅とはど

うあるべきかも含めて議論を行っていく必要があると考

えられる。 

 

補注 

(1) 災害救助法の中では、応急仮設住宅は「住家が全壊又は流

失し、居住する住家がない者であって、自らの資力では住家を

得ることができないものを収容するもの」として記されている。 

(2) 各数値は参考文献より得られる数値の中で、最大であった

時期のものとし、東日本大震災の被害は令和 3年 3月 1日時点、

仮設住宅戸数は平成 24 年 3 月 30 日時点(ピーク時)、熊本地震

の被害は平成 31年 4月 12 日時点、仮設住宅戸数は平成 29 年 5

月時点(ピーク時)のものである。 

 

参考文献 
1) 式 王美子：応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借上

げ制度にみる家賃支援型住宅施策の論点：宮城県仙台

市・多賀城市を事例に, 都市住宅学 第 79 号, pp.105-

110, 2012. 

表 2 借上げ仮設居住期間区分別の住宅再建結果 

自力再建 現地修繕 復興住宅 公営住宅 公共事業 賃貸住宅 その他 自力再建 現地修繕 復興住宅 公営住宅 賃貸住宅 その他
短期再建世帯 2373(37.6%) 53.2% 11.0% 11.0% 1.1% 3.8% 6.8% 2.7% 4.2% 0.3% 0.1% 0.0% 3.8% 1.9%
再建世帯 1895(30.1%) 11.8% 2.4% 52.3% 0.7% 14.7% 9.7% 1.7% 2.0% 0.0% 0.2% 0.0% 3.4% 1.1%
仮設満期世帯 1763(28.0%) 3.6% 1.9% 2.9% 0.1% 0.7% 78.8% 3.2% 0.6% 0.1% 0.0% 0.3% 5.4% 2.4%
特定延長世帯 271(4.3%) 7.7% 1.1% 68.6% 0.0% 13.7% 6.6% 1.1% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4%

時期区分
市内 市外区分別

世帯数

 

-  49 -



 

  

2) 菅野 拓：借上げ仮設を主体とした仮設住宅供与およ

び災害ケースマネジメントの意義と論点-東日本大震災の

研究成果を応用した熊本市におけるアクションリサーチ

を中心に-, 地域安全学会論文集 No.31, pp.177-186, 

2017. 

3) 松川 杏寧, 佐藤 翔輔, 立木 茂雄：仮設住宅供給方

式の選択がすまいの再建に与える影響に関する研究-名取

市現況調査 2年分のデータをもとに-, 地域安全学会論文

集 No.30, pp.1-12, 2017. 

4) 米野 史健：岩手県の借り上げ仮設住宅における退去

及び居住地移動の実態, 日本建築学会計画系論文集 第 83

巻 第 746号, pp.717-723, 2018. 

5) 消防庁：平成 7年 01月 17日 阪神・淡路大震災につ

いて(確定報), 2016. 

6) 会計監査院：東日本大震災等の被災者を救助するため

に設置するなどした応急仮設住宅の供与の状況について, 

2012. 

7) 消防庁：平成 23年(2011年)東北地方太平洋沖地震(第

161報), 2021. 

8) 内閣府：被災者に対する国の支援の在り方に関する検

討会 中間取りまとめ参考資料, 2014. 

9) 内閣府：平成 28年(2016年)熊本県熊本地方を震源と

する地震に係る被害状況等について(平成 31年 4月 12日

18:00現在), 2019. 

10) 熊本県：応急仮設住宅等の入居状況の推移(R2.5.31

現在), 2020. 

11) 仙台市：応急仮設住宅に関するオープンデータ：

https://www.city.sendai.jp/saiken-

kikaku/shise/daishinsai/fukko/sekatsu/kasetsu_opend

ata.html (2021年 4月 19日最終閲覧) 

12) 仙台市：東日本大震災 仙台市 復興五年記念誌 

第 2部 住まいと暮らしの再建, 2017. 

13) 国立社会保障・人口問題研究所：第 8 回人口移動調

査 報告書, 2018. 

-  50 -
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between space, place, and memory.  
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１．はじめに：写真からよみがえるもの 

2020年 11月 28日、著者（定池・奥堀）は宮城県石巻
市で「おらほの町の郷土史づくりプロジェクト」の会合

に参加した。このプロジェクトは石巻市を 7 地区に分け
て各地区の郷土史を写真・地図・年表を交えた『事典』

としてまとめるもので、すでに 4 地区分の冊子を公刊し
ている。この日の会合は残りの 3 地区のうちの 1 つ、中
央・住吉地区の古写真を共有するものだった。スクリー

ンに古い写真が投影されるたび、高齢の参加者たちが撮

影地点や関連する情報などを思い思いに語り始める。北

海道と岐阜出身の著者には見知らぬまちだけれど、写真

と地図を見比べていると少しずつ双方がつながり、かつ

てのまちのすがたが立体的に感じられてくる。この場所

で生きてきたひとびとの思い出語りを聞いているうちに、

写真のなかのひとびとが動きはじめるように感じる。な

にかがよみがえっている。 
 このプロジェクトを進めているのは石巻市の郷土史愛

好家たちが 2016年に立ち上げたNPO「石巻アーカイブ」
である。東日本大震災のあと、被災地各地でアーカイブ

活動が生まれた。それらの大半は発災当時の状況や復旧

復興の過程を伝えるものを記録・保存することを主眼と

しており、また行政や大学など公的な組織を母体にして

いる（たとえば、今村ほか 2012）。これに対して「石巻
アーカイブ」は被災地の只中で生まれながら、震災以前

の史資料の保存・データ化・活用を主眼としており、ま

たリソースが限定された民間の「草の根」的活動である。

なぜ、この草の根のアーカイブ活動は震災前
．
の記憶を震

災後
．
のいま大切にしようとしているのだろうか。その活

動が市民から鮮やかな反応を引き出しているのは、なぜ

なのだろうか。 
 
２．調査対象・地域、研究の方針 
本研究は、震災以前の共同体の記憶を重視する「石巻

アーカイブ」の活動の意味を、同市における津波被害と

復興過程による〈空間の再編〉に関連付けて分析する。

とりわけ同団体が古写真・古地図の保存・活用を重視し

ていることの意味を明らかにすることを目指す。 
 本研究が「石巻アーカイブ」に着目するのは、同団体

が(a) 多くの震災発祥アーカイブ活動(1)と異なり、震災以

前の石巻の記憶／歴史を重点的に扱っていること、(b) 他
方で防災やまちづくりや伝承といった災害・復興に関わ

るミッションが掲げられていること、(c) 地元住民・民間
人による NPO 活動であること、(d) 古写真・古地図とい
う媒体を重視していること、これらの特徴を持つためで

ある。 
「石巻アーカイブ」の活動範囲は石巻市全体であるが、

本稿ではとくに同市の門脇・南浜地区に記述の重点を置

く。同地区で東日本大震災により落命された方・行方不

明となっている方の総数は 489名であり、住民の 11％に
のぼる。シミュレーションでは地震発生 56分後に津波が
到達したとみられる。地区は日和山という絶好の避難場

所を背後に持ち、小学校や保育所の子どもたちが避難に

成功した。他方でいったん避難した小学校校庭から自宅

に戻ってしまった住民や、自宅から移動できなかった住
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民が命を落としたことが示唆されている（後藤 2015）。 
 地域内の建物がほぼ全て津波により壊滅し、地域の大

半が災害危険区域に指定され、元の地点でのまちなみの

再建は不可能となった。そうした空間の再編は、そこに

住んでいたり、生業において関わりを持ってきたひとび

とにとって、物理的な生活環境を失うこと以上の体験で

あったと推測される。きわめて単純化して言えば、かつ

ての親密な場所は日々の生活を支えるだけでなく、記憶

と歴史を語り、人生の時間経験を組織化してゆく営みを

も支えていた。津波を起点とした 10年間の空間再編は、
そうした支えが大きく損なわれたという体験であったと

考えられる。「石巻アーカイブ」の活動は、かつてまち

が担っていたこの「支え」を取り戻そうとする志向を持

っているのではないか。以上が本研究の仮説である。 
 著者の 1人（奥堀）は 2017年に「住む」という方法を
用いながら石巻でフィールドワークを続けており（奥堀

2020）、他の 3名（高原・定池・ゲルスタ）と共に 2020
年から石巻市門脇地区等で研究調査活動を始めた。以下、

「石巻アーカイブ」の活動の特徴を分析し、次いで門

脇・南浜地区における空間再編と重ね合わせて考察する。 
 
３．分析：「石巻アーカイブ」の独自性 
(1) 活動概要と特徴 

「石巻アーカイブ」は 2016年、地元の郷土史愛好家・
研究家ら 10名により特定非営利活動法人として立ち上げ
られた。その出発点は、2011 年の東日本大震災により、
郷土史愛好家達が私蔵していた近世・近現代期の郷土史

資料・民俗資料の多くが失われたこと、そうした私蔵史

資料の公的な受け皿が震災後に無かったことだった。

「歴史資料の被害を最小限に防ぐ」ため、被害を免れた

史料をデジタル化して保管し、その一部を整理・公開す

ること、それにより「次世代への歴史の伝承によって、

これからのまちづくりに活かしていく」ことを課題とし

ている(2)。 
 これまでに、市域の古地図をカラー版でまとめた『石

巻古地図散歩』『石巻古地図散歩 2』、占領軍の一員と
して石巻市に駐留した米軍医 G. バトラー氏撮影のカラー
写真をまとめた『よみがえる 1951』、そして前述の「お
らほの町～」プロジェクトによる『湊事典』『渡波事典』

『門脇事典』『蛇田事典』などを出版している。この

『～～事典』は、地名の由来、古写真・古地図といった

資料を収集・整理するだけでなく、各地区での住民を交

えたワークショップを経て編纂されている。また『よみ

がえる 1951』の出版に先立って 2018年に市内で開催され
た写真展「MIYAGI 1951」には 2000人を超える来場者が
あった。 
 「石巻アーカイブ」のアーカイブ活動はデジタル・デ

ータを基軸としているが、史資料の収集・保存と公開の

形態を分離していることに特徴がある。同団体が保管す

るのは基本的に史資料のデジタル・データであり、写真

に関しては撮影者・撮影地点・撮影年代等のメタ・デー

タを付与してデータベース化を進めている。物理的には

3 箇所でデータのバックアップを保存している。他方で
データの公開は上述のような冊子を媒体としている。大

量のデジタル・データを全面公開する場合、サーバーの

維持に巨きな財源が必要である。「石巻アーカイブ」は

冊子の編集・印刷については石巻市の補助金を活用し、

ロウ・データは一般公開せず冊子の頒布・PDF データの
ウェブ公開を行っている。これにより財源上の持続可能

性を担保すると共に、冊子を地域住民や図書館等に配布

し、私蔵史資料や住民とのワークショップの成果を地域

に直接還元することで、「コミュニティアーカイブ」

（北村ほか 2018）、「在野のアーキビスト」（大国 2013）
としての持続可能性を担保していると考えられる。 
 また、石巻市教育委員会は NPO法人「宮城歴史資料保
全ネットワーク」と共に被災資料の保全を実施している

が、「石巻アーカイブ」が重視する近現代史資料・民俗

資料はいわゆる文化財行政や「震災遺構・遺物」「震災

伝承」の範疇から外れやすいものが多いと考えられる。

民間団体の自由度・機動性によって共同体の記憶と歴史

が支えられている例でもあるだろう。 
(2) アーカイブと震災以前・以後 

「石巻アーカイブ」が取り扱う資料の範囲は、空間的

には現在の石巻市周辺、時間的にはおおむね明治から震

災前後までである。古地図を広げて現在の空間との対応

関係を調べ、古写真の中に親族や古老の子供時代のすが

たを見出す作業は、まちの歴史と記憶の不確かな境界を

まさぐる営みである。その営みで浮かび上がってくるも

のは、占領軍の兵士が当時貴重だったカラーフィルムに

収めた子どもたちのはにかんだ表情や、まちに初めて降

り立った飛行機、年に数度ひらかれる競馬場の喧騒とい

った、古き良き平和なまちの色合いである。そこには、

まちのより鮮烈な記憶である東日本大震災は現れていな

い。暖かな好奇心を呼び覚ますノスタルジーを前景に出

し、その背後に外傷的な記憶を押しやろうとしていると

も解釈しうる。「石巻アーカイブ」の活動は震災以前と

震災およびそれ以後を切り離そうとしているのだろうか。 

本節では「石巻アーカイブ」のミッションの核心につ

いて同団体代表・小野寺豊氏と著者らの議論の中から、

かれの表現を引用しつつ明らかにしてゆきたい。 

同団体の活動趣旨は、前節で引いたように災害で消失

しうる郷土史資料の保存・伝承である。保存・伝承に取

り組む理由として、小野寺は地名と災害の関連付けを挙

げる。 

 

古いものをまとめて資料化して、皆さんにお伝えし

ようというところの一つに、防災という観点がありま

す。その観点は地名です。例えば私の住んでいるのは

石巻市水押という地名です。もう大雨が来ると必ず水

が押し寄せてくるという地名なんです。〔東日本大震

災では〕海側から来た津波がどんどん内陸から入って

家の玄関まで来たという経緯です。そうすると水押と

いう単なる地名が、深い意味を持っているはずだった

んです。 

南浜町って、国立復興記念公園になるんですけれど

も、前の地名というのは南谷地（みなみやち）なんで

すよ。谷地というのは低湿地帯のことを言いますので、

この南谷地という地名であれば、ここが低いとか、水

が来たら弱いというのはよくわかるんですけど、新し

い町にはかっこいい名前がつくんです。今、石巻でも

「あけぼの」「あゆみ野」「さくらの」そんな名前が

つくんですが、もともとがどういう場所だったかって

いうのが地名に残らないことになるんです。 

 

 石巻市は歴史的に行政区域の統合・変更を繰り返して

きた。明治 22年の市町村制施行前は現在の東松島市と女
川町も含めた、桃生郡と牡鹿郡から成る 128 つの村だっ
た。現在の石巻市の形となったのは、最後に 6 つの町
（河北町、雄勝町、河南町、桃生町、北上町、牡鹿町）
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が石巻市へ吸収された後である。平成 17年 4月と最近の
出来事であり、それぞれの町のそれぞれの記憶を引きず

ったまま、現在の「石巻市」となった（石垣・邊見

2006）。こうした統合と市域開発の過程で、過去の自然
現象や文化の残響を帯びた地名は少しずつ消えていた。 
 

行政のやりやすい仕組みがどんどん先行してしまっ

て、元々の歴史とか伝統とかっていうものがないがし

ろにされてしまっていると。まあそれが良い・悪いは

また別判断になるんですが、そういうところが私にと

って一番悔しかったことですね。悔しいというのは、

結果としてこうして犠牲者がいっぱい出たということ

が、非常に悔しかったです。 

 

 小野寺はここで震災という出来事（多くの犠牲者が出

たこと、その悔しさ）から震災以前の石巻市の近代化の

意味を遡って解釈しなおしている。いいかえれば、震災

とそれ以前をつなぎなおし、震災以後のまちづくりや市

民生活に過去の災害文化を持ち込みなおすことが企図さ

れている。古地図はその企図のための強力な媒体である。 

 小野寺がつながりを取り戻そうとしている過去の郷土

のすがたは、客観的な歴史的事実というよりも、ある種

の実感を伴ったものである。 

 

これを今の人たちに伝えることと、後世にも伝える

こと、これを目的として、私は動かなくちゃなという

ことが原点で。後世に伝えることってどういうことか

って言うと冒頭に言いました先輩方が色々集めた資料

を、まずこういった形にすること。形にすることによ

って残ること。残ったものを将来の、今の子供や孫の

世代が見ることができるようになること。それによっ

て、自分の住んでいるところがどういうところかとい

うことと、昔はこうだったんだ、こういう良いところ

もあったんだと。〔…〕 

とりあえず今残して、石巻ってこういうとこだった

んだよねっていうのを、皆さんに知ってもらおうと

〔…〕。 

 

 ここでは、いま「自分の住んでいるところ」がかつて

「こういうとこだった」という連続性の感覚が模索され

ている。まちにはこのような過去があったのだという再

発見を史資料は促す。伝承施設の展示や各地の震災復興

誌等では、津波災害直前・津波来襲直後・復旧復興事業

が進展した直近の空撮画像を並列して提示することが多

い。こうした提示は想起のスコープを 3.11 前夜から〈い
ま〉までに局限してしまう。これに対して「石巻アーカ

イブ」のこころみは連続性の厚みを数世代前と後にまで

押し広げようとする。 
 こうした過去と現在の接続は歴史や情報の挙証ではな

く、想起と物語りによって行われる。 

 

写真展を見に来た人たちに、ここの場所はどこどこ

ですとか、この人は誰誰だっていうのをポストイット

で貼ってもらっています。そうすると面白いです。

「☓☓さんちの◯◯ちゃんだ！」って付箋に書いて貼

っていくんです。そんな風に書かれても俺らは分から

ないじゃないって思うじゃないですか。でも高齢の人

たちはみんなそういう風に貼っていくんです。そして

喜ぶんです。そして書かれている人に連絡して、本人

に確認すると、ああっこれ 67年前の俺ですよ、という

感じなんです。凄く面白いです。 

写真展には、杖をついたお年寄りや、車椅子のお年

寄りがずいぶん来ましたね。こういう写真を見ると当

時の記憶が蘇ってくるんじゃないですかね。結構喋ら

れますね。 

 

高齢者はただ被写体の情報を提供している、という解

釈では、かれらが写真を見て喜びを表し、喋り始めるこ

とを説明できない。展示会やワークショップで起きてい

たのは、写真に映っている「☓☓さんちの○○ちゃん」

と自分が川辺や道端で遊んでいたという集合的記憶の想

起である。その想起は、はるか遠ざかっていたはずの風

景がふたたび自分に戻ってくるという出来事であるため

に喜びをもたらす。というのも、一般に人間が喜びを感

じるのは、自分に近しいのに自分と同一でないものが自

分の一部になったときだからである。 

 以上のように、「石巻アーカイブ」は古写真・古地図

を軸に、震災以前のまちの集合的記憶を現在と将来世代

につなげようとする。だが、なぜ写真や地図がそうした

接続を可能とするのだろうか。次章ではこの点を空間の

再編という観点から考察してみたい。 

 

４．考察 
(1) 門脇・南浜の空間再編 

 『石巻古地図散歩』によれば、門脇・南浜地区の大半

はかつて谷地（やち）と呼ばれる湿地帯だった。近世以

後、海運業・水産業・工業の集積により密集した宅地が

形成された。この形成過程は更新をくりかえし伴うもの

で、それによりまちは多層的な歴史-生活空間をつみかさ
ねていた。牡鹿半島や日和山といった固定された遠景、

寺や墓地や「濡れ仏さま」といった長期間そこに存在す

る固定施設、生活・移動の軸となる七間（しちけん）道

路、地域の帰属意識と誇りを担う小学校、季節の変転に

連動して盛衰する樹木、風向きや天候、そして更新頻度

が高いが住民の生活と記憶に最も密接に結びついた家屋

や店舗。こういったさまざまな層が折り重なってひとつ

の「まち」を成しており、この多層性によって多様な時

間感覚（一日の生活、バスの運行ダイヤ、仕事や交友の

テンポ、季節、漁業や海運のリズム、人生と世代）が共

存していた。 
 親密な経験を積み重ねて熟知された空間 spaceを「場所
place」と呼ぶことにする（イーフー・トゥアン 1993）。
門脇・南浜はそこに住んでいた生存者と死者にとってか

けがえのない「場所」であったが、震災後にこの多層的

な空間は大きく再編された。まず地域の大部分が災害危

険区域に指定され、住宅や病院などの建築が禁止された
(3)。指定から外れた新門脇地区は東日本大震災復興特別

区域法を背景として土地区画整理事業が実施された。区

画整理と一体化して復興住宅が建設され、また十数軒の

民家が再建されている。地域のほぼ全ての建築物が破

壊・流出したなかで、津波火災により外壁が焦げつつも

校舎が残存した旧門脇小学校は空間再編の焦点の一つと

なった。保存・解体をめぐる葛藤の後、校舎は両端の一

部が解体されたうえで遺構として保存されることが決ま

った（佐藤・今村 2018）。災害危険区域は石巻南浜津波
復興祈念公園として再整備され、県営・市営の公園施設

内部に石巻市慰霊碑と「みやぎ東日本大震災津波伝承館」

が建設された(4)。祈念公園内部には公益社団法人 3.11 み
らいサポートの伝承施設「南浜つなぐ館」、公園から道
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路を挟んで伝承交流施設「MEET 門脇」が立つ。また西
に歩くと日和幼稚園バスの慰霊碑がある。これら全てを

T.P.+7.2mの海岸堤防と河口部河川堤防が取り囲んだ。 
 10 年にわたるこうした空間の再編は、大災害後の「土
地利用」の合理的転換と解釈することもできる。しかし

これを歴史と記憶が沈殿した親密な「場所」の消失とし

て捉えるとき、生存者と死者にとって再編が持つ別の意

味を探り出すこともできる。すなわち、まちは時間と経

験を記憶へ、記憶を歴史へと濾過し沈殿させてゆく機能

を担っていた。この濾過作用は物語と呼ばれる。まちと

は物語である。親密な場所に織り込まれた記憶は「〈こ

こ〉で、わたし（たち）は……をしていた」という物語

りをみちびく。カードゲームの「デュエル」をしていた

〈ここ〉、放課後にパラパラを踊った〈ここ〉、という

ように(5)。まちはそこに棲むひとびとの個別の経験と時

間を沈殿させつつ、まち自身も少しずつ更新されてゆく。

その空間の急激な再編は、そこに関わるひとびとの個別

の物語を支える働きが失われることである(6)。 
(2)〈ここ〉からの物語 

 以上のように解釈するとき、個別の物語りを支えると

いうまちが担っていた働きを写真と地図が部分的に引き

受けていると考えることができるのではないか。写真と

地図は、物理的な形状や質量や持続を持たないある一瞬

の記録であるけれども、きわめて限定された仕方でまち

の多層性を映し取っているのである。 

 震災とそれ以前のまちなみや生活を想起・想像させる

ものとして「災害遺構」がある。その想起はその後の復

興の歩みや個々人の固有の思い出へつながってゆく。遺

構がこうした働きを引き受けることができるのは、実際

にその建物の前に立つことで、建物の細部の状況のみな

らず、建物の周囲・内外に出入りする身体と運動の感覚、

季節の感覚や潮風の匂い、周囲の地形との相互関係をひ

とが感じ取るためである。こうして遺構は〈ここ〉と

〈あのとき〉（もしくは〈そのとき〉）を強制的に結び

つける。遺構は想起と想像の起点を否応なく災害の来襲

の瞬間に据え付け、その座標は被災空間の再編の焦点と

ならざるをえない。 

遺構と比較すると、写真と地図はこうしたダイレクト

な喚起を引き起こさず、よりゆるやかな歴史と記憶の連

続性へ誘導する。写真は撮影者の視点と遠近法の奥行き

を残す。そのため、撮影者と被写体のあいだで分かち持

たれていた〈ここ〉が、写真とそれを見る者のあいだに

も生じる。地図はパースペクティブをほとんど捨象する

が、その代わりに〈ここ〉とそれ以外の場所との相対的

な方角・距離の関係を示してくれる。こうして、地図と

写真は空間と時間において隔たっているけれども、〈こ

こ〉を指し示すことを可能にする。そこから現れる物語

りは、経験と時間が沈殿した親密な場所がたしかに存在

したことを証す。 

 ただし以上のような〈ここ〉性は、物語の個別性と集

合性の分析を充分に進めていない。写真や地図に映し取

られているのは、つねに個別具体的なひとびと・街路・

地名である。それにもかかわらず写真を見たとき、写真

に写っているひとびとの表情、まちの色合い、その賑や

かさや、胸を高鳴らせる感情の波、それらを一つの町の

風景として「あった」と思えるのは、「美味しい」と食

べているものを「美味しい」と思えているのと同じよう

に、広がる平野に生き生きとした営みがあると思える人

の価値観に、何か共通して刻み込まれている暮らしの記

憶のようなものがあるからなのではないだろうか。一方

で、山の緑色と海と川の青色の濃淡が綺麗に光っていた

まちの中でひとびとが家族と、そして普段は見知らぬ人

であった誰かとの生活に彩りをもっていたこと、記憶に

なっていくそれぞれの暮らしの断片を「一つの町の記憶」

としてでも収めておきたいと願うこと、それはひとびと

に「失った何か」があることを浮き彫りにしているとも

言える。失ったものは何であるのか。その問いに、親密

な経験を積み重ねて熟知された場所、歴史と記憶が沈殿

した親密な場所のが持つ多層性の複雑さが露呈している。 
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補注 
(1) 東日本大震災に関するアーカイブスについては、今村ほか
（2014）参照。 

(2) 「石巻アーカイブ」ウェブサイト内「石巻アーカイブとは」 
（https://ishinomaki-archives.com/activity/ 2020 年 4 月 18
日最終閲覧）。 

(3) 石巻市：東日本大震災に伴う石巻市災害危険区域の指定及び
建築制限に関する条例（平成23年12月26日条例第41号）。 

(4) 復興庁・宮城県・石巻市「石巻市南浜地区復興祈念公園（仮
称）基本計画」H27年 8月。なお投稿時現在、新型コロナウ
イルス感染症拡大のため公園内の「伝承館」は開館延期中

である。 
(5) 「MEET門脇」の展示物より。 
(6) 石巻南浜津波復興公園は、敷地内に「震災前に街と人の生活
があったことを示す街路網を残す」（同市計画資料）デザ

インを採用している。追悼公園としての空間再編と、住民

の記憶の〈ここ〉性の調停が図られていると解釈できる。 
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宇都宮市に関わる在留外国人を対象とした 
災害に対する行動意識に関するアンケート調査 
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   In this study, a questionnaire survey was conducted to examine how six directional aspects of foreigners living in 
Japan affect their behavioral awareness of disasters. These factors included "characteristics," "psychological," 
"informational," "experiential," "cognitive," and "knowledge." Correlation and multiple regression analysis suggest 
that the most significant aspects of disaster prevention for foreigners are "cognitive" and "knowledge." 
 
Keywords : foreigners living in Japan, questionnaire survey, behavioral attitudes toward disasters,Utsunomiya city 
 

 
１．はじめに 
 近年日本では在留外国人数が増加して，宗教や言語を

はじめとした文化が多様化している．そのため文化的な

違いを認め合い，対等な関係を築きながら，地域社会を

共に生きていく多文化共生の考え方が必要となっている．

2011 年 3 月 11 日東日本大震災では 41 名の外国人が亡く

なり，多数の被災者が発生した 1)．当時は避難行動や避

難所内での生活などにおいて，宗教や言語の異なる外国

人への対応が課題となっている．今後に向けて災害発生

時に日本人住民と外国人がどのように向き合えばよいの

かについて検討する必要がある．小川・近藤 2)は，在留

外国人の行動意識について，「特徴面」，「心理面」，

「情報面」，「経験面」，「認識面」，「知識面」の 6
つの要因からヒアリング調査を行っている． 
本研究では，在留外国人を対象として上記の 6 つの要

因が，どのように災害に対する行動意識に関連するかに

ついて定量的な分析を行うためにアンケート調査を実施

する．調査結果を分析して，在留外国人と向き合うため

に考慮すべき項目を抽出する． 
 
２．アンケート調査の概要 
 調査対象は令和元年東日本台風で被災経験のある宇都

宮市において生活する外国人，および宇都宮市に通勤・

通学している外国人とした．事前に実施したヒアリング

調査をもとに，日本語と英語の併記でアンケートを作成

し， web でのアンケートを実施した．実施期間は 2020 年

11 月 24 日から 2021 年 1 月 14日までであり，63 名から回

答があった．有効回答数は 63 であった．2020 年 12 月末

現在の宇都宮市の外国人人口は 9,337 名 3)である． 
 調査項目の構成としては，回答者の特徴面として，性

別，年齢，出身国，宗教，使用可能言語，滞在歴，世帯

構成といった基本的な属性設問の他，ペットの有無，連

絡の取れる日本人友人の有無，日本語レベルを尋ねてい

る．心理面として，日本の災害に対する恐怖感，防災教

育への興味，災害発生時の不安要素を尋ねている．情報

面として，事前に日本の災害について調べてから渡航し

てきたか，日本のラジオを聴いたことがあるか，日本の

ニュース番組を見たことがあるか，普段何から日本の情

報を得ているのか，ハザードマップを見たことがあるか，

栃木県国際交流協会の存在を知っているか，また栃木県

国際交流協会で防災に関するイベントを実施しているこ

とを知っているかを尋ねている．経験面として，災害に

関するイベントに参加経験について，日本での災害経験

について，令和元年東日本台風時の経験について尋ねて

いる．認識面として，地震による被害認識，台風による

被害認識について尋ねている．知識面として，日本での

避難知識について，ハザードマップの存在を知っている

か，台風の際の自宅周辺の危険地域の知識の有無，警戒

レベルをついての知識の有無を尋ねている．行動意識面

として，災害発生時の情報入手方法，災害発生時に日本

人を助けたいか，また助けることができるか，防災バッ

クを用意しているか，また防災バックを用意したいか，

避難警告が発せられた際避難をしたいか，またどこに行

くかを尋ねている． 
 
３．回答者の特徴 
 アンケート回答者の特徴をまとめたものが表 1 である．

年齢は 20～24歳が多いが，50歳以上まで回答者の分布は

広がっている．出身国は中華人民共和国とベトナム社会

主義共和国が多いが南米出身の回答者もいる．在留期間

が 1-2 年の回答者が多いが 10 年以上在留している人もい

る．連絡できる日本人がいない回答者もいる． 日本語能

力試験については，未受験の回答者が多かったが，幅広

い場面で使われる日本語を理解することができる N1，日

常的な場面に加えてより幅広い場面で使われる日本語を

ある程度理解できる N2，日常的な場面で使われる日本語

をある程度理解することができるN3に合格している回答

者がいることがわかる． 
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４．アンケート集計 
 アンケートの集計結果は，認識面と知識面，および行

動意識について紹介する．表 1 は認識面の集計結果を示

したものであるが，地震の被害認識については建物の倒

壊が最も多く認識されているほか，4 割近くの回答者が

すべての選択肢が地震による被害認識があると回答して

いる．台風による被害認識は強風を選択した回答者が最

も多く，4 割近くの回答者がすべての選択肢が台風によ

る被害認識があると回答している．知識面に関する集計

結果が表 3 である．避難所の場所を認知している回答者

が 6 割を超えているほか，避難の警戒レベルについても

認識している．表 4 は行動意識に関する集計結果である．

災害発生時の情報収集手段は友人やインターネット，テ

レビに関するものが多い．多くの外国人が災害時に日本

人を助けたいと考えており，できる仕事としては通訳な

どや力仕事のほかにもできることはあるとしているが，

その難しさを実感している人もいる． 

表 1 回答者の特徴 

 

 
 

表 2 認識面の集計結果 

 

男性 女性
N 25 38
％ 39.68 60.32

-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-
N 4 20 14 10 4 3 3 5
％ 6.35 31.75 22.22 15.87 6.35 4.76 4.76 7.94

中国 ベトナム モンゴル ネパール タイ フィリピン 韓国 スリランカ
N 16 16 7 5 3 2 2 2
％ 25.40 25.40 11.11 7.94 4.76 3.17 3.17 3.17

マレーシア アメリカ 台湾 スペイン ボリビア 南アフリカ ブラジル ペルー
2 2 1 1 1 1 1 1

3.17 3.17 1.59 1.59 1.59 1.59 1.59 1.59
キリスト教ヒンズー教 仏教 無宗教

N 12 4 10 37
％ 19.05 6.35 15.87 58.73

1ヶ国語 2ヶ国語 3ヶ国語 4ヶ国語
N 4 19 29 11
％ 6.35 30.16 46.03 17.46

6ヶ月未満 1.2年 3.4年 5-9年 10年以上
N 9 25 4 13 12
％ 14.29 39.68 6.35 20.63 19.05

１人暮らし友人･恋人
(日本人)

友人･恋人
(外国人)

夫/妻
(日本人)

夫/妻
(外国人)

親 夫/妻
(日本人)
と子供

夫/妻
（外国人)
と子供

その他

N 31 1 6 4 4 2 9 3 3
％ 49.21 1.59 9.52 6.35 6.35 3.17 14.29 4.76 4.76

はい いいえ
N 8 55
％ 12.70 87.30

はい いいえ
N 44 19
％ 69.84 30.16

性別

年齢

出身国

信仰宗教

使用できる言語数

現時点での在留期間

世帯状況

ペットの有無

連絡ができる
　　日本人の友人の有無

N1 N2 N3 未受験

N 12 12 14 25

％ 19.05 19.05 22.22 39.68

1.全く
読めない

2.ひらがな
なら読める

3.簡単な
漢字は読める

4.簡単な
本は読める

5.ほとんど
困ることはない

N 0 12 17 20 14

％ 0.00 19.05 26.98 31.75 22.22

1.全く
書けない

2.ひらがな
なら書ける

3.簡単な漢字
なら書ける

4.文章を
書くことができる

5.ほとんど
困ることはない

N 0 13 24 18 8

％ 0.00 20.63 38.10 28.57 12.70

1.全く会話
はできない

2.ある程度の
理解はできるが

話すことは難しい

3.ゆっくりなら
会話できる

4.日常会話
は問題ない

5.ほとんど
困ることはない

N 0 10 23 18 12

％ 0.00 15.87 36.51 28.57 19.05

日本語能力試験のレベル

日本語を「読む」力

日本語を「書く」力

日本語を「会話する」力

火災 土砂崩れ 建物の倒壊 断水 停電

N 34 35 53 41 42

％ 16.59 17.07 25.85 20.00 20.49

1点 2点 3点 4点 5点

N 17 6 8 8 24

％ 8.29 2.93 3.90 3.90 11.71

土砂崩れ 洪水 強風 建物の倒壊 断水 停電

N 32 43 48 43 35 43

％ 13.11 17.62 19.67 17.62 14.34 17.62

1点 2点 3点 4点 5点 6点

N 12 8 7 8 5 23

％ 4.92 3.28 2.87 3.28 2.05 9.43

地震による被害認識

地震による被害認識の得点

台風による被害認識

台風による被害認識の得点
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５．アンケート分析 
(1) 相関分析 
回答者の災害に対する行動意識と，特徴，心理，情報，

経験，認識，知識といった要因との関係を明らかにする

ため，行動意識と書く要因を数値化した上で SPSS 
Version23 を用いて相関分析を行った（表 2）．相関分析

の結果より使用可能言語数が多くなるほど，災害への行

動意識得点平均は高くなることがわかった．また認識得

点平均が高くなるほど，災害への行動意識得点平均は高

くなるなり，知識得点平均が高くなるほど，災害への行

動意識得点平均は高くなることがわかる．しかし，在留

外国人の使用可能言語数を増やすことは簡単なことでは

ないため，災害に対する行動意識を高めるには，災害認

識及び災害知識を高めることが最も効果的なのではない

かと考えられる． 
(2) 重回帰分析 
在留外国人の災害に対する行動意識が，どのような要

因によって影響を受けているのかを明らかにするために，

SPSS Version23 を使用し，アンケートの結果を用いて重

回帰分析を行った．災害への行動意識に関する項目を従

属変数とし，回答者の属性及び特徴，心理，情報，経験，

認識，知識を数値化したものを独立変数としたケースで

行った．独立変数は，有意であると認められたもののみ

採択した．重回帰分析のモデル式に代入した結果が(1)式
である． 
𝑦 = 4.987 − 0.266𝑥1 + 0.290𝑥2 − 0.368𝑥3 − 0.323𝑥4 +
0.546𝑥5                                                                           (1)式 
 
ここでは𝑦を「行動意識得点平均」とし，𝑥1を「性

別」，𝑥2を「信仰宗教」，𝑥3を「特徴得点平均」，𝑥4を
「経験得点平均」，𝑥5を「認識得点平均」としている．

重回帰分析の結果では，「認識得点平均」が高くなると，

回答者の災害に対する「行動意識得点平均」が向上する

ことがわかる．つまり，実際の災害によって起こりうる

被害を正確に把握することが，防災への行動意識を駆り

立てるのではないかと考えられる． 
また，「特徴得点平均」が高くなると，回答者の災害

に対する「行動意識得点平均」が低下することがわかる．

すなわち在留外国人の日本語能力が向上すると，災害に

対する行動意識が低くなるということになる．これは，

自分の日本語能力に自信がつくほど「なんとかなる」な

表 3 知識面での集計結果 

 
 

表 4 行動意識に関する集計結果 

 

はい いいえ

N 50 13

％ 79.37 20.63

はい いいえ

N 38 25

％ 60.32 39.68

はい いいえ

N 32 31

％ 50.79 49.21

はい いいえ

N 41 22

％ 65.08 34.92

はい いいえ

N 41 22

％ 65.08 34.92

はい いいえ

N 28 35

％ 44.44 55.56

災害時避難するということの認知

ハザードマップの存在の認知

自宅周辺の台風による危険地域の認知

避難所の場所の認知

警戒レベルの存在の認知

警戒レベル４発令時に避難することの認知

テレビ ラジオ 新聞 友人 ネットニュース
N 33 17 10 42 45
％ 14.54 7.49 4.41 18.50 19.82

Facebook Twitter 家族 その他
36 11 20 13

15.86 4.85 8.81 5.73
1.全く思わない 2.あまり思わない 3.どちらともいえない 4.少し思う 5.かなり思う

N 3 1 2 19 38
％ 4.76 1.59 3.17 30.16 60.32

1.全くできない 2.あまりできない 3.どちらともいえない 4.少しできる 5.かなりできる
N 4 2 9 22 26
％ 6.35 3.17 14.29 34.92 41.27

翻訳・通訳 力仕事 リーダーシップ その他
周囲の人を

助けるのは難しい
N 39 39 7 30 5
％ 32.50 32.50 5.83 25.00 4.17

はい いいえ
N 26 37
％ 41.27 58.73

1.全く思わない 2.あまり思わない 3.どちらともいえない 4.少し思う 5.かなり思う
N 5 11 3 19 25
％ 7.94 17.46 4.76 30.16 39.68

1.全く思わない 2.あまり思わない 3.どちらともいえない 4.少し思う 5.かなり思う
N 8 6 6 18 25

％ 12.70 9.52 9.52 28.57 39.68

避難警告発令時に
       避難所に行きたいか
(*避難所にペットを
 連れていくことはできない)

災害発生時の情報入手手段

災害発生時に
       日本人を助けたいか

災害発生時に
日本人を助けることが可能か

災害時周囲の人を
    助けることが可能な手段

災害に備え
  防災バック等の準備の有無

災害の備え
防災バック等を準備したいか
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どといった楽観的な考えに陥り，防災に関する行動意識

の低下につながってしまったのではないかと考えられる． 
そして「経験得点平均」が高くなると，回答者の災害

に対する「行動意識得点平均」が低下することがわかる．

本アンケートの集計では，災害経験のある回答者のうち，

“大きな被害”ではなく“小さな被害”を経験したと回

答した住民が多く見られている．このことより，「災害

が起きたとしても被害はたいしたことがないだろう」と，

災害を過小評価してしまっている住民が多いのではない

かと考えられる．その他に影響を及ぼすものとしては，

信仰宗教を有している回答者ほど行動意識得点平均が高

くなる，女性の回答者の方が，災害に対する行動意識が

低くなるという結果となった． 
相関分析及び重回帰分析より，在留外国人の行動意識

が低くるのには，自身の日本語能力の上達による楽観的

な思考や，大きな災害を経験したことがないが故の，災

害に対する過小評価というものが背景にあるのではない

かと考えられる．そして，外国人防災として最も重要視

し，優先して考えていくべきなのは，災害に対する「認

識」と「知識」であると考えられる．今後はこれら 2 つ

に着目した対策について検討する予定である． 
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表 4 相関分析結果（*p<0.05 **p<0.01） 

 

行動意識

得点平均 性別 年齢 信仰宗教

使用可能

言語数

現時点での

在留期間

ペットを

飼って

いるか

連絡できる

日本人友人

の有無

日本語

能力試験

のレベル

特徴

得点平均

心理

得点平均

情報

得点平均

経験

得点平均

認識

得点平均

知識

得点平均

1

-.154 1

.225 .096 1

.192 .219 .502
** 1

.347
** .145 .379

** .221 1

.128 .177 .820
**

.388
**

.382
** 1

-.014 .017 .404
**

.261
* .002 .449

** 1

.158 .103 .229 .200 .177 .284
* .147 1

-.204 .018 -.329
** .015 -.268

*
-.555

** -.150 -.341
** 1

-.114 .179 .269
* .016 .237 .584

** .105 .237 -.699
** 1

.060 .506
** -.006 .154 .193 .047 -.041 .076 .031 -.058 1

-.059 .115 .476
**

.272
* .090 .580

** .178 .280
*

-.399
**

.483
** .022 1

-.119 .031 .443
** .238 .112 .381

** .236 .007 -.126 .129 .198 .295
* 1

.511
** .066 .336

** -.012 .254
*

.298
* .135 .230 -.465

**
.270

* .119 .275
* .198 1

.252
* .067 .367

** .172 .248
*

.436
** .202 .524

**
-.499

**
.372

** .030 .522
**

.277
*

.436
** 1

行動意識得点平均

性別

年齢

信仰宗教

使用可能言語数

現時点での在留期間

ペットを飼っているか

連絡できる日本人友人の有無

認識得点平均

経験得点平均

知識得点平均

日本語能力試験のレベル

特徴得点平均

情報得点平均

心理得点平均

相関
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中学生による津波避難行動に焦点を当てた探求学習の 

アウトプットの分析：気仙沼市立鹿折中学校の事例 
An Analysis of Outputs of Inquiry Learning  
Focusing of Tsunami Evacuation Behavior 

: the Case of Shishiori Junior High School, Kesennuma City 
 

新家 杏奈1
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   The purpose of this study is to conduct an inquiry learning consisting of investigation, analysis, and presentation at 
a junior high school using the detailed interview about tsunami evacuation behavior, which investigates changes in 
thinking and movement developed in the previous study, and to clarify the characteristics of the content and method 
of presentation. In this study, we investigated and analyzed the inquiry learning at Shishiori Junior High School in 
Kesennuma City, Miyagi Prefecture, and found that most of the participants made presentations divided into two 
parts: organizing the facts and explaining the lessons extracted from the facts. 
 
Keywords : evacuation behavior, interview survey, inquiry learning, the Great East Japan Earthquake 
 

 
１．はじめに 
 災害を経験した語り手から子供が聞き取り学習を行う
事例は，過去の災害を継承することを目的に，学校を始

めとする多くの教育現場で導入されている 1)．佐藤ら 2)

は，気仙沼市立階上中学校で行われた東日本大震災の体

験談の聞き取り調査と発表ついて研究を行い，被災の経

験がある生徒でも当時の体験談より新たな知見を得てい

たことや，聞き取り調査の内容の整理・分析によって新

たな知見を見出した生徒も多いと述べている．本研究は，

先行研究で開発した津波避難時の思考や移動の変化を調

査する津波避難行動詳細インタビューを用いて，中学校

で調査・分析・発表から成る探究学習を行い，その発表

内容と発表形式の特徴を明らかにすることを目的とする． 
 
２．鹿折中学校防災学習の概要と研究方法 
 本研究では，2020 年度に実施された宮城県気仙沼市立
鹿折中学校（以下，鹿折中学校）の探求学習における，

地域住民への東日本大震災の被災体験の聞き取りと，分

析・発表活動を対象に事例分析を行う．探求学習は 2020
年 7 月～12 月の 6ヶ月間で授業時数 21のカリキュラム
で行われた．本探究学習は全学年を含む生徒 9～10 名と
教員が 1 名から成る班で行われた．聞き取り調査を実践
する前には，学習目的や調査の方法を zoom を用いて説
明するガイダンスを行い，同校教員を語り手にしたイン

タビューの練習が行われた．インタビュー調査は新家ら
3)が作成した調査マニュアルに基づき，地域の住民を語

り手に自由に当時のことを話していただく非構造化イン

タビューと，地図を用いて避難経路を聞き取り，経路に

沿って見聞きした物事（以下，情報）やその時に考えた

事思った事（以下，思考），行動を問う構造化インタビ

ューを組み合わせて行われた．調査後は，語り手の発話

内容のメモや移動経路を記入した地図，インタビューの

録音音源より，語り手の情報，思考，行動，避難経路の

整理・分析が行われた．さらに，発災時の語り手の行動

や移動等より，中学生が感じたことを気づき・学びとし

て書き出し，次に災害が起こった場合はどうすれば良い

かを考えて教訓としてまとめた．分析後には発表形式の

検討や発表の準備が行われ，その経過を中間発表として

筆者らに相談する場が設けられた．学習の最後には家族

や地域の人へ学習の成果を発表する発表会が行われた． 
 本研究では，発表の内容や形式，生徒が発表した教訓

の特徴を明らかにするために，生徒の発表の様子を観察

し，発表を撮影した写真・映像を分析した． 
 
３．発表の分析結果と考察 
 発表会では全ての班で，語り手の実行動の説明と実行

動から抽出された教訓が発表されており，これは探究活

動の分析段階で，生徒たちが実行動の整理と教訓の抽出

を行っていたことによると考えられる．発表は全ての班

がポスター・スライドを用いたプレゼンテーションを行

っていた．各班の発表の形式の特色をまとめると，図 1
のように 3 タイプに分類された．「地図+クイズ」と
「地図」は，水平避難をした語り手の行動の説明に地図

を用いていた．「地図+クイズ」では，語り手の実行動
や移動をポスター・スライドで説明し，実行動から生徒

が抽出した教訓等を聞き手へのクイズ形式で発表してい

た．「地図」では，地図を用いて語り手の移動を説明し，

その移動の理由や各地点で起こった出来事，教訓をポス

ター・スライドで説明していた．「模式図」は，水平移

動がなく建物の中で垂直避難を行った語り手へインタビ

ューしたグループが採用していた．建物の模式図を用い

て実行動を説明し，さらに教訓をポスター・スライドで

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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説明していた．このように，語り手の行動の特徴によっ

て発表形式の違いが見られた． 
 生徒がインタビューより抽出した教訓は表 1 のとおり
である．教訓の内容より，複数の教訓をまとめて「教訓

の種類」として分析すると，10 個の教訓に教訓の種類に
大別できることが分かった．表 2 は教訓の種類と班をク
ロス集計し，各教訓の種類が抽出された回数を分析した

ものである．表 2 より，「ⅰ避難時の心がけ」に関する
教訓が最も多く抽出され，「ⅹ連絡手段の確保」に関す

る教訓が最も抽出されなかったことが分かった．これは，

避難行動に関するインタビュー結果より教訓を抽出する

探究活動の特色より，避難行動に関する発話が多かった

ためであると考えられる．また，語り手の避難が垂直避

難であった班は「ⅰ避難時の心がけ」が教訓として抽出

されておらず，垂直避難に関する語りからは避難に関す

る教訓が抽出されにくい可能性が考えられる． 
 
４．まとめ 
 本研究は，鹿折中学校で探究学習を行い，その発表内

容や形式，生徒によって抽出された教訓の特徴を明らか

にすることを目的に分析を行った． 
 分析の結果，以下が明らかになった．1)全ての班が語
り手の実行動とそこから抽出した教訓に関して発表して

いた．2)発表手法は 3 つに大別でき，語り手の行動の特
徴が発表形式の選択に影響していた．3)教訓は避難時の
心がけに関するものが最も抽出されやすく，連絡手段の

確保に関する教訓が最も抽出されにくかった．4)垂直避
難の話を聞いた班は避難時の心がけに関する教訓を発表

しておらず，垂直避難に関する語りからは避難に関する

教訓が抽出されにくい可能性があると考えられる． 
今後の研究ではインタビューでの語り手の発話内容に

ついても分析を行い，語り手の発話内容と中学生が発表

した教訓の比較を行い，どのような語りが中学生にとっ

て教訓であるととらえられるのか，その語りの特徴を明

らかにする必要があると考える． 
 

 
図1 発表の様子（左:語り手の実行動の発表，右:実行動

から抽出した教訓の発表） 
 

表1 抽出された教訓と教訓の種類 

 
 

表2 各教訓の種類が抽出された回数と発表形式 
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クイズ

地図

模式図

教訓の種類 班 教訓

ⅰ 避難時の心がけ

A 大きな地震が来たら津波が来る認識を持ちすぐに逃げる
B 避難の際は徒歩を優先する
B 余裕がある場合は近くの高齢者や子供と集団で避難する
B 貴重品が家にあっても戻らない
E 避難時は避難場所や食料の準備など乳幼児に配慮する
F 津波警報を聞いたらすぐに高台に避難する
F 避難場所が安全とは限らない
G 避難するまで気を抜かない
G 早めの避難を心がける
H 津波の大きさに関わらずすぐに避難行動をする

ⅱ 非常用具の準備
や家具の固定

A 普段からガスや食料などを準備し家具等を固定する
B 持ち物を事前に準備しておく
C 災害用被害バックを持ち出しやすいところに置く
D 家具など倒れそうなものを固定する
G 事前の備えをする
H 非常用具を準備し持ち出せるようにする
J 備蓄品の設置場所や内容が災害時に適切か考える

ⅲ 避難場所や経
路の事前確認

A 家族で集合場所を確認しておく
D 安全な場所を把握しておく
D 日頃から，防災マップなどで避難経路を確認する
E 避難所までの経路を整備しておく
I 平常時に家族や町内会で移動手段や行動手順を話し合う

ⅳ 地域のつなが
りの重要性

E 震災時は周りの人とのコミュニケーションを大切にする
H 地域の人の居場所を知っておく
I 普段から地域の人とコミュニケーションをとる
J 周囲の人を気遣って行動する
K 近所の人を知っておく

ⅴ 自らの命を守る
ことの重要性

A まずは自分の命を守る
E 地震被害がなくても自らの命を守るために避難する
I 災害時に自分の命を優先して各々で行動する

ⅵ 冷静に行動
B 焦らず冷静に行動する
C 発災時は冷静に行動する
K 情報を整理しながら冷静に行動する

ⅶ 防災無線の重
要性

F 防災無線をよく聞く
J 非常ベルで緊急放送が聞こえるか確認する

ⅷ 過去に発生し
た災害の理解

H 地域で過去に起こった災害について理解する
I 津波の流れは想像より早く人や物を簡単にさらう

ⅸ 公共施設の災
害対策

J 起こりうる問題を予想して行動する
J 施設の構造を知り，素早く判断できるようにする

ⅹ 連絡手段の確保 D 災害発生時の家族との連絡手段を考えておく

B F K A C D E G H I J 合計

教
訓
の
種
類

ⅰ避難時の心がけ 3 2 0 1 0 0 1 2 1 0 0 10
ⅱ非常用具の準備や
家具の固定

1 0 0 1 1 1 0 0 1 1 1 7

ⅲ避難場所や経路の事前
確認

0 0 0 1 0 2 1 0 0 1 0 5

ⅳ地域のつながりの重要性 0 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1 5
ⅴ自らの命を守ることの
重要性

0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 3

ⅵ冷静に行動 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 3
ⅶ防災無線の重要性 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2
ⅷ過去に発生した災害の
理解

0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2

ⅸ公共施設の災害対策 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2
ⅹ連絡手段の確保 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

発表の形式 クイズ 地図 模式図

    

  
地図+クイズ 

    

  

地図 

    

  

模式図 

地図+クイズ 
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中古住宅購入がもたらす地震災害による資産及び死傷リスクに関す

るライフタイム評価 
Lifetime Assessment of Individual Assets and Casualty Risk Due to Earthquake 

Disaster Under Conditions of a Pre-owned House Ownership 
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In recent years, there has been a movement to promote the distribution and use of existing homes, but many old homes 
lack seismic performance. In this study, we constructed an average household asset model for each prefecture and 
conducted a risk assessment on household asset damage and human casualties in the event of an earthquake. As a result, 
buying a pre-owned home provides a financial margin, but homes with low seismic resistance have a high risk of 
building damage and human injury. Because it is difficult for the average household to rebuild a house after a disaster, 
it is necessary to investigate the earthquake risk and seismic performance of a house for purchase and improve these 
sufficiently before purchase. 

 
Keywords : Lifetime-Assessment, Individual Assets Risk, Casualty Risk, Earthquake Disaster, Pre-owned House 

 
1．はじめに 
 
近年、空き家率は増加の一途であり、平成30年時点で

13.6％、5年間で26万戸3.2％1)と急激な増加を示している。

本邦においては、空家等対策の推進に関する特別措置法

などを施行し、市区町村において空き家のデータベース

の構築をするなど、空き家の再利用の推進を図っている。

また、倒壊等著しく保安上危険となる場合は除去や修繕

の指導・勧告、命令を可能とし、再利用と維持管理の両

輪で空き家問題にあたっている。しかしながら、流通市

場における中古住宅の占める割合は、平成25年時点で中

古住宅は14.7％2）に留まっており、まだまだスクラップ

アンドビルドが主流である。今後も人口減少に伴い空き

家は増加し続けることから、これまで以上の中古住宅の

流通・利用が求められる。しかし、中古住宅は建築年や

劣化状況によっては、現在の建築基準で求められる耐震

性の以下の住宅も多数存在しており、地震による建物被

害・人的被害の発生が危惧される中古住宅の購入、利用

を促進するためには安心・安全な住宅の提供が重要とな

る。そのため、地震発生時の中古住宅の被害発生リスク

評価や世帯の資産被害発生リスクや人的被害発生リスク

などを把握しておく必要がある。そこで、本研究におい

ては、都道府県別に資産状況（収入や貯蓄）や住宅価格

（土地の価格や住宅価格）が異なることを考慮し、都道

府県単位で平均世帯における試算モデルを構築する。加

えて、地震が発生した場合の資産・人的被害へのライフ

タイム評価を実施する。 
 
2．都道府県別資産モデルの構築  
 
2. 1 都道府県別標準モデルの構築 

地震被害を検討するに当たり、世帯の標準モデルを作

成する必要がある。構築に際しては、奥田ら3）手法を用

いた。都道府県別の世帯ごとに賃借対照表を作成する。

貸借対照表は、式(1) で示され、流動資産と固定資産か

らなる資産を負債と自己資本である純資産で定義し、財

務バランスを表現する。 

 

資産(∈流動資産+固定資産)=負債+純資産    …（1） 

 

賃借対照表の作成に際し、2019年家計調査と平成26年
全国消費実態調査の都道府県別調査結果4）を用いた。流

動資産、固定資産、負債、純資産については奥田らと同

様に定義する。収入は実収入、社会保障給付、退職金収

入から成り、支出は消費支出、税金・保険、一時支出

（家の手持ち金、家賃・地代、自動車）、住宅ローン返

済から成る。実収入と消費支出、税金・保険は都道府県

毎に30,40,50,60,70歳時の値を調べ、その間の年は直線的

に推移すると想定した。社会保障給付は60～64歳、65～
69歳、70歳～の三区分で支給額が変わり、65歳まで働き、

退職金は60歳に受け取る（全国一定）。家賃・地代は土

地付き住宅5）を購入する前の25～34歳に発生する。住宅

ローン返済は35歳からフラット356）を利用し、35年金利

1.31％と想定した。図1～3に都道府県別の平均年収と住

宅価格の平均値、純資産を示す。中部圏や関東において

年収が高くそれに比例して住宅価格も高くなっているが、

年収の差は住宅価格の差に比べれば小さいため、都市部

の方が資産を多く持つ傾向にある。本論で取り扱う中古

住宅の価格は、築後年数の増加に伴い年々減少すると考

えられる。そこで、中古住宅の価格について、固定資産

の考え方を用いた。Bxは、各々を購入した時の支払価格

B₀とし、購入後は「国税局減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五

号）」7）に基づいて減価償却するとして算出を行うもの

である。本論においては、図2の価格を築後年数に合わせ

変化させ、住宅価格として用いた。住宅の価格は 
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図1 平均年収 

 
図2 家購入費 

 
図3 35歳時純資産 

 
式(2)で算出される。ここにxは住宅の建築後の経過年

数である（x≦22、それ以降一定とする）。 

 

𝐵𝑥 = 𝐵0 − {(𝐵0 ∗ 0.2) + (𝐵0 ∗ 0.0272 ∗ 𝑥)}  …(2) 
 

2. 2  購入住宅の年代の違いによる純資産の変化 

純資産は、世帯の収入や貯蓄、購入する住宅の建築年

に則した資産価値と購入費用により変化する。本論にお

いては、北海道、福井県を例に純資産の推移を検討する。

住宅購入時を35歳、手持金は新築中古問わず一定と仮定

し、北海道・福井県における標準資産モデルを用いた。

また、建築年が1945年、1955年、1965年、1975年、1985
年、2005年、2015年、新築と異なる建築年に建設された8
パターンの純資産の推移を図4に示す。（但し、式（2）
により1945年～1985年築は住宅価格は同一となる。）新

築のケースと比較し、北海道・福井県ともに中古住宅を

購入するケースでは、購入時、純資産が大きくマイナス

に転じることはないということが分かる。これには、住

宅購入に伴う借金の利息が大きく影響している。老後の

純資産は購入する物件が1985年以降10年新しくなる度に

約1000万円ほど減少する。この傾向は、北海道に限らず

全国で見られる。 

 

2. 3  地震が発生した場合の資産推移 

次に、北海道と福井県において新築住居の地震による

被害程度別に純資産の変化を図5に示す。被害程度は一部

損壊（損傷度0.1～0.4）、半壊（損傷度0.4～0.6）、全壊

（損傷度0.6～1.0）に区別する。地震が45歳時に発生する

と仮定し、一部損壊と半壊の場合は地震後補修を実施す

る。それぞれ建設費の10％、50％の補修費用としてかか

り、25年ローン金利1.31％で返済するとした。家の資産

価値推移は無被害時と変わらないとする。同様の被害で

も地域により大きな違いが見て取れる。特に、全壊の場

合、福井県のケースでは被害発生後も純資産がプラスに

なっているが、北海道においては、資産状況が債務超過

に陥いる。このように、都道府県ごとに収入や貯蓄の違

いにより震災後の世帯の経済状況は異なる。全壊家屋か 

 
A:北海道 

 
B：福井県 

図4 北海道築年代別純資産推移 
 
 

  
A:北海道新築 

 

 
B:福井新築 

図5 被害別純資産推移 
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ら賃貸住宅に移り住むと仮定した場合、地震発生時は

1500万、最終的には3000万程度、資産が落ち込む。これ

により、地震発生時に限らず、地震による世帯の経済被

害の影響は、生涯にわたって被災世帯の家計に及ぶこと

となる。 

 
2．4  地震発生確率を考慮した資産状況の変化 

地震の発生確率を考慮した資産状況の推移を検討する

ため、J-SHISの確率論的地震動予測地図8）を用いる。試

算は都道府県で行うため、都道府県における庁舎がある

メッシュを都道府県の代表値とした。J-SHISより50年に

10％の確率で発生する最大㏿度を収集し翠川・他 

(1999)9） が示している最大㏿度と計測震度との関係式

（3）を用い、最大震度に変換した。 

 
𝐼 = 2.68 + 1.72𝑙𝑜𝑔𝑃𝐺𝑉𝑠     ⋯ (3)    

 
𝐼は計測震度、𝑃𝐺𝑉𝑠は地表面における最大㏿度である。

図6に震度分布を示す。また、図7に発生確率を考慮した

北海道と高知県における純資産の変化を示す。 

建物被害予測は、中嶋・岡田10)の式を用いた。北海道に

おいては、最大震度が5強程度と住宅には大きな被害が発

生せず地震被害による落ち込みはほとんど見られない。

それに対し、震度7が想定される高知県においては、地震

が発生しない場合と比較し、減少する資産は中古なら最

大2000万円ほど、新築なら1000万円ほどで、築年が新し

くなるほど損失は抑えられる。しかし、中古住宅を購入

したほうが被災した場合においても老後の純資産はより

多く残存している。地震後も生活を維持するという観点

でいえば、住宅ローンの利息による影響の少ない中古住

宅は生計の維持に効果的である。一方、2018年北海道胆

振東部地震や2021年3月に発生した福島県沖地震など、発

生確率10%で想定される地震を超えるものが多々発生して

いる。 

 
2. 5  人的被害の発生リスク 

被災した場合でも中古住宅の購入の方が老後の資産は

多く残る。しかしながら、住宅は甚大な地震被害が発生

するたびに、次なる地震における被害軽減を目指し、建

築基準法が改訂され年々耐震性能が向上してきている。

中古住宅はいわば、耐震性能向上前の住宅ということに

なる。そこで中古住宅購入が人的被害に与える影響の評

価を岡田・中嶋11）による手法を用いて各築年の平均値を

推定した。50年10％で発生すると想定される震度が7，6
強 の 高 知 県 、 香 川 県 を 代 表 と し て 築 年

（1945,1955,1965,1975,1985,新築）毎の死傷者数（3人

中）の比較を図8，9に示す。負傷率は高知県（59％、 

 

 
図6 発生確率50年10％の最大震度分布 

41％、29％、19％、10％、5％）愛知県（36%、12%、3%、 

1%、0%、0%）である。築年代が古いほどに人的被害発生

率が向上し、負傷程度が重くなるのが分かる。中古住宅

選定における耐震性能の把握は必須となろう。 

 

2.6  中古住宅を買うときに必要な耐震評点を考察 

中古住宅を購入する場合、先述したように古い住宅の

購入は人的被害発生要因となる。しかし、全ての中古住

宅が問題ではなく、耐震性能の担保された住宅を購入す

れば、人的被害発生を抑え込むことは可能である。そこ

で、50年10％の地震に対する被害を抑え込むことに必要 

 

   
A：北海道1945年    B:高知1945年    

 
C:北海道1985年    D:高知1985年 

  
E:北海道新築    F:高知新築 

図7 発生確率を考慮した純資産推移 

 

 
 A:1945年       B：1955年 

 
 C:1965年       D：1975年

 
 E:1985年        F：新築 

図8 高知県築年別死傷者数 
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な耐震評点を図10，11に示す。耐震評点算定には、中

嶋・岡田10)の手法（式4）を用いた。日本海に面する地域

や、東北より北部に位置する地域は耐震評点0.3程度とか

なり低くても被害が少ないが、茨城～大分の太平洋に面

する地域は要耐震評点が高く、特に高知県は一般的に安

全とされる評点1.0であっても半壊の被害が想定される。

少なくともこれらの耐震評点以上の中古住宅の選定をす

ることが重要となる。 

 

  𝑠 = {(𝐼 − 𝑎) 𝑏}⁄ １ ｃ⁄           … (4) 
 

ｓは要耐震評点、Iは計測震度、a,b,cは係数である。 

 

 
 A:1945年       B:1955年 

 
 C:1965年       D:1975年 

 
 E:1985年       F:新築 

図9 愛知県築年別死傷者数 

 

 
図10 一部損壊 要耐震評点 

 

 
 

図11 半壊 要耐震評点 

 

 3．まとめ 

 
  本研究においては、中古住宅の購入に焦点をあて、地

震に伴う経済・人的被害へのライフタイム評価を行った。

新築に比べ中古住宅の購入は世帯の経済的な余裕度を向

上させるという利点が存在する。しかしながら、築年が

古くなれば人的被害発生危険度が高くなるように、耐震

性能の担保されていない住宅を購入することは地震によ

り被害発生のリスクが高い。世帯への経済的優位性のみ

でなく耐震性能の担保された住宅の購入・耐震改修など

が重要になろう。今後は、本研究において、地震発生確

率を50年10％とし震度を用い検討を行ったが、異なる地

震においても検討する必要がある。加えて、中古住宅の

耐震改修を含むリホームを実施するケースと新築の場合

のライフタイム評価結果の比較を行う所存である。 
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   In this study, we use this open data to examine the actual situation of crime in the disaster area. The disaster of interest 
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１．はじめに 
東日本大震災など，日本で甚大な災害が発生したとき

に，海外のメディアでよく報道されるのが，パニックを

起こさずモラルを守っている被災者の姿である．犯罪社

会学の観点から考えれば，災害には，平常時の社会機能

を崩壊させ，犯罪のような逸脱行為の発生を抑制する社

会の力を弱める効果があると言える 1)．しかし，日本で

はそのようなことが殆ど起こらないと言われているし，

信じられている．一方で，実は大災害のあとに犯罪が増

えるということこそが神話であり，実際は犯罪が減少す

るのが一般的だという説もある 2, 3)．被災地では，生活の

立て直しや，被災したまちの復興が優先され，犯罪や逸

脱行為については 2 の次に扱われる傾向がある．事実，

避難所で揉め事が起こった際に，避難所内の人間関係や

雰囲気を損ねないために，嫌な思いをしても言い出せな

いことがあるといった話も聞く．より多くの被災者が自

分の力で生活を再建していくためには，犯罪や逸脱行為

の発生を抑える努力をし，復興に全力を注げるような環

境を整えることは大事なことである． 
 事実，被害の回復や復興の取組の遅さが，被災地での

犯罪を増加させたり，逆に適切な支援を行うことで犯罪

発生率を下げることも可能である．阪神・淡路大震災の

際，乗り物等や被災店舗からの盗みなど，震災後の混乱

に乗じた便乗犯罪の発生が報告されている．こういった

犯罪行為は，より多くの人がなくなった地域や，停電が

長く続いた地域，つまり復旧が遅れた地域ほど多かった．

復旧・復興の遅れは，被災地で犯罪を発生しやすくさせ

る影響を持っている 4, 5, 6)．一方で，1998 年に起きたカナ

ダのケベック州で発生した氷嵐とそれに伴う停電の間の

犯罪の日次変動に関する研究では，経済的に困窮してい

る被災者に小切手を配布したところ，窃盗犯罪の発生率

が大幅に減少したことが明らかになっている．また，寄

付金は遠く離れた地域よりも隣接した地域のほうが多く，

犯罪率と反比例していることがわかった．公的支援とい

う制度的な利他主義と，相互扶助や連帯などの社会的な

利他主義が，機器の際の団結を促進し，これによって犯

罪率が低下したのである 7)． 
 こういった被災地での犯罪や犯罪予防に関する研究は，

少ないながらも進められている．しかし，災害大国日本

においては，その災害の発生頻度に関わらず研究があま

り行われていない．その要因の一つは，犯罪データの入

手の難しさにある．警察による公的な犯罪データは，犯

罪白書や警察白書などの都道府県単位の年次データや，

各都道府県警察が各々で公表していた部分的なデータや

不審者情報等の逐次情報が主だった．そのため，これま

での被災地での犯罪研究は，多くの場合，被災者に対す

る調査による被害実態調査によって行われてきた（いろ

いろ）．犯罪には暗数があることを考えると，被害実態

調査はある側面では非常に効果的な手法と言えるが，そ

れだけでは限界があるのが実情である． 
 警視庁や京都府警察本部といった先進的に犯罪発生デ

ータを公にし，犯罪分析や犯罪予防に活用するという流

れが，近年ようやく日本の警察全体に広がってきた．平

成 30 年から，各都道府県警察本部では，窃盗犯罪 7 種に

ついて，試験的にオープンデータ化が行われている．試

験的としたのは，公開するデータの在り方について，ま

だ議論が進められている中でのものだからである． 
 本研究では，このオープンデータを用いて，被災地で

の犯罪実態について検討することを試みる．対象とする

災害は令和元年房総半島台風とし，対象地域は千葉県に

限定して行う．千葉県はこの台風の影響で，多くの地域

で停電が発生した．公的な犯罪発生データを用いて，停

電発生による犯罪に対する影響を検討するのが，本研究

の目的である． 
 
２．方法 
(1) 対象データ 
本研究が対象とするのは，令和元年房総半島台風とそ

れによって被害を受けた千葉県全域である．本研究で用

いたデータは，1)千葉県警察本部が公開している令和元
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年の犯罪発生情報，2)千葉県が公開している千葉県年齢

別・町丁字別人口令和元年度，3)停電実績データの 3 つ

である． 
犯罪発生情報データは，窃盗犯罪 7 種，ひったくり，車

上ねらい，部品ねらい，自動販売機ねらい，自動車盗，

オートバイ盗，自転車盗について，発生場所（町丁目レ

ベル）と発生月日時（発生年月日に幅がある場合はその

始期），被害の状況などが個人情報保護に抵触しない形

で記載されている．犯罪実績情報は 2019 年全体では

15,611 件であった． 
千葉県年齢別・町丁字別人口データは，住民基本台帳

法に基づき住民票に記載された者を，市町村からの報告

を受けて，毎年千葉県総合企画部統計課が取りまとめて

いるものであり，当該年度の 4 月中の人口を示している．

総人口と男女別，年齢別人口が，町丁字単位で記載され

ている．全部で5,797の地域のデータが記載されている． 
停電実績データは，千葉大学を中心とした「令和元年

台風 15 号による停電の長期化に伴う影響と風水害に関す

る総合調査」研究班が、東京電力と経済産業省の公開デ

ータ，東京電力パワーグリッド提供の電柱被害データと，

同社公開の停電履歴データを元に整理されたもので，

「令和元年台風 15 号による停電の長期化に伴う影響と風

水害に関する総合調査」報告書で，送配電施設被害と停

電状況を定量的に示すために用いられたものを共有いた

だき活用した．当該データは東京電力管区全体の停電実

績データのため，千葉県を含む関東の複数県のデータが

含まれており，計 70,761 件のデータが含まれていた．そ

のうち千葉県内のデータは，35,019 件だった． 
(2) データ結合 
これら 3 つのデータを，以下の手続きで統合した．犯

罪発生情報データおよび千葉県の人口データは町丁目単

位のデータであるが，停電実績は電柱等の配電設備に紐

づけて整理されたデータであるため，緯度・経度で示さ

れたポイントデータであった．そこで ArcGIS Pro を使っ

て，町丁目のポリゴンデータと停電のポイントデータを

空間解析でマッチングさせた．複数の停電情報が一つの

ポリゴンデータに含まれる場合，最長の停電時間をその

ポリゴンの代表停電実績とした．全データを突合した結

果，5,930 件の地区のデータが作成された．データの整

理・作成には，Excel，SPSS Statistics 27，R 4.0.5.tar.gz，
Stata14.0，ArcGIS Pro を用いて行った． 

(3) 分析方法 
本研究の目的である「台風による停電が犯罪認知件数

に与える影響」を測るため、停電の有無（少なくとも 1
日以上の停電が発生した地域かどうか）を主要因として、

反復測定分散分析を行った。本研究では台風が発生し日

本に上陸した 2019 年 9 月頭を境目とし、2019 年 7 月～8
月と 2019 年 9 月～10 月の 2 時点のデータを作成し、分析

を行った。分析には SPSS Statistics 27 の反復測定分析

（GLM）を用いて分析を行った。 
 
３．結果 
町丁目単位に集計した犯罪認知件数を従属変数，停電

の有無を独立変数として分析した結果が，表 1 である．

Mauchly の球面性検定が有意なため（W=1.000, p=.00），

「Greenhouse-Geisser」の検定結果を採用した．表 1 を見

ると，台風の主効果は F(1, 5928)=11.422, p<.05，停電の主

効果は F(1, 5928)=17.179, p<.05，台風と停電の交互作用は

F(1, 5928)=34.475, p<.05 と，すべて 5%水準で有意であっ

た． 
 

表 1 反復測定分散分析結果 
タイプ III

平⽅和
⾃由度 平均平⽅ F 値 有意確率

台⾵ 17.948 1 17.948 11.422 0.001
停電 40.599 1 40.599 17.179 0.000
台⾵✕停電 54.173 1 54.173 34.475 0.000
誤差 (台⾵) 9314.988 5928 1.571  

 

 
図 1 犯罪認知件数の推移 

 
停電の効果について，グラフ化したものが図 1 である．

停電していない地域の犯罪認知件数が微増しているのに

対して，停電を経験した地域の犯罪認知件数は大きく減

少している．以上から，台風の影響を受けた千葉県にお

いて，停電は犯罪発生を抑止する効果が確認された． 
 
４．考察 
今回の分析から，停電によって犯罪発生が抑止される

効果が確認できた．この結果について考察していく． 
今回用いた犯罪データは，ひったくり，車上ねらい，

部品ねらい，自動販売機ねらい，自動車盗，オートバイ

盗，自転車盗という，窃盗犯罪の中でも街頭犯罪に分類

されるものである．街頭犯罪とは，街頭，街中の公的な

エリアで発生する犯罪で，一般的に最も身近な犯罪と言

える．停電によりこれらの発生が抑止される結果となっ

た理由について，まず一つ目に考えられるのが，犯罪の

ターゲットとなるものが少なくなったことが想定される． 
日常活動理論では，「動機づけられた犯行者」，「適

当な標的」，「有能な監視者の欠如」という 3 つの要素

が重なり合ったときに犯罪が発生するという理論である．

逆に考えれば，この 3 つのうちどれかが欠ければ，犯罪

は起きないという，犯罪予防を考える際にも活用される

理論である．台風が通り過ぎ，停電が発生し，暗い夜道

が更に暗くなれば．外出の頻度が減ったり，普段は徒歩

で行くところを自動車で出かける等，普段とは違う外出

方法を選択する可能性が高まる．災害後の停電により，

停電地域に住む人々の生活スタイルが一時変化し，それ

によって適当な標的が減少し，犯罪認知件数の減少につ

ながったと考えられる． 
 次に考えられるのが，暗数が増えることで認知件数が

下がっている場合である．警察が認知し犯罪件数として

公的に数えられる犯罪のうち，約 9 割は被害者からの被

害届や告訴によるものであるが，こういった届け出や通

報は，一瞬で終わるものではない．現場検証や事実確認

停電

7〜8⽉ 9〜10⽉
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に，警察官が何度も確認に訪れたりするため，時間的，

精神的負担がかかる行為である．災害により被災し，家

の片付けや生活の立て直しが必要な被災者にとって，被

害届を出すというのは色んな意味でハードルが高く，自

身の受けた被害を認識しながらも，被害届を出さずに泣

き寝入りするということがある 4)．停電が起こったとい

うことは，より大きな被害が発生した地域である可能性

がある．つまり，停電による影響と見せかけて，被害の

大きさによる影響から犯罪が暗数化した可能性が示唆さ

れる． 
 最後に，考えられる 3 つ目の理由として，動機づけら

れた犯行者の存在が減少した可能性が考えられる．現代

の犯罪学では，犯罪行為とは，それによって得られる利

益とコストを天秤にかけた上で合理的に選択される行為

であると考えている．だからこそ，犯罪行為で得られる

利益を減少させるか，犯罪行為にかかるコスト（行為の

実行だけでなくその後に逮捕されることで被る不利益も

含む）を増加させることで，犯行企図者を減らすことも

犯罪予防の一つの方法である 8)．停電によって暗くなっ

た街は，適当な標的を減少させるだけでなく，犯行後の

逃走を難しくすることで犯行企図者を減少させたとも考

えられる． 
 
５．おわりに 
(1) まとめ 
 本研究では，台風による停電が被災地での窃盗犯罪，

特に街頭犯罪の減少という結果をもたらしたことが明ら

かになった．この効果は，他の被災地での犯罪研究や，

様々な犯罪学理論に矛盾するものではない．その理由と

して停電は，①適当な標的を減少させた可能性があるこ

と，②災害による被害によって被害届を出さないという

選択が増えた可能性があること，③犯罪行為にかかるコ

ストが増大され犯行企図者が減少させた可能性があるこ

とが推察されるからである． 
(2) 今後の方針 
 これら 3 つの推察について確かめるために，今後はよ

り精緻にデータ分析を行う必要がある．例えば，①の適

当な標的の減少について確認するには，犯罪の種類ごと

の分析や，犯罪発生時間を検討することで，検討をすす

めることができる．③の犯行企図者の減少についても，

犯罪の種類や犯罪発生時間を使った精緻な分析を行った

上で，実際の災害による被害程度を統制できるようなデ

ータを追加する必要がある．②の暗数化についてがもっ

とも検討が難しい仮説である．これについては，該当地

域での犯罪実態調査を行うなどすることで，確認するこ

とが可能になるかもしれない．また，地域がそもそも持

っている犯罪や犯罪不安に対する影響を検討する必要が

ある 9, 10, 11)． 
 
参考文献 

1) Shaw C, R,. and Mckay D. D,, (1969), Juvenile Delinquency 
and Urban Areas Revised Ed．Univ of Chicago Press.  
2) Wenger D. E., Dykes, J. D., Sebok, T.D. ＆Neff, J. L., (1975), 

“lt’s a matter of myths: An empirical examination of 
individual insight into disaster response, ”  Mass 
Emergencies, 1: 33-46. 

3) Solnit, R., (2009), A Paradise, built in hell: The extraordinary 
communities that arise in disaster, Penguin Books. （=2010, 
高月園子〔訳〕『災害ユートピア－なぜそのとき特

別な共同体が立ち上がるのか』亜紀書房．） 
4) 岡本英生，2013，「阪神・淡路大震災後の犯罪現象」

斉藤豊治（編）『大災害と犯罪』法律文化社： 41 
í55 ． 

5) 斉藤豊治，1997 ，「地震と犯罪」潮海一雄（編）『阪

神大震災の記録 2 阪神・淡路大震災と法』甲南大学 

阪神大震災調査委員会： 262 í276 ． 
6) 岡本英生, 森丈弓,  阿部恒之, 斉藤豊治, 山本雅昭, 松原

英世, 平山真理, 小松美紀, 松木太郎. (2014). 東日本大震

災による被害が被災地の犯罪発生に与えた影響. 犯罪

社会学研究, 39, 84-93. doi:10.20621/jjscrim.39.0_84. 
7) Lemieux, F. (2014). The impact of a natural disaster on 

altruistic behaviour and crime. 38(3), 483-499. 
doi:https://doi.org/10.1111/disa.12057 

8) Clarke, R. V. (1997). Situational Crime Prevention: 
Successful Case Studies (2nd Ed.), Albany: Harrow and 
Heston. 

9) 岡本英生, 森丈弓, 阿部恒之. (2017). 東日本大震災後の被

災地における犯罪不安―停電と近隣との結びつきが

犯罪不安に与えた影響―. 日本心理学会大会発表論文

集, 81, 1B-039-031B-039. doi:10.4992/pacjpa.81.0_1B-039. 
10) 松川杏寧, 立木茂雄，(2011a)，「ソーシャルキャピタ

ルの視点から見た地域の安全・安心に関する実証的

研究」『地域安全学会論文集』，14，27-36． 
11) 松川杏寧, 立木茂雄，(2011b)，「地域特性がソーシャ

ルキャピタルに与える影響に関する研究――多母集

団同時分析を用いた神戸市事例研究」『地域安全学

会論文集』15: 385-394． 
 
 

-  67 -


	001地域安全学会No.48(春)表紙
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